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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

平成

総合
計画
体系

施策名 1 市民が主役のまちづくりの推進 関係課

政策名
Ⅰ 市民と行政の協働によるまちづくり
　　 《住民自治》

施策主管課

施策統括課長

25 平成 25 8

地域振興課

加津山　幸登

２４年度 ２５年度

40,548
41,159 40,440
41,159

２１年度

42,428
２２年度２１年度

41,917

２３年度

ダム対策課、総務課、健康福祉総務
課、社会教育課、自治振興課

29

２６年度２５年度単位

２２年度

２４年度２３年度区分

まちづくりに関心がある市民の
割合

人口

成果指標
地域課題を地域主体で解決で
きていると感じる市民の割合

過去１年間に地域活動に参加し
た市民の割合

47.4 45.5

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

市民

対象指標

Ｃ

Ｂ

Ａ

実績

39,94940,548

49.4 57.1

75.0

56.0 59.0 62.0 65.0
66.7

74.5 82.1 77.3 74.7

69.9

20.0
13.9 22.3 23.8 21.4

16.0

80.0

73.9

18.0

80.0

69.3
70.0 72.0 73.0

78.0

③

④

⑤

15.0

成果指標基本事業名 対象

まちづくり活動の環
境整備

過去１年間に市全体のまちづく
り活動に参加した市民の割合

２６年度
見込

実績

①
まちづくり意識の啓
発

まちづくりの課題を主体的に
解決する。

市民活動をし
ていない人

％

％

意図

実績

②

Ｂ

Ａ

Ｃ

Ａ）地域課題を自主的に解決できているかどうかは、その地域の人でなければわからないため市民意識調査による成果指標とした。　Ｂ）地域の
課題が自主的に解決できているためには、まずは地域活動に参加していることが必要であるため、その参加の割合を成果指標とした。　Ｃ）まち
づくり課題解決に参加するためには、まずはまちづくりに関心があることが必要であるため、その関心の割合を成果指標とした。　Ｄ）意図２を直
接把握するため、実際に参加したかどうかを成果指標とした。

活動の必要性を
認識する。

78.0

人

％

見込

目標

単位 区分

まちづくりに関心が
ある市民の割合

実績
見込

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

実績

目標
実績

２１年度単位 ２２年度 ２５年度

％

目標
実績
目標

実績

市民活動を
している人

活動しやすくす
る。

交流センターが地域の
活動しやすい拠点に
なっていると感じる割合

％

Ｄ

市民アンケートで把握　Ａ）あなたは、地域の課題を地域で主体的に解決できていると感じますか？　Ｂ）あなたは、過去１年
間に地域活動に参加したことがありますか？　Ｃ）あなたは、まちづくりに関心がありますか？　Ｄ）あなたは、過去１年間に雲
南市全体のまちづくり活動に参加したことがありますか？

２３年度 ２４年度区分 ２６年度

77.3 74.7

69.9

74.5 82.1

まちづくりの人材育
成

市民活動をし
ている人 実績

必要な知識や技術
をみにつける。

過去１年間に地域活動
に参加した市民の割合 66.7％

％

73.9 69.3

64.3 68.6

実績

- -実績

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

A)近年、減少傾向ではあるが、交流センター発足による成行値の増加を予測する。目標値は、継続的な活動支援や地区計画策定を推進することで、毎年３
ポイントの増加とする。 B)Ａ）と同様で、交流センター発足による成行値の増加を予測する。目標値についても、継続的な活動支援や住民意識向上への啓
発を図り、Ｈ２６目標を７５％になるよう設定する。 C)成行値は、近年の傾向から現状程度の推移を予測する。目標値は、Ａ）、Ｂ）と同様に活動支援、啓発を
図ることで関心の向上を目指すが、Ｈ１９実績である８０％程度が上限と考え、この値に設定する。 D)交流センター発足という要因はあるが、成行値では大
きな伸びはないと考える。目標値は、地域振興補助金の広域枠の活用促進や地域の核となる人材の育成を図ることで、活動の広域化を促し、毎年１～２ポ
イントの増加とする。

実績

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●地域自主組織などにより、個人や家族、自治会単位では解決で
きない地域課題を解決する。
●地域自主組織などの活動へ参加し、協力・連携・交流する。
●地域枠にとらわれない社会貢献活動を自立的に展開する。

●地域自主組織などのための情報の提供、人材育成、財政・人的
支援、活動拠点の整備・充実、及び関係団体等との連携・調整を支
援する。
●地域枠にとらわれない社会貢献活動を自立的に展開するため
の、連携・協力・交流を支援する。

年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

背
景
・
要
因

○他団体と比較できる資料がないため、比較できない。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○人口減少と少子高齢化により、まちづくりの担い手の減少が進む。
○市職員数は、定員管理計画に基づき減少しつつある。また、総合センター
のあり方など、組織機構の見直し方針に基づき業務の整理を進めていくこと
になる。
○地域自主組織への助成金は地域振興補助金から自主組織への交付金
に見直したことにより自由裁量による住民自治の素地ができた。

○地域自主組織主体の活動を推進するにあたって、市からの育成支援を求
める意見がある。
○まちづくりに意欲ある若者の活動する場を求める意見や青年層による住
民自治活動への参加促進を求める声が、市議会等から出ている。

- １枚目 -1



４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

■目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

①
まちづくり意識の啓
発

②

《1 市民が主役のまちづくりの推進》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

○住民自治の進展に伴い、地域課題の拾い上げが進み、問題意識が高
まった。（地域単独での解決に時間がかかることが明確になってきた。）
○地域自主組織の体制が整い、主体的な活動が以前に比べ活発化し、
地域の課題解決に向けた事業に重点を置いた取組みが行われるように
なってきた。

②

③

背
景
・
要
因

地域課題の解決に向けて、地域自らが取り組まなければならないという意識が定着し
てきたが、地域課題を掘り下げた結果、課題の解決に時間がかかることが明確になっ
てきたため、成果実績が低下したのではないかと推察される。

次年度の方針（案）

施　　　策

⑤

⑤

まちづくり活動の環
境整備

○地域自主組織の活動拠点である交流センターの
環境を引き続き整えていく必要がある。
○地域が自立的に地域の課題解決ができることを
目指していかなければならない。

○交流センター整備・改修について、必要な対応を図っ
ていく。
○地域おこし協力隊員をはじめ、外部人材の登用･活
用を図りつつ、地域と一体となった活性化を図っていく。

区　分 今後の課題

○まちづくりを担うリーダーや担い手を育成していく
必要がある。

○まちづくりを担うリーダーや担い手を育成していくため
の研修会や講座を開催していく。
○若い世代等の担い手育成に取り組んでいく。

④

基
本
事
業

まちづくりの人材育
成

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

・特になし

○まちづくりの次世代を担うリーダーや担い手を育
成していかなければならない。
○市民が自らの地域の課題を主体的に解決していく
必要がある。

○まちづくりの次世代を担うリーダーや担い手を育成し
ていく。
○市民が自らの地域の課題を主体的に解決できるよう
支援していく。

○地区計画を全組織で策定することが重要である。また、
策定した計画を実行し、必要に応じて検証･見直しをしてい
かなければならない。
○できるだけ多くの人が地域づくりに関わっていく必要があ
る。

○分野別の地域円卓会議を有効に活用し、地域間の情報交
換や意識向上を図っていく。○全体の底上げにもつなげていく
ため、地区計画が全組織で策定されるとともに、策定された計
画が実行、検証･見直しされるよう支援していく。○まちづくり
意識の高揚を図るための研修会や講座などを開催していく。

まちづくりの人材育成

まちづくり活動の環境
整備

基本事業

まちづくり意識の啓発①

④

③

取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

・まちづくり活動に必要な財源を交付金化し、利用者の意向を踏まえた制度に見直した。
・平成24年度から想いをカタチに市民活動協働促進補助金を整備し、地域活動団体等が自主的に企画、提
案し、取り組む活動を支援した。

・まちづくり人材育成事業は、地域活動を担うリーダーが必要な知識や技術の習得に役立った。

・地区計画の策定が進んでおり、地域づくりの意識向上にもつながっている。
・まちづくり意識高揚事業によるまちづくり講座も、意識啓発につながっていると考えられる。

- ２枚目 - 2



作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

■  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

施策名 2 定住･交流の推進 関係課

政策名
Ⅰ 市民と行政の協働によるまちづくり
　　 《住民自治》

施策主管課 地域振興課

施策統括課長

1,828
1,828 1,828

1,828

加津山　幸登

単位

単位 区分 ２１年度

113148

区分

政策推進課、長寿障がい福祉課、子育て支援
課、産業推進課、農林振興課、商工観光課、農
業委員会事務局、業務管理課、教育総務課、自
治振興課

２２年度

1,828
２５年度２４年度２３年度

２５年度 ２６年度２３年度

２６年度

176

35

２４年度

35

16（36）

総合
計画
体系

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ｃ

178

２２年度２１年度

1,828

Ｄ

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

市外の人

Ｃ

成果指標

対象指標

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

Ａ）雲南市に移住してもらう。
Ｂ）雲南市を好きになってもら
い、まちづくりを応援してもら
う。

参考指標）
定住相談件数(市内外の計)

転入者人口Ａ

23(60)

150 150

1,828 1,828

150 150

1,036 951 796 877
1,200 1,200 1,200 1,200

14(32) 11(24) 22(55)
18（38） 20(40)

32 21 85 69
17（37）

3535
市民以外のふるさと納税者数
（寄付による政策選択寄付）

市外から移住した世帯数･人数（定
住推進員が相談等を受けたもの） 目標

実績
目標
実績

世帯
（人）

④

⑤

移住のための情報
発信
移住のための情報
提供・相談の充実

②

③

件

交流の促進

基本事業名 対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

①

参考指標）
ふるさと会会員数

市外の人

目標
実績

実績
見込
実績
見込

実績

実績

人

２５年度

Ａ)転入者人口は、過去３年間の転出者人口の平均約１２００人と同程度の転入者を確保することとした。　Ｂ)移住者は、近年ほ
ぼ同程度であり、今後の大きな変化要因もないことから、成行値を現状値程度とする。目標値は、定住策をより積極的に推進して
いくことで、Ｈ２６目標を２０世帯、４０人とする。　Ｃ)成行値は、ほぼ同程度で推移すると推測する。目標値は、雲南市を応援して
もらうための取り組みを、継続、強化していくことで、まちづくり応援団の確保に努め、毎年３５人を目標とする。

人

件

人

実績

２６年度

目標

見込

―

２２年度

Ａ）移住とは転入のことである。　Ｂ）定住推進員を通じた市外からの移住は、住民票上の移住ではなく、実態を正確に把握でき
る。　Ｃ）まちづくりを応援する人が増えれば、ふるさと納税者数（寄付による政策選択寄付）も増えると考えた。

意図
雲南市の魅力を
知ってもらう。

成果指標
定住サイト「ほっこり
雲南」アクセス件数 15,556

Ａ）島根県統計調査課「島根県の人口移動と推計人口」　Ｂ）地域振興課で把握　Ｃ）政策推進課で把握

２３年度 ２４年度区分 ２１年度単位

件 ― ―

雲南市に関心
がある市外の
人

雲南市に来ても
らう。

ふるさと納税者数､
観光入込客数

人
万人

実績

148
雲南市に関心
がある市外の
人

雲南市へ移住する気
持ちをもってもらう。 178 176

69
96.6

実績

定住相談件数

85
95.0

113

32
88.4

21
88.5

実績

実績

背
景
・
要
因

○定住推進員が関わった相談件数(176件)、定住者数(90人）（市内含む）
はともに過去最高となった。また、空き家バンクにおける24年度の空き家
入居数は26件と他市に比較して高いため他市町と比較してどちらかとい
えば水準は高いものと考える。
○市外からのふるさと納税数は69件と、H23年度に続き高い実績となっ
た。H24年度の県下実績（県外からの寄付金額の状況）において、雲南市
12.3[百万円]は、出雲市35.6[同]、浜田市13.9[同]、益田市12.6[同]に次ぐ
実績であった。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、今
後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○ふるさと会では、若者の新規加入者が少なく、世話人が固定化される傾
向があり、今後の会運営への影響が懸念される。○定住相談件数は増加し
ており、今後も移住への関心や希望者が、現状以上にあるものと推測され
る。○移住者からの就農希望が多く、また、スローライフ思考（田舎暮らし思
考）の高まりがある。

○小規模高齢化集落などでは、後継者確保のため、地域外からの
移住者を求める意見がある。
○人口減少・少子化及び結婚問題の対策として、移住者受入れ促
進への関心が高い。

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●市民は、移住者に対し地域情報の提供、地域活動への参加促進
を図り、移住者が定住しやすい、住みよい環境づくりに努めます。ま
た、空家があれば提供していきます。
●移住した人は、自治会への加入、地域活動への参加などにより
近隣住民との良好な関係づくりに努める。

●地域との連携、定住者からの意見聴取などにより、移住者が住
みよい環境をつくります。
●雲南市を好きになり応援してもらう仕組みをつくります。
●移住希望者に地域・生活環境及び空家の情報提供を行う。

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価） 平成 25 8 29
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
■成果がどちらかと言えば向上した
□成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

■目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

区　分 今後の課題 次年度の方針（案）

⑤

基本事業 取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

移住のための情報発信①

《2 定住･交流の推進》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

②

③

④

背
景
・
要
因

○定住推進員の活動により、実際の移住につながった件数は目標以上の実績となっ
た。
○市外からのふるさと納税者は、ふるさと会を通じた取り組みにより目標以上の実績と
なった。

○イベントの開催により、雲南市の魅力を感じてもらう
必要がある。
○市内の交流施設を有効に活用し、”婚カツ”活動の支
援を進めていく必要がある。

交流の促進
○田舎暮らし体験ツアーなどを通じて、雲南市ファンの増
加に努めていく。
○結婚相談員の人材確保を図る。

施　　　策

基
本
事
業

①
移住のための情報
発信

②
移住のための情報
提供・相談の充実

⑤

③

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

・特になし

○雲南市の魅力を感じてもらえる、特徴のある施策
の展開が必要である。

○雲南市の特色ある情報発信や事業実施を図ってい
く。

○他の自治体とは違う、雲南市の特色を前面に出した
情報発信が必要である。
○効果的なイベントへの参加が必要である。

○定住推進協議会HP、県定住財団HP等を効果的、積極
的に活用していく。
○UIターン希望者が多く参加されるイベントに積極的に参
加していく。

○市内全域の空き家情報を収集し、迅速に的確な情報
を提供できるようにする必要がある。
○定住推進員の継続的な確保が必要である。
○就労の場の確保が必要である。

○空き家調査事業の成果を活かし、移住者の増加につな
げていく。○定住推進員、移住支援コーディネーターによる
活動を充実していく。○子育て世帯をターゲットにUIターン
促進対策や就農支援等の特徴ある定住策を実施してい
く。

④

○前年度に比較し転入者人口は増加し、定住推進員の活動によ
り、実際の移住・定住につながった件数も増加した。
○市外からのふるさと納税者は、ふるさと会を通じた取り組みにより
依然として高い水準で推移した。

・結婚対策事業は、市内事業者との連携のもと着実な成果を上げている。
・ふるさと会事業を通じ、市外からのふるさと納税の拡大に取り組んだこともあり、納税者数はH23年度以降増
加している。

・定住のための空き家確保について、市内全域の調査を実施し空き家登録を行った。　・農地付空き家の制度
を整備し、情報提供した。　・UIターン促進空き家リフォーム事業により、子育て世帯の移住を推進した。　・移
住支援コーディネーターを新たに設置し、定住推進員とともに相談体制を強化した。

・定住相談を積極的に取り組んだことが、移住人口の拡大につながった。

交流の促進

移住のための情報提
供・相談の充実
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

■  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

①
役
割
分
担

●市が保有する行政情報を、効果的な情報媒体を用い、市民に分
かりやすく公開、提供し、情報の共有化に努める。
●市政懇談会などの公聴の機会を設け、市政にできるだけ多くの
市民に参画してもらう環境を整える。

●市政への関心をもち、行政情報の収集に努める。
●市政懇談会などの公聴の機会に積極的に参加する。

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○人口減少、少子高齢化及び核家族化が進行している。
○自治会加入率の低下による情報伝達機会の減少が懸念される。また、市
の組織機構（総合センターの配置など）によっては、今後配布物等のあり方
を検討していく必要がある。
○情報提供や共有等の手段として、各種電子媒体の普及が進む。

○自治会長会の際など、一度に提供する情報が多すぎて伝わりに
くいとの意見がある。
○配布物が多すぎる、との市民の意見が聞かれる。

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

実績

背
景
・
要
因

○公開すべき行政情報は公開するようにしており、他団体と比較し
て同水準であると推察する。
○ケーブルテレビのデータ放送の充実を図っている。また、情報媒
体（CATV・ホームページ・データ放送等）でも他団体と同水準程度
であると考える。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

実績

33･2,085
3･112

33･1,693
1･30

9・1,005
3・222

実績
6・1,056
11・600

行政 実績
提供する行政情
報を充実する。

市が積極的に情報を公開・

提供していると感じる市民の

割合

行政
広聴の機会・方
法を充実する。

広聴会の回数、参加者数

（市政懇談会・まちづくり懇談

会）

回･人
回･人

％ 44.5 48.5 48.740.0

２１年度単位 ２５年度

A）成り行き値は、過去も概ね横ばいで推移しており、このまま推移すると考えた。目標値は、半数の市民が「情報を得やすい」と感じるのが理想
であるが、音声告知放送の一元化による一時的な低下を勘案し、１％ずつ増加するよう設定した。　B-1)成り行き値は、過去のデータがないので
予想しにくいが、現状程度であろうと考えた。目標値は、半数の市民が分かりやすいと感じるようにすべきだと考えた。　B-2)成り行き値は、木次
での音声告知整備により、H２２は一時的に低下し、そのあとは少しずつ伸びるはずだと考えた。目標値は、最終平成２６年度なので、半数の市
民に積極的に公開、提供していると感じてもらうべきであると考え、そのために年次的に平均して伸ばすよう設定した。

50.6 52.6

意図
市政に関する情
報を得る。

成果指標

広聴の充実

目標

％ 実績 40.2 48.0

２２年度 ２６年度

市民アンケートで把握
Ａ）「あなたは雲南市が積極的に情報を公開・提供していると感じますか？」　　Ｂ-1)「あなたは雲南市が公開・提供している情
報がわかりやすいと感じますか？」　Ｂ-2)「あなたは、雲南市が積極的に情報を公開・提供していると感じますか？」

２３年度 ２４年度区分

実績

人

団体

％

％

実績
見込

見込
実績
見込

④

⑤

情報収集の促進

情報提供（広報）の
充実

①

目標

②

③

市民

Ｂ
目標
実績
目標
実績

市が積極的に情報を公開・提供
していると感じる市民の割合

％

実績

市政に関する情報を得やす

いと感じる市民の割合

50.048.044.0 46.0
40.0 44.5 48.5 48.7

50.0 50.0

44.0 45.0

50.0 50.0

42.0 43.0
47.7 47.3 49.4 51.0

40.2 48.0 50.6 52.6

1 11
1 1 1

基本事業名 対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

２５年度

40,548

２３年度

Ｂ
1

Ａ）市政に関する情報を得
る。
Ｂ）行政情報を積極的に公
開、提供する。

雲南市役所

市政に関する情報を得やすいと感じる
市民の割合

成果指標②意図（どのような状態にするのか）

Ａ）市民
Ｂ）行政

Ａ

２４年度

人口Ａ

Ｃ

1

２３年度

41,159

Ｃ

Ｄ

Ａ）市政情報を得やすい状態とは、雲南市が積極的に情報を公開･提供していると感じることができる状態であると考えた。
Ｂ）公開・提供する情報がわかりやすくなければ伝わらないため、わかりやすいかどうか、また、実際に情報を公開・提供して
いるかどうかを把握する必要があると考えた。

3 市民と行政の情報の共有化 関係課

市政に関する情報がわかりやすく
提供されていると感じる市民の割合

41,159
①対象（誰、何を対象としているのか） 区分対象指標

政策名
Ⅰ 市民と行政の協働によるまちづくり
　　 《住民自治》

施策主管課

２６年度２５年度２４年度

施策統括課長

情報政策課

単位

単位 区分 ２１年度

総合
計画
体系

２２年度２１年度

施策名

実績

総務課、自治振興課

２６年度

平成 25

三原　修三

8 29

２２年度

41,91742,428 40,548
40,440 39,949
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
■成果がどちらかと言えば向上した
□成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

■目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

① 情報収集の促進

②
情報提供（広報）の
充実

○全庁的に情報を公開・提供してきたことにより、目標値より高い実績ではないかと推
察される。

④

情報提供（広報）の充
実

○CATVの自主放送を充実していく必要がある。
○CATVの自主放送を充実していくため、雲南夢ネット
と連携し、市民等への情報提供を推進する。

区　分 今後の課題 次年度の方針（案）

⑤

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

・佐世地区の市政懇談会で手話通訳の要望があり、小さな会では手話通訳がなく、また、大きな会になると障がい者は出席しづらいとの意
見があったため、団体と協議しモデル的に取り組み、手話通訳導入箇所についての方向性を検討すること。

○迅速かつ分かりやすい情報を提供していかなけれ
ばならない。
○市民が求めている行政情報を的確に把握する必
要がある。

○迅速かつ分かりやすい情報を提供していく。
○市民が求めている行政情報を的確に把握していく。

○ホームページは、市民の期待に応えられるような
内容にしていく必要がある。
○地域間の情報交換の場を提供する必要がある。

○ホームページに掲載される内容を細目に更新する。
○H２５年度から本格実施される円卓会議を定着させ
る。

施　　　策

基
本
事
業

○市政に関する情報を得やすいと感じる市民は2.0ポイント増加、市
政に関する情報がわかりやすく提供されていると感じる市民は1.6ポ
イント増加、市が積極的に情報を公開・提供していると感じる市民は
0.2ポイント増加した。
○いずれの指標値も50％前後ではあるが、円卓会議の実施等によ
り、成果の向上があっている。

情報収集の促進

⑤

③ 広聴の充実
○市政懇談会やまちづくり懇談会の回数、参加者数
を確保していかなければならない。

○市政懇談会は、手話通訳、筆記、託児所設置など高齢者や
障がい者、女性に出ていただきやすい環境づくりを検討してい
く。まちづくり懇談会を積極的にＰＲし、地域自主組織や自治
会に対し、自主的な開催を要請していく。

④

《3 市民と行政の情報の共有化》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

②

③

背
景
・
要
因

①

基本事業 取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

広聴の充実 ・市政懇談会、それを補うまちづくり懇談会を実施し、市民の広聴機会の定着に繋がっている。

・市民アンケート結果からすると、高齢者が行政情報を得やすい、また、わかりやすいと感じる割合が高かっ
たことから、「市報うんなん」が情報の共有化に効果があったと考えられる。

・円卓会議等の実施により、よりきめ細やかな情報収集（意見交換）を行うことができた。
・出前講座の充実（33講座・298件開催・６，７５３人参加）を図ることができた。

- ２枚目 - 6



作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

■  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

施策統括課長 嘉本　俊一

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価） 8

総合
計画
体系

施策名 4 計画的な土地利用と市街地整備 関係課

政策名
Ⅱ 環境に配慮した安全・快適な生活環境づくり
　　 《定住環境》

政策推進課,国土調査課,業務管理課,
建設事業課,事業管理課,

29

施策主管課 都市建築課

平成

区分
553.4 553.4

25

２２年度２１年度 ２６年度２５年度

２４年度 ２５年度単位 ２６年度区分 ２１年度 ２２年度

単位

成果指標

２４年度２３年度

553.4
553.4 553.4

553.4

都市計画区域内の建築確認申
請件数

市域面積

都市計画街路の整備率

住んでいる地域が便利で住みよい
まちだと感じている市民の割合

47.0 51.4

Ａ

見込

市の中核拠点（ゾーン）が便利で賑わ
いのある街だと感じている市民の割合Ａ

k㎡

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

市内全域

Ｃ

Ｂ

対象指標

２３年度

553.4 553.4

39.3 40.7

57.1 60.1
44.0 45.0

59.3 58.8
41.0 42.0

61.0 62.0

170 170

63.0 63.0

66.0 68.0
53.6 63.5 65.0 65.7

65.0

170 170
169 151 164 208

③

④

⑤

実績
見込

実績

①
都市機能地域の整
備

地域特性を活かした有効か
つ効果的な土地利用を進め
る。

見込

目標
実績

②

都市機能
地域

Ｂ

Ｃ

地域特性を活かした有効かつ効果的な土地利用が進んでいるかどうかは、Ａ）中核拠点ゾーンが便利で賑わいがあると感じ
られるかどうか、Ｂ）便利で住みよいまちだと感じられるかどうか、Ｃ）Ｄ）都市基盤の整備がどのような状態であるか、を把握
する必要があると考えた。

63.8

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

実績

目標
実績

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

％

％

件

実績

目標
実績

市の中核拠点が便利で賑
わいのある街だと感じてい
る市民の割合

Ｄ

Ａ）Ｂ）市民アンケート調査で把握「あなたは、雲南市の中核拠点ゾーンが便利で賑わいのあるまちだと感じますか？」「あな
たの地域は、便利で住みよいまちだと感じますか？」　Ｃ）Ｄ）都市建築課（島根県）で把握

２３年度 ２４年度意図
都市機能地域を
整備する。

成果指標 区分 ２１年度単位 ２２年度

計画的な土地利用・
開発の促進

目標
％

基本事業名 対象

市内全域
計画的な土地利
用・開発を進める。

住んでいる地域が便利で
住みよいまちだと感じてい
る市民の割合

％

％

２６年度

47.0 51.4

２５年度

39.3 40.7

住環境開発地域の
整備

住環境開
発地域

実績
住環境開発地域
を整備する。

必要住宅建設戸数に対す
る実現割合（住宅マスター
プラン）

60.2

％ 実績

69.6 83.8

57.1 60.1

実績

59.3 58.8実績

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

A)市の中核拠点（ゾーン）が便利で賑わいのある街だと感じている市民の割合は、国道54号の拡幅整備、インター周辺整備により、徐々に向上するはずだ
と考えた。特に、平成24年度には、尾道松江線が三次ＪＣＴまで開通するため、この時点での上昇率を高く設定した。　B)住んでいる地域が便利で住みよい
まちだと感じている市民の割合は、平成19年度に63％程度になった実績があるため(現状60％程度で、この指標に対しては、既に高いレベルに達していると
認識）、このレベルを最終年度での目標を設定した。特に、吉田や掛合などに今後力を入れることにより、伸びるはずだと考えた。　C)建築確認申請件数
は、新築だけでなく建て替えなども含む件数であり、現状程度で十分であると考えた。　D)都市計画街路の整備率は、これまでの進捗率と同程度で進んで
いくと考えた。※D)は、当初策定時にR54号拡幅事業による成果を勘案しておらず、H23以降の目標値を修正(H24年6月)。

実績

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●住宅地の環境や商店街の利便性を維持増進するため、住民自ら
が「まち並協定」や「建築協定」を締結するなどして地域環境の形成
と保全に努める。

●基本構想に定める土地利用ビジョン、法令に基づき、適切に規制・誘
導、あるいは指導・調整を行います。
●社会の変化に対応する住まいの在り方等を総合的に捉えて、すべて
の市民が健康で生きがいを持ち、安心して快適に暮らすことのできる住
環境づくりの実現に努める。

背
景
・
要
因

○都市計画道路整備率は、65.7％で県平均70％（見込み値）よりやや低い。
○公営住宅等の整備戸数は、県内８市中５番目の水準にある(①松江、②出雲、③
浜田、④益田、⑤雲南市、…の順）。逆に、人口1000人あたりの整備戸数は、15.8
戸であり、県内８市中３番目（①浜田、②江津、③雲南市、④益田、⑤安来、…の
順）。
○地籍調査の進捗率は、国県平均に比べ高い。（国；50％、県49％、雲南市86％）

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○国道54号拡幅事業や新庄飯田線（第3工区）沿道区画整理型街路事業が
進められている。○下熊谷地区を中心に大型店舗等が進出している。
○地籍調査については、H24年度に未調査地域の調査計画を策定し、概ね
10年間での調査完了に向け取り組んでいくこととした。
○県及び市土地開発公社による住宅団地の分譲が進んでいる。

○地籍調査未実施の大東・三刀屋からは、所有者の高齢化等により、地籍調査
を早急に進めてほしいという要望が出されている。○高齢化により地域での公園
の適切な維持管理ができにくくなったという意見がある。○中心市街地の都市計
画マスタープランを早期に立てるべきとの議会からの意見がある。○市営住宅の
老朽化を改善すべきではないかという意見が入居者や市議会からある。
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
■成果がどちらかと言えば向上した
□成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

■目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

《4 計画的な土地利用と市街地整備》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

背
景
・
要
因

○市の中核拠点が賑わいがあると感じる割合は、国道54号沿線の街路整備に伴い、新たな商
業施設の進出により向上し、目標値を上回ったと推察する。
○新たな住宅団地の整備が完了したことや、民間賃貸住宅の進出も要因と考える。
○都市計画街路事業については計画に基づき進めている。

②

③

取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

区　分 今後の課題 次年度の方針（案）

施　　　策

基
本
事
業

①
都市機能地域の整
備

②
住環境開発地域の
整備

③
計画的な土地利用・
開発の促進

○都市計画区域の乱開発を防ぎ、計画的な土地利用を進
めていく必要がある。
○地籍調査は、所有者の高齢化等により、境界確認が困
難になっていることから、早期に完了しなければならない。

○都市計画マスタープランに基づく効果的な土地利用
を進めていく。
○地籍調査前倒し計画に基づき、未完了の大東・三刀
屋地域の早期完了を目指していく。

⑤

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

・特になし

○効果的な土地利用を進めていかなければならな
い。
○住宅の居住水準を確保していく必要がある。

○都市計画マスタープランに基づく効果的な土地利用
を進めていく。
○公営住宅等長寿命化計画や住宅マスタープランに基
づいた住宅整備を図っていく。

○中核拠点ゾーンの整備を計画どおり完了させる必
要がある。（特に新市庁舎予定地の周辺整備。）
○市の顔となる中心市街地の整備が必要。

○新市庁舎予定地の周辺整備は、庁舎建設と一体的に進め
る。また、(都)新庄飯田線(第３工区)沿道区画整理型街路事業
を計画的に進める。
○都市計画マスタープランに基づき、市の顔となるべく中心市
街地の整備を進める。

○公営住宅の老朽化が著しい。
○公営住宅の規模・設備等が現在の居住水準に
合っていない。
○都市公園施設の老朽化が著しい。

○公営住宅等長寿命化計画や住宅マスタープランに基づいた
居住環境の整備を図っていく。
○都市公園の長寿命化計画に基づき、計画的に整備してい
く。
○都市計画マスタープランに基づき、将来的な都市公園の整
備について検討していく。

④

○金丸団地やそら山団地が整備され供用が開始されている。
○都市計画街路でもある国道54号三刀屋拡幅事業や新庄飯田線沿道区
画整理型街路事業が計画通り進捗している。
○一般住宅の建築に活発化が見られた（建築確認申請件数が増加）。ま
た、住宅改修促進事業などにより、居住水準の向上がみられる。

・地籍調査事業は、各工区を３年で調査しており、Ｈ24年度は大東（刈畑・北村工区）、三刀屋（殿河内工区）
に取り組み、計画どおりの進捗が図られた。また、未調査地域の調査期間を概ね10年間とする計画見直しを
行った。

・公営住宅等長寿命化計画（H24-H33）に基づき、公営住宅ストック改善事業等により、市営団地の修繕等を
進めている。
・金丸団地がH24年4月から分譲開始された。そら山団地は第2期分譲がH25年度から開始される。

・(都)新庄飯田（第3工区）沿道区画整理型街路事業においてはH23年度から着手し、H29年度完了に向け計
画的な事業進捗を図った。
・国道54号拡幅事業や新市庁舎建設に関連する街路整備に着手し、H27年度完了を目指し工事を進める。

計画的な土地利用・開
発の促進

⑤

基本事業

④

都市機能地域の整備①

住環境開発地域の整
備
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●日常生活の中で省エネルギーに努める。
●自然環境や景観に対し関心をもつ。
●一人ひとりができることから始める。そして、一人ひとりの行動を
グループや地域での取り組みに広げる。

●環境や景観に対する市民の規範となる取り組みを率先して行い、
市民・事業者への啓発や市民活動団体の取り組みを支援する。
●公共施設における省エネルギーに努める。（環境基本計画などを
参考に）

実績⑤

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

背
景
・
要
因

○他市と比較できるデータがないため判断できない。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）
○人口減少、少子高齢化等による農業の担い手不足により、今後も遊休農地（荒廃地）の
増加に伴う景観（自然環境）の悪化が懸念される。○社会情勢に起因して省エネ（節約）へ
の関心は高まりつつある。特に、東日本大震災の影響で、全国的に関心が高い。○2020
年にCO2の25％削減（1990年対比）を盛込んだ地球温暖化対策基本法案が閣議決定され
たが、東日本大震災に伴う原発事故により、エネルギー政策の見直しが求められ、変更さ
れる可能性が高い。○県内では、CO2の削減・啓発を目指し、レジ袋の有料化（無料配布
の中止）の取組が進んでいる。

○太陽光発電施設設置補助の拡大（補助額の増額、企業向け、集会所向
け）を求める意見がある。　○再生可能エネルギー（小水力、バイオマス燃
料等）への転換促進を望む意見がある。
○倒壊等により、他者に対し被害を与える恐れのある個人所有の空き家へ
の対策が求められている。

54.2 57.3

実績

79.3 75.9

51.2 51.9

実績
景観を守り、創造す
る活動に取り組む。

市内が美しい景観だと
感じている市民の割合 ％ 77.2

73.0

２６年度

75.3 72.370.3実績

市民
自然環境・景観保全
の意識を高める。

自然環境や景観の保護に向

けて何らかの取り組みをして

いる市民の割合
％

自然環境を守る活動
に取り組む。

実績

％

81.3

k㎡

人

単位 ２２年度 ２５年度

％

２３年度 ２４年度区分 ２１年度

２３年度

見込

見込

目標

実績

90.9
目標

94.0

62.0

実績

目標
実績
目標

実績

自然環境が守られてい
ると感じる市民の割合

Ｄ

市民アンケートで把握Ａ）「あなたは雲南市の自然環境が守られていると感じますか？」　Ｂ-1）「あなたは景観が重要だと思
いますか？」　Ｂ-2）「あなたは雲南市の景観は美しいと感じますか？」　Ｃ）「あなたは自然を守るために何らかの取り組みを
していますか？」

２６年度
見込

実績

94.0

① 自然環境の保全

Ａ）自然環境を守り、創造す
る。
Ｂ）美しい景観を守り、創造
する。
Ｃ）自然環境に対する意識を
高め、自然環境保護活動を
実践する。

市民

Ｂ

Ａ

Ａ）自然環境を守り、創造するためには、自然環境が守られていると感じる状態であることが必要だと考えた。　Ｂ-1）景観を
守り、創造するためには、まず景観の重要性を認識することが必要だと考えた。　Ｂ-2）市内が美しい景観だと感じる市民が
多ければ、美しい景観が守られ、創造されている状態だと判断できると考えた。　Ｃ）自然環境保護の取り組みをしている市民
が多い状態は、意識が高く、実践している状態だと判断できると考えた。

成果指標意図

自然環境保護へ向けて何らかの取
り組みをしている市民の割合

③

景観の保全と創造 市民

保護保全の啓発

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

④

基本事業名 対象

②

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

Ａ）Ｈ２０年以前は６０％に近い水準で推移していることから、成行値を６０％とする。目標値は、引き続き環境・景観保全策を進め、市民の地域ぐ
るみでの自発的な活動を促進することでＨ２６年に７０％とする。 Ｂ）環境・景観保全については、社会的にも重要視されおりＨ２１実績９３．７％と
既に高水準であることから、この水準を維持することを目標とする。 Ｃ）Ｂ）と同様に、既にＨ２１実績が８０％を超える高水準になっているが、今
後さらに取り組みを進め、この水準をＨ２６年に８５％まで上げることを目標とする。Ｄ）Ｈ２１年には低下しているが、過去の実績から成行値を６
０％とする。目標値は、今後も市民の自発的な取り組みを促進することでＨ２６年に過去の最高値程度の６５％まで向上させることとする。

65.0
54.2 57.3 51.2 51.9

63.0 64.0

85.0
81.3 77.2 79.3 75.9

83.082.0 82.0

94.094.0

64.0 66.0 68.0 70.0
93.7

70.3 73.0

41,159 40,548 40,440 39,949

72.3

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

Ａ-1）雲南市の自然環境
（水･大気･動植物･水辺･森
林）　Ａ-2）雲南市の景観（農
村風景･河川･山林風景･歴
史景観･街並み景観）　Ｂ）市
民

対象指標

Ｃ

Ｂ

Ａ

単位

Ｃ

単位
75.3

90.8

実績

91.2

％

２２年度

％

％

２２年度２１年度

市内が美しい景観だと感じてい
る市民の割合

市域面積

人口

成果指標
自然環境が守られていると感じ
る市民の割合

景観の重要性を認識している市
民の割合

区分

２６年度２５年度

安食　恵治

２４年度２３年度

ダム対策課,地域振興課,管財課,産業推進
課,農林振興課,農林土木課,商工観光課,
業務管理課,自治振興課,事業管理課

41,917 41,159 40,548

２１年度

553

42,428実績
553553

２４年度

区分
553 553

553

施策主管課

２５年度

553
553

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

総合
計画
体系

施策名 5 自然環境・景観の保全 関係課

政策名
Ⅱ 環境に配慮した安全・快適な生活環境づくり
　　 《定住環境》 施策統括課長

平成 25 8

市民環境生活課

29
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

■目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

⑤

②

④

・「使い捨てカイロ」を活用した実証実験について、収集方法などは考えているのか。
→具体的にはまだ決まっていない。
・河川浄化に有効性があることが科学的に裏付けされた資料を作り啓発していくこと。

○自然環境や景観の保全に対する市民意識を高揚
していく必要がある。
○自然環境や景観の保全に取り組む市民を増やし
ていく必要がある。

○自然環境や景観の保全に対する市民意識を、レジ袋
の有料化等により高揚していく。
○市民への啓発を行うことにより自然環境や景観の保
全に継続的、かつ自発的に取り組む市民を増やしてい
く。

○地球温暖化対策に取り組んでいく必要がある。

○太陽光発電の設置を促進し、地球温暖化対策に取り組んでいく。○
市民参加型集材による森林バイオマスエネルギーの活用に取り組ん
でいく。○25年度に行う調査（小水力等農村地域資源利活用促進事
業）結果を基に、小水力発電導入の可能性を検討する。○河川浄化に
有効性があるとされる「鉄と炭」の成分を持つ「使い捨てカイロ」を活用
した浄化効果の実証実験を検討する。

③

○自然環境や景観の保全に取り組む市民が増えるよう
啓発していく必要がある。
○市民を巻き込んだCO2削減の取り組みを行う必要が
ある。

①

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

基本事業 取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）
・住宅用太陽光発電機器導入補助事業により、機器導入が２６件増加し、温暖化防止に寄与した。
・学校等に設置している太陽光発電機器及びＬＥＤ照明機器により、温暖化防止に努めるとともに、環境教
育・啓発活動、国内クレジットに寄与した。

自然環境の保全

《5 自然環境・景観の保全》

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

背
景
・
要
因

○自然環境が守られていると感じる市民の割合は、最終年度の目標に到達している。
これは、農地･水保全管理支払交付金事業の取組みなどが効果を発揮しているのでは
ないかと推測される。
○他の指標については、概ね目標値どおりと判断した。

○他の施策と連携し、耕作放棄地の解消や森林の整備な
ど、景観の保全に組織的に取り組んでいく。○雲南市さくら
の会を中心に、雲南市の花「さくら」の保全活動を展開して
いく。○廃屋対策について、雲南市空き家等適正管理条例
（H25年度制定予定）に基づき取り組んでいく。

保護保全の啓発

○耕作放棄地の解消や森林の整備など、景観の保
全に組織的に取り組んでいく必要がある。
○廃屋が増加しており、景観や安全な生活環境に悪
影響を与えている。

自然環境の保全

○学習会などにより、引き続き、自然環境や景観の保
全に取り組む市民が増えるよう啓発していく。
○レジ袋の有料化を実施し、CO2削減に取り組む。

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

区　分 今後の課題

⑤

①

施　　　策

次年度の方針（案）

基
本
事
業

景観の保全と創造

保護保全の啓発

○自然環境が守られていると感じる市民の割合は7割以上、景観の
重要性を認識している市民の割合は9割台、美しい景観と感じる市
民の割合は約8割と既に高い水準にある。
○自然環境保護に何らかの取り組みをしている市民の割合は5割を
超え、半数以上の参加が得られており、施策全体としては高い位置
での横ばい状態と判断した。

景観の保全と創造

④

・「環境衛生の充実」施策で取り組んでいる雲南市の環境美化活動重点期間（6～7月）の雲南市クリーン大作
戦は、自然環境保全の啓発にもつながった。
・レジ袋の有料化に伴い、マイバッグの持参率が、42.6％から86.1％に向上した。

②
・「農業の振興」施策で取り組んでいる農地･水保全管理支払交付金事業は、農村景観の保全にも役立った。
・雲南市の「花」である桜の継続的な維持管理や新たな植栽を行い景観づくりの一翼を担った。

③

- ２枚目 - 10



作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

■  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

背
景
・
要
因

○民間事業者によるインターネットの光通信サービスは、他市ではある程
度普及しつつあるが、市内ではまだ一部の地域でしか整っていない。しか
し、回線容量は劣るものの、ケーブルテレビ網は市内全域を網羅してい
る。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○人口は減少し、少子高齢化が進行するものの、情報通信環境を
活用する能力を持った人は増加していく。
○情報通信環境のサイクルは短く、技術革新は日進月歩で進んで
いる。特に、近年では、光ケーブルによりインターネットが一部の地
域で普及しつつある。

○H23年度に雲南夢ネットは30Mbpsのサービスを開始したが、引き
続きインターネットの高速化を求められている。

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●必要に応じてIT講習会等を積極的に利用することにより、ICTリテ
ラシー（情報活用能力）の向上に努める。

●情報通信環境（ＣＡＴＶ及び告知放送整備、携帯電話不感地域の
解消、インターネット環境など）を整備し、　ICTリテラシー（情報活用
能力）の向上に向け支援する。

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

A)成り行き値は、これまでの伸び率から推測し、設定した。目標値は、今後ますますニーズは増加してくること、様々な取り組みなどの成果が徐々に表れると考え、成り行

き値よりもやや高めに設定した。　B)成り行き値は、民間アパートは今後も増加していくと想定されることから、これまでの減少率と同様の傾向であろうと考えた。目標値

は、民間アパートへの呼びかけなどにより、成り行き値よりも減少率は鈍化するはずであると考え設定した。　C)成り行き値は、H２２年度中に整備中の鉄塔が完成するた

め、その世帯分がH２２年に減少する。何もしなければこのまま変わらないので、その後は一定数とした。目標値は、計画的に整備を進める計画であり、H２３年度以降、整

備を要望する計画のため、その計画に合わせた値に設定した。　D)成り行き値は、これまでの伸び率から推測し、設定した。目標値は、積極的な加入促進等により、成り

行き値よりも高めに設定した。

実績

実績

実績

34.6 37.3

89.7
664

89.9
164

情報通信（技術・手
段）の利活用の推進

市民 実績
情報通信（技術・手
段）を利活用する。

インターネット利
用率

36.9

％
世帯

実績

２６年度

89.8
60

88.8
5

２５年度

36.6％

区分 ２１年度単位 ２２年度

目標
世帯

基本事業名 対象

目標
実績

ケーブルテレビ加入率、
携帯電話不感知世帯数

Ｄ

Ａ）市民アンケートで把握　「あなたは、日頃インターネットを利用していますか？」
Ｂ）Ｄ）一部事務組合で把握　Ｃ）情報政策課で把握

２３年度 ２４年度意図
情報通信（技術・手
段）を確保する。

成果指標

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

実績

目標
実績

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

％

％

世帯

実績
見込

目標
実績

②

地域情報を享
受していない市
民

Ｂ

Ｃ

Ａ）Ｂ）Ｃ）Ｄ）高度情報通信環境を利活用できているかどうかは、インターネットの利用ができること、ケーブルテレビに加入し
ているかどうか、携帯電話の通信が可能かどうか、が判断材料になると考えた。

4,800

③

④

⑤

実績
見込

実績

①
情報通信（技術・手
段）の整備促進

高度情報通信環境を利活用
する。

166 156
664 164 60 5

5,000 5,000
4,600 4,725 4,826 4,773

4,900

90.0 90.0

146 136

90.0 90.0

39.0 40.0
89.7 89.9

38.0 38.0
89.8 88.8

36.6 36.9

40,440 39,949

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

市民

Ｃ

Ｂ

対象指標

２３年度

34.6 37.3

Ａ

見込

インターネット利用率Ａ

人

携帯電話不感地世帯

人口

ケーブルテレビINT加入世帯
（契約数）

ケーブルテレビ加入率

単位

成果指標

２４年度２３年度

41,159
41,917 41,159

40,548

２４年度 ２５年度単位 ２６年度区分 ２１年度 ２２年度

区分
42,428 40,548

25

２２年度２１年度 ２６年度２５年度

政策名
Ⅱ 環境に配慮した安全・快適な生活環境づくり
　　 《定住環境》

29

施策主管課 情報政策課

平成

施策統括課長 三原　修三

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価） 8

総合
計画
体系

施策名 6 地域情報化の推進 関係課

- １枚目 -11



４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
■成果がどちらかと言えば向上した
□成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

■目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

⑤

基本事業

④

情報通信（技術・手段）
の整備促進

①

情報通信（技術・手段）
の利活用の推進

・IT講習会、パソコン相談所を例年どおり実施した。

・雲南夢ネットのデジタル化整備事業では、スタジオ及び調整室のハイビジョン化を行い、高画質な情報提供
を実現した。・データ放送については、国道・河川等の情報カメラによる画像配信を開始した。　・移動通信不
感地解消事業により、三刀屋六重奥山局他６局の携帯電話鉄塔を整備し、不感地エリアは概ね解消した。

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

・特になし

○技術革新の動向を注視しつつ、市民が高度情報
通信環境を利活用できるよう努めていく必要がある。

○技術革新の動向を注視しつつ、市民及び企業が高度
情報通信環境を利活用できるよう基盤整備の方向性を
検討する。また、新たなニーズ（ＳＮＳ等）を含めた技術
向上の支援を行っていく。

○インターネット高速化については、技術革新の動
向を見極めながら、より効果的な基盤整備を検討す
る必要がある。

○インターネット高速化について、基盤整備に向けた検
討を行う。

○より多くの市民が情報通信を利活用できるように
市民ニーズも把握しつつ相談、技術支援をしていく
必要がある。

○IT講習会は、市民の新たなニーズ（ＳＮＳ等）にも対応
できるよう取り組んでいく。

④

○これまでの緊急経済対策等により、携帯電話等エリア整備事業
に積極的に取り組み、また、民間事業者による独自整備も進んだ結
果、携帯電話不感知エリアが概ね解消した。

③

⑤

区　分 今後の課題 次年度の方針（案）

施　　　策

基
本
事
業

①
情報通信（技術・手
段）の整備促進

②
情報通信（技術・手
段）の利活用の推進

《6 地域情報化の推進》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

背
景
・
要
因

○インターネット利用率及びケーブルテレビ加入率は概ね目標に近い数値となってい
る。携帯電話不感地エリア的には概ね解消した。

②

③

取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

■  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

路線

施策名 7 道路網の整備 関係課

30,504
台/日

区分

実績
見込

平成 8

31,548

業務管理課,都市建築課,事業管理課

29

２６年度２５年度２４年度２３年度

２６年度

32,609実績
見込 30,200

２３年度

30,000

2,300･18

1,155・130

2,290･18

30,100 30,000

総合
計画
体系

道路利用者数（一般県道）

市道･一般県道の路線数
2,295･18

2,275・18

建設事業課

藤原　重信

25

２２年度２１年度単位

政策名
Ⅱ 環境に配慮した安全・快適な生活環境づくり
　　 《定住環境》

施策主管課

施策統括課長

①対象（誰、何を対象としているのか）

平成

Ｃ

成果指標

対象指標

3.7

Ｃ

Ｂ

２１年度

2,250･17 2,280･18

２２年度

30,233

単位 区分

1,154･131 1,155･131

2,285･18

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

市内を安全で迅速に移動で
きるようにする。

Ａ

Ｂ

1,158･131

60.1

２４年度 ２５年度

1,151・132

2,276･17

55.5 55.7 55.8 56.1

1,156･131 1,157･131 1,159･131

56.4 56.5
56.6 57.7 58.8

56.0 56.2

57.5

60.0・73.0

56.9・72.5

57.3

59.5･73.5

58.9･74.1 57.1･70.4 55.7･70.8

3.6
3.7

59.3･73.7

基本事業名

3.8 4.0

目標
実績
目標
実績

57.2

④

⑤

生活道路の新設・整
備
道路の補修・維持管
理
道路情報提供の充
実

②

③

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

％

％

％

Ａ

1）生活道路が安全で便利な道路だと感じて
いる市民の割合2）危ない場所があると感じて
いる市民の割合

市道･一般県道の延長

市道改良率（1車線改良を含
む）

②意図（どのような状態にするのか）

Ａ）道路利用者
Ｂ,Ｃ）生活道路（市道・一般
県道）

生活道路

目標
実績

①

対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

km
実績

Ｄ

Ａ,Ｂ）建設部で把握、島根県「道路等の現況調査」　　Ｃ-1,2）市民アンケート調査により把握「あなたは日頃利用している生活
道路が安全で便利な道路だと感じていますか？」「あなたが日常的に利用している生活道路で危ない場所があると感じてい
ますか？」　Ｄ）島根県「道路等の現況調査」市道路台帳（道路現況調書）歩道等設置道路延長／道路実延長

実績

県道改良率（1車線改良を含
む）

目標

見込

59.7･73.3

Ａ,Ｂ）市道、県道改良が進めば、安全で迅速な移動が可能だと考えた。　Ｃ-1,2）安全で便利な生活道路かどうかは、道路利
用者がどのように感じているかも判断材料になると考えた。　Ｄ）歩行者も生活道路利用者であり、歩行者にとっても安全で利
便性が高いことが必要であるため、歩道があるかどうかを成果指標とした。

市道の歩道整備率
4.0

60.1
56.1

単位

％

２２年度

％

Ａ）成行値は、現在十分な予算確保ができず、大きな増加は望めない。目標値は、予算確保に努め、計画的に地域バランスを考慮して市道改良
を進めることで、Ｈ２６年にＨ２０年から１ポイント向上することとする。　Ｂ）成行値は、県においてもＡ）と同様に予算確保が難しい状況である。目
標値は、県に対して引き続き地元と一体となり、強く要望していくことで、今後の向上を図る。　Ｃ-1）道路改良率が向上することで、安全性・利便
性は向上すると考える。よって、成行値及び目標値は、Ｈ２１年実績を基に道路改良率に比例した数値とする。　Ｃ-2）Ｃ-１）とは逆に、改良率が
向上することに合わせ、危ない場所は減少していくと考える。　Ｄ）市道については、基本的に道路改良に併せ歩道を整備しているので、Ｃ）と同
様の考え方で設定する。

3.8

57.0

3.9

２５年度 ２６年度２４年度区分 ２１年度

実績
56.6
55.5

57.7
55.7

58.8
55.8

実績

58.9･74.1生活道路
適正に維持管理
する。

％

２３年度意図

新設・改良する。

成果指標
県道整備率
市道整備率

55.7･70.8 56.9・72.5
生活道路が安全で便利な道路だと感

じている市民の割合・危ない場所が

あると感じている市民の割合
57.1･70.4実績

行政（市、県、国）の役割
●整備事業が円滑に進捗するよう、地元の事業推進体制（用地・補
償の調整など）を整え、協力します。
●生活道路の維持管理について、道路愛護活動への参加に努める
など、地域でできることは地域で主体的に行う。
●異常個所を発見した場合は、道路管理者に通報する。

実績

背
景
・
要
因

○H24年4月現在の一般県道改良率は、雲南市60.1％に対し、松
江市71.1％、出雲市73.1％、安来市61.9％,大田市49.8％、浜田市
54.6％、江津市44.8％、益田市54.6％で、８市の中では比較的高
い。
○市道改良率は、雲南市56.1％で、８市の中では2番目に高い。２
車線改良率は、雲南市13.2％で８市の中では3番目に高い。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○県を挙げての入込客増加対策や、高速道路の開通等により県
道・市道等の更なる利用者数の増加が想定される。

○道路改良に関する陳情・要望が多数ある。（行止まり道路の解
消、視距の確保、道路拡幅など）
○道路維持・修繕に関する要望等が多数ある。（舗装・側溝修繕、
除草・樹木伐採、除雪など）

25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

道路利用者
市内の道路情報
を得てもらう。

サイン計画に基
づく実施数

個所

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割

●整備計画を策定し、計画的な道路整備に努め、住民説明会など
を通じて住民理解を得ながら事業を実施する。
●舗装・側溝修繕、除草・樹木伐採、除雪など、適切な道路維持に
努める。

実績

サイン計画策定後（H25年度以降実施） 
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
■成果がどちらかと言えば向上した
□成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

■目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

⑤

②

基本事業 取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

道路の補修・維持管理

・交通規制情報は、ＣＡＴＶを活用した情報発信などにより、適切に情報提供を行った。
・サイン計画を策定するための現況調査を行った。

○高度経済成長期に建設された多くの構造物は、更新時
期にあり、その対策を計画的に行っていく必要がある。
○橋梁長寿命化修繕計画や道路維持管理計画に基づく事
業実施においては、大規模な事業費を伴うことが課題であ
る。

区　分 今後の課題

③

④

背
景
・
要
因

・公共施設リフレッシュ事業は、道路の除草や側溝管理など、生活道路の維持管理に貢献した。
・H24年度は降雪量が少なく、稼働日数も少なかったが、今後も除雪機械の更新やオペレーターの確保を図りたい。
・H24年度に市道の維持管理計画を策定した。
・橋梁長寿命化修繕計画をH25年度までに策定が完了するよう、橋梁点検等を実施した。

・市道改良事業は、合併時からの継続路線が概ね完了した。
・H25年度以降の計画的な市道改良のため、雲南市道路整備計画を策定した。

道路情報提供の充実

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

施　　　策

基
本
事
業

①
生活道路の新設・整
備

次年度の方針（案）

②

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

○市道整備は、合併時からの継続路線の整備がほぼ完了したことによ
り、道路環境が向上している。
○一般県道は、要望活動を積極的に行った結果、改良率が向上した。
○生活道路が安全で便利な道路だと感じている市民の割合、及び危ない
場所があると感じている市民の割合は、H21年度から多少の増減はある
がほぼ横ばいで推移している。

生活道路の新設・整備①

背
景
・
要
因

○一般県道は、要望活動を積極的に行った結果、改良率が向上し、目標値を上回っ
た。
○市道は、計画どおりに整備し、ほぼ目標値どおりであった。
○生活道路が安全で便利な道路だと感じている市民の割合は目標に達しておらず、引
き続き道路整備に努めていく必要がある。

《7 道路網の整備》

③
道路情報提供の充
実

○道路サイン計画に基づき、国・県との調整を図りつ
つ、効果的な道路サインを設置していく。

○きめ細やかな案内標識を設置すること。

・特になし

○優先度や地域バランスを考慮し、計画的に道路網
を整備していく必要がある。
○生活道路を適正に維持管理していく必要がある。

○雲南市道路整備計画に基づき市道を整備していく。
○道路維持管理計画に基づき生活道路の計画的な維
持管理を図っていく。

○新規路線の整備要望が多く、計画的に実施してい
く必要がある。
○交通安全・局部改良等の要望が多く、対応策が必
要である。

○雲南市道路整備計画に基づき市道を整備していく。
○市道の交通安全対策・局部改良等を進めていく。

○市道の維持管理計画に基づき、計画的に維持･修繕してい
く。
○橋梁長寿命化修繕計画に基づき事業を進めていく。国に対
し財源措置の要望を行っていく。
○県と連携し、万全な除雪体制を目指す。

④

道路の補修・維持管
理

⑤
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

■  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

背
景
・
要
因

○主要地方道の改良率は、雲南市81.9％に対し、松江市88.5％、出雲市
80.4％、大田市95.1％、浜田市85.9％、江津市53.7％、益田市64.2％、安来市
84.1％となっており、他市に比べやや低い水準となっている。○高速道路整備
については、雲南市管内は全線が供用開始された。
　このことから、高速・広域交通網全般でみると、高速道路が整備された雲南
市は、他市比較するとやや高い水準と判断する。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○松江自動車道がH25年3月に全線開通し、尾道自動車道はH26年
度に全線開通を予定している。
○関係団体とともに高速道路及び国道54号等の利活用と活性化対
策に取り組んでいる。

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●整備事業が円滑に進捗するよう、用地買収・補償等への協力に
努める。
●地域に設置した工事委員会、又は期成同盟会により、関係機関
との連絡、調整を行う。

●国・県は、住民理解を得ながら事業を実施していく。
●市は、国・県及び地域との連絡、調整を担い、住民説明会などを
通じて住民理解を得ながら事業実施できるよう努める。

○国道54号や(主)松江木次線等の主要な国・県道について、引き
続き利用者の増加と維持対策を図ることが求められる。

実績

実績

78.0 100.0
高速道路の整備促
進

高速道路
利用者

実績
安全・迅速に高速道
路を利用してもらう。 高速道路整備率 61.0

２６年度

80.2
29.3

81.9
29.3

75.1
17.0

75.4
29.3

２５年度

％

％

実績
県道改良率・国道54
号拡幅事業改良率

安全・迅速に国道・県
道を利用してもらう。

実績

２４年度区分 ２１年度単位 ２２年度

64.0

２３年度

64.0

目標
実績
目標

Ａ）NEXCO西日本、国交省で把握　Ｂ）国交省で把握（事業費ベース）　Ｃ）国交省で把握（供用開始延長）　Ｄ）島根県「道路
等の現況調書」

Ｂ

77.0
Ａ）Ｂ）市外主要都市と雲南市を安全で迅速に移動できるかどうかは、主要都市（広島市や松江市など県庁所在地）までの所
要時間で判断でき、高速道路の整備状況も大きな要素になると考えた。
Ｃ）Ｄ）国道54号の拡幅改良、及び県道（主要地方道）の改良が進めば、市外主要都市との安全で迅速な移動が可能になる
と考えた。

29.3

実績
見込

見込

目標

単位

実績

実績

台/日

台/日

分

Ｄ ％

Ａ

Ｃ

76.0

78.0

２６年度

100.0
78.0 100 100

実績

①
国道・県道の整備促
進

市外主要都市と雲南市を安
全で迅速に移動できるように
する。

国道・県道
利用者

％

％

意図

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

Ａ）尾道松江線は完成年次が示さたことから、国・県に対し必要な予算確保による計画の確実な履行を求め、目標値及び成行値は供用開始に
よる時間短縮を見込んで設定する。　Ｂ）Ａ）と同様に計画の履行を求め、目標値及び成行値は国の示した計画とする。　Ｃ）国・県に対し必要な
予算確保による計画の履行を求め、国の計画による成行値に対し、里方交差点まではH26年度までに完成させることを目標とした。　Ｄ）成行値
は、現状の県の整備状況から予測する。目標値は、県に対して予算拡充による早期整備を強く要望し、松江木次線、安来木次線、出雲三刀屋
線、大東東出雲線の改良進捗率の伸びが期待できることから、毎年０．５ポイントの向上とする。

④

⑤

成果指標基本事業名 対象

県道（主要地方道）の改良率

②

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

③

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

実績

目標

Ａ

実績

主要都市（松江市・広島市）へ
の所要時間

高速道路整備率（三刀屋木次
IC～三次JCT間）

見込

77.5
75.1 75.4 80.2 81.9

76.5

41.5
17.0 29.3 29.3 29.3

29.329.3

100

30･175 30･140 30･140 30・140
61.0

30･180 30･180

30,100･18,000 30,100･18,000 30,000･18,000 30,000･18,000

6,700
30,384･20,024 31,062･21,048 32,082・19,657 30,171・19,909

3,800

30・170 30･140

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

Ａ）高速道路利用者
Ｂ）広域道路利用者

対象指標

Ｃ

Ｂ

２４年度２３年度

業務管理課,都市建築課,事業管理課
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２６年度２５年度

藤原　重信

国道５４号三刀屋拡幅事業の整備率
(三刀屋中前交差点～里方交差点)

高速道路利用者数

主要地方道･国道利用者数

成果指標

区分
5,600 3,400

区分 ２１年度

2,100
２２年度２１年度

２３年度

単位

２２年度 ２４年度 ２５年度

2,800
3,800 6,700

平成 平成 25 8

総合
計画
体系

施策名

建設事業課

25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

8 高速・広域交通網の整備 関係課

政策名
Ⅱ 環境に配慮した安全・快適な生活環境づくり
　　 《定住環境》

施策主管課

施策統括課長
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

■成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
□成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

■目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

・高速道路は、H24年度末に松江自動車道が全線開通し、記念式典及び記念イベントを開催した。併せて道
の駅「たたらば壱番地」がオープンした。
・尾道自動車道の整備促進期成同盟会による要望活動を行った。

・国道54号三刀屋拡幅事業については、第3工区のH27年度完了を目指し、H24年度に工事着手した。
・主要地方道については、事業促進に向け県、地元との調整を行った。

基本事業

国道・県道の整備促進①

④

③

基
本
事
業

高速道路の整備促
進

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

高速道路の整備促進

区　分 今後の課題

○整備計画が着実に実施されていくこと。

○高速道路の全線開通に向けて、期成同盟会による要望
活動を続けていく。
○産業集積拠点形成アクションプランに基づく企業団地の
造成に併せ、スマートインターが設置されるよう調整、要望
を行っていく。

④

・特になし

○早期完成には、国、県等関係機関へ引き続き要
望していく必要がある。
○事業実施にあたっては、関係機関と連携し、地元
住民の理解と協力を得る必要がある。

○国、県等関係機関に働きかけ、早期完成に向け、積
極的に取り組んでいく。

○国道54号拡幅事業の推進にあたっては、国･県・市が
連携を図るとともに、地元の協力と理解を得ることが必
要である。○主要地方道の整備にあっては、地元の推
進体制を強化する必要がある。○国道54号の機能維
持を求めていく必要がある。

○主要地方道の整備促進のため、地元へ積極的に説明
会を実施し、理解を得ながら事業を推進していく。○国道
54号拡幅事業に合わせて周辺道路網を整備していく。○
国道54号の機能維持を求めていく。

③

背
景
・
要
因

○国・県に対して事業計画の確実な履行を要望してきたことにより、事業進捗は目標を達成し
ている。
○期成同盟会においても、国・県に確実な事業実施を求めてきたことが成果につながってい
る。

次年度の方針（案）

施　　　策

⑤

⑤

①
国道・県道の整備促
進

②

《8 高速・広域交通網の整備》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

○高速道路は、松江自動車道が全線開通し、通行者の利便性向上
に大きな成果があがった。
○国道54号拡幅事業は、第3期工事が計画的に進められている。
○主要地方道は、着手されている工区が着実に事業進捗している。

②
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

■  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

施策統括課長

２５年度

施策名 9 公共交通ネットワークの整備 関係課

政策名
Ⅱ 環境に配慮した安全・快適な生活環境づくり
　　 《定住環境》

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

単位 区分 ２１年度

対象指標

人
実績

総合
計画
体系

25

２２年度２１年度

地域振興課

8

施策主管課

29

２６年度２５年度２４年度

長寿障がい福祉課,教育総務課,自治
振興課

平成

720,000720,000 720,000

加津山　幸登

２３年度

720,000
632,466 602,938

見込
649,298

区分単位
677,339

Ａ）公共交通機関で安全で便利な移動ができれば、市民満足度は向上するはずだと考えた。
Ｂ）Ｃ）Ｄ）公共交通機関で安全で便利な移動ができれば、公共交通機関の利用者は増加するはずだと考えた。

90,000
90,927

824 779
90,000

公共交通ネットワークに満足し
ている市民の割合

Ａ 公共交通機関利用者数

Ａ

Ｃ

Ｂ

成果指標

804

実績
見込

見込

基本事業名 対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

公共交通機関を使って
日常生活で安全・便利に移
動ができるようにする。

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

公共交通機関利用者

２６年度

35.5 39.8 37.5 37.9
２２年度 ２３年度 ２４年度

40.0

280,000 280,000280,000 280,000

40.038.0 40.0
262,930 258,819

90,000 90,000
92,079

246,994 227,676

89,194 89,719

③

Ｂ
目標
実績
目標

民間路線バス利用者数 人Ｃ

市民バス利用者数（だんだんﾀｸ
ｼｰ含む）

実績

実績

④

⑤

交通体系の充実・強
化
多様な交通サービス
の提供

①

人

②

950 950 950 950

％

人

実績

目標

891

千円
人

実績
29,897

89,194･891
29,985

89,719･824

２２年度

A)公共交通ネットワークに満足している市民の割合は、過去の実績値も勘案し、現状から向上を図り40%の水準に達することを目指す。　B)市民
バス利用者は、H21年度は新型インフルエンザの影響での大きな減少が見られるが、成行値は、H20年度以前と同様の減少傾向になると予測
する。目標値は市民バスの利用促進策により減少に歯止めをかけ現状維持とする。　C)民間路線バス利用者数は、近年かなり減少してきてお
り、成行値は現状値で下げ止まると予測する。また、民間バスの利用促進策は難しいことから、目標値は成行値と同値とする。　D)JR木次線の
平均乗車数は近年の減少傾向であり、成行値も減少傾向とする。目標値は市民バスとJR木次線のダイヤ調整などにより、JRの利便性も確保し
ていき現状値の維持とする。

実績

２６年度

Ｄ JR木次線の１日平均乗車人員

Ａ）市民アンケート調査で把握「あなたは、雲南市の公共交通機関（バス・ＪＲ）に満足していますか？」　Ｂ）Ｃ）Ｄ）地域振興課
で把握

２３年度 ２４年度区分 ２１年度

目標

単位 ２５年度

28,767
92,079・804

27,347
90,927・779

公共交通機
関利用者

意図
利便性の高い公共交通機関

を利用できるようにする。

成果指標
市民バス使用料収入、民間

路線バス利用者、ＪＲ木次線

の１日平均乗車人員

公共交通機
関利用者

実績
多様な交通サー
ビスを受ける。

公共交通機関を便利だと感

じる市民の割合 ％ 34.7

実績

27.4 33.7 30.3

実績

実績

背
景
・
要
因

○デマンド型運行を先駆的に導入しており、また、過疎地有償運送を実施
している自治体は、県内では少数である。
こうしたことから、利用者ニーズに合った運行形態の導入に取り組んでお
り、他の自治体に比べると比較的水準が高いと判断した。
○市民バス再編計画を順次実行し、より利用者ニーズにあった運行形態
を取り入れつつある。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○高齢化の進展や自動車運転免許自主返納などにより公共交通への依存度はより
進むと予測される。○学校の統廃合により、スクールバスの路線数増加が予測され
る。 ○国の事業者への補助金制度の見直しにより、路線存続のためには市の更な
る支援が必要となることが予測される。○高速バス路線変更に伴い、競合路線が無
くなったことから、市民バスの料金体系の見直しを検討する。　○公共交通再編計
画に基づき、順次実行に移していく必要がある。

○議会から市民バスの乗車率の向上、利用料金の見直し、再編計
画の早期実行など、効率的な運行を求められている。○バス車両
のバリアフリー化（低床化、電光掲示板、車内放送など）が求められ
ている。○デマンド型運行の拡大を求められている。

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●公共交通を積極的に利用する。
●乗車時のマナー向上に努める。
●駅舎及びバス停等の美化に努める。
●事業者は、公共交通サービスの向上に努める。

●高齢者、障がい者や児童、生徒等の交通手段を確保する。
●公共交通機関同士の接続に配慮したＪＲや市民バスのダイヤ改
正及び路線やルートの見直しを行い、利便性の向上を図る。
●運行形態の検討・見直しにより、効率的な運行を図る。
●ノーマイカーデーの実施など、利用促進を図る。

- １枚目 -17



４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

■目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

○市内すべての公共交通利用者数（市民バス、民間バス、JR含む）は、
年々減少傾向にあり、見込み数値より約11万人下回る状況である。
○市民バス利用者数、市民バス使用料収入とも減少していることから、ス
クール利用のみならず、一般利用者も減少していると考えられる。
○児童・生徒数の減少に伴い、公共交通利用者数（市民バス、民間バ
ス、JR含む）は下がったものの、満足度はほぼ横ばいとなった。

取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

○多様な利用ニーズに合った運行形態（デマンド型運行）にしていく。
○スクール混乗型と専用型について、利便性、経費負担等の総合的
見地から検討を進める。
○高齢者や障がい者にも乗降しやすいように手すりの設置や段差の
少ない車両及び車イス対応など、車両の更新時に配慮していく。

交通体系の充実・強
化

次年度の方針（案）

① 交通体系の充実・強化

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

⑤

・高齢者・福祉利用者に対して、タクシー利用の市民バス優待回数券の補助制度及び75歳以上の免許返納者に対して無
料交付制度を設けた。今後、制度の検証を行う。
・老朽化に伴い市民バスを１台更新した。今後も年次的に更新及び車両の小型化への見直しが必要である。

背
景
・
要
因

○民間路線バス利用者数のみ目標値を上回り、その他公共交通市民満足度、市民バス利用
者数、JR木次線の1日平均乗車人員いずれも下回った。
○要因は、運行本数、バス停までの距離、乗り換えの難しさ、料金体系などが考えられる。
○とくに掛合地域において市民満足度が3割を切ったが、広域バス吉田大東線を利用する際
の料金体系に起因する要素があると考えられる。

・市民バス再編計画に基づき、ダイヤ改正（Ｈ２５～）や新たに2地区（海潮・鍋山地区）でデマンドバスの運行を開始した。

④

《9 公共交通ネットワークの整備》

・特になし

基本事業

②

③

○市民バス再編計画の実施にあたっては、利用者にわかりや
すい情報提供を行っていく。
○ＪＲ等と連携し公共交通ネットワークの利便性を高め、利用
促進を図っていく。
○料金体系をＨ25年度中に見直し、Ｈ26年度から改正する。

施　　　策

②

①

○利用者数の減少や利用者ニーズの変化に応じた
持続可能な公共交通体系を維持していく必要があ
る。

多様な交通サービス
の提供

○少子高齢化により、市民バスの多様な利用ニーズに対
応する必要がある。（バス停までの移動が困難、免許返納
者の増加、学校統廃合など）
○市民利用とスクール利用には利用ニーズに違いがある
ため、調整が必要である。

今後の課題

多様な交通サービスの
提供

○市民バス再編計画に盛り込んだスケジュールに
沿った、事業展開が必要である。
○料金体系の見直しが必要である。

○市民バス再編計画に基づき、利用者数の減少や利
用者ニーズの変化に応じた持続可能な公共交通体系
を維持していく。

区　分

④

基
本
事
業

⑤

③
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

■  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

①
役
割
分
担

●水道未普及地区における上水道整備の必要性を認識し、加入接
続する。

●水道事業総合整備計画に基づき、計画的に整備する。
●経営の効率化と経費縮減に取り組み、水道事業費用の低減に努
める。

背
景
・
要
因

○水道普及率は、H22年度で全国97.5％、県96.7％に対し、雲南市（H24）
94.9％と、やや低くなっている。　市内では、大東町の普及率が90％に達して
いない。
○直近の有収率は、上水道の全国平均（H21）90.1％、県平均（H22）88.9％、
雲南市（H24）91.3％となり向上した。一方、簡易水道では全国平均（H21）
79.7％、県平均（H22）79.3％、雲南市（H24）82.9％となり前年度に比べ改善し
た。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○人口の減少と少子高齢化、市民の節水意識の高まりとともに、有収水量
が減少し、収益が減少している。○厚生労働省では、Ｈ28年度に簡易水道
会計を上水道会計に一本化する方向性が出されており、それに対応できる
よう準備を進めている。○水道施設等の老朽化に伴い、施設更新による減
価償却費の増加や簡易水道の統合による新たな減価償却費の発生が見込
まれる。

○市民からは、安心、安全、安定した水の供給を求められている。

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

実績

実績

89.5・76.6
86.9

91.3・82.9
89.7

98.8･98.9
99.3

99.0・99.0
100.7

91.3・71.9
87.1

98.7･98.7
101.4

98.9･98.4
106.5

90.5・71.6
86.6

94.9

２５年度

Ａ）水道普及率は、吉田（Ｈ２１年度８９％）と大東（Ｈ２１年度８５．６％）でやや低いものの他の地域では、９割を超えており、
大東は今後整備予定であることから、成行値は現在の計画どおりに進めていった場合の普及率とした。
　　目標値も、同様に、計画どおりに進めていくこととし、成行値と同様とした。
Ｂ）地域によって異なるが、これまで少しずつ伸びてきており、今後も適正かつ計画的な維持管理に努めることにより、過去と
同程度の上昇を予測し、現状の維持管理を継続していくことにより、成行値と同じＨ２６年度 ９１％に設定した。

実績

２１年度単位

給水区域
内の人

実績％
安全・安心で安定した
水道の供給を受ける。

有収率（上水道･簡
易水道･全体）

水道事業経
営

健全に運営す
る。

収納率(上水道･簡易水
道/現年分)・経常収支
比率

％

％ 実績 93.5

Ａ）水道普及率が上がれば、水道を給水できる市民が増えると考えた。（対象のカバー率）
Ｂ）有収率が上がれば、安定した水の供給につながると考えた。（H20現在；90.4％）

Ａ）Ｂ）「水道統計」で把握（水道局）

２３年度 ２４年度

93.6
給水区域
外の人

意図
水道の供給を受
ける。

成果指標

水道の普及率

区分 ２２年度 ２６年度

94.2

％
目標

目標

実績

実績

目標
実績
目標

④

有収率（上水道） ％

⑤

水道施設の整備促
進
水道施設の適正な
維持管理

①

②

③ 水道経営の安定化

実績
91.0

93.8
90.5 91.3 89.5 91.3

93.9 94.0

２４年度 ２５年度

93.5 93.6 94.2 94.9

90.7 90.8 90.9

94.1

40,440

区分

基本事業名 対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

①対象（誰、何を対象としているのか）

安全・安心で安定した水道
の供給を受けることができる
ようにする。

②意図（どのような状態にするのか）

市民

Ａ

Ｃ

Ｄ

Ｂ

Ｂ

実績

人口

水道普及率

成果指標

Ａ

Ｃ

40,548

市民環境生活課,水道局総務課,営業
課

２６年度２５年度２４年度２３年度

２２年度

41,917 41,159

単位 区分 ２１年度

見込
実績
見込

見込

人

対象指標

工務課

施策統括課長 岸野　俊一

単位 ２２年度２１年度

関係課

平成 825 29

２６年度

42,428 40,548
41,159

２３年度

39,949
実績

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

政策名
Ⅱ 環境に配慮した安全・快適な生活環境づくり
　　 《定住環境》

施策主管課

総合
計画
体系

施策名 10 上水道の整備
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
■成果がどちらかと言えば向上した
□成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

■目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

・特になし

○水道未普及地域がある。
○計画的な水道施設の更新が必要である。
○健全経営を図る必要がある。

○水道未普及地域の解消に取り組んでいく。
○計画的な更新と適正な維持管理に努める。
○水道経営を健全に運営していく。

○未普及地域がまだある。

○未普及地域を解消していくため、海潮地区の整備に
引き続き取り組み、久野地区については整備に向けた
調査を開始する。

○水道施設は計画的な更新が必要である。
○国の方針により、H28年度に簡易水道を上水道に
経営統合することになっている。

○引き続き計画的な更新と適正な維持管理に努める。
○H28年度の上水道と簡易水道の経営統合に向け、資
産台帳の整備を引き続き進める。

④

施　　　策

基
本
事
業

①
水道施設の整備促
進

②
水道施設の適正な
維持管理

⑤

③ 水道経営の安定化

○人口減少や節水意識の高まりとともに、今後水需要
の増加が見込めない。
○一方では、安定した給水を維持するために、施設の
更新は欠かせない。
○施設の減価償却費等の増加も見込まれる。

○水道経営の安定化のため施設・設備の統廃合や効
率的な事務の執行による経費の縮減を検討する。

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

②

③

背
景
・
要
因

○有収率は、目標を達成したが引き続き漏水対策と老朽管の計画的な更新による有収
率の向上に取り組んでいく。

水道施設の整備促進

○水道普及率は、ほぼ変わらない。
○有収率は、上水道で0.8％向上、簡易水道で掛合簡易水道の漏
水対策を重点的に取り組んだことにより6.3％向上した。また、上水
道と簡易水道を合わせた全体の有収率は89.7％となり、2.8％向上
した。

・滞納管理システムの効果的な活用により、事務の効率化及び収納率の向上に努めた。
・水道事業に関する審議会から答申を受け、料金改定に係る方針を協議し、H25年度は料金改定を行わず、
H26年度以降についての負担の在り方を更に検討することとした。

・老朽化した設備の計画的な更新等により適正な維持管理を図った。また、他事業に関連する支障移転工事
においても老朽管の更新が図られた。
・掛合簡易水道の漏水調査を実施し、漏水箇所の計画的な改善に向け取り組んでいる。

・海潮地区簡易水道整備事業では、H23年度から事業に着手し、H28年度の完了を目指す。

水道経営の安定化

④

《10 上水道の整備》

水道施設の適正な維持
管理

区　分 今後の課題 次年度の方針（案）

⑤

基本事業 取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

①
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

■  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

須田　弘

２６年度

施策名 11 下水道の整備 関係課

政策名
Ⅱ 環境に配慮した安全・快適な生活環境づくり
　　 《定住環境》

施策主管課

施策統括課長総合
計画
体系

25

市民環境生活課,工務課,営業課,水道
局総務課

平成 29

下水道課

区分

8

２４年度 ２５年度

42,428 40,548

２２年度

41,917
２２年度単位

単位 区分 ２１年度

２１年度

人

２６年度２５年度２４年度２３年度

39,949

88.1

41,159
40,548

意図
下水道に接続す
る。

Ｂ

成果指標

Ｂ

下水道接続率

Ｃ

Ｄ

Ａ）Ｂ）下水道の整備が進めば、衛生的な生活環境につながると考えた。

基本事業名 対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

市民

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

衛生的な生活環境の中で暮
らすことができる。

対象指標

人口

Ｃ

Ａ
41,159 40,440

下水道接続率

２３年度

75.5 77.0
Ａ

84.3 86.3

72.9 75.3 76.8 76.7

87.3
78.5 80.0

88.3 89.386.2 87.2

⑤

下水道接続の促進

下水道経営の安定
化

下水道施設の維持
管理

①

②

③ 下水道整備の推進

④

下水道整備率
目標
実績

実績

実績
目標

実績
見込
実績
見込

目標

％

76.8 76.7

％

実績
見込

目標
実績

２２年度成果指標

緊急対応出動回
数

A)下水道接続率は、現在の整備状況と今後の計画、これまでの接続状況を勘案し、成行値は年１ポイントずつ伸びると予測
した。
　 目標値は、啓発活動の強化により、成行値以上の成果を目指すこととし、年1.5ポイントずつ伸ばすこととした。
B)下水道整備率は、成行値、目標値ともに下水道整備計画に基づき整備していくこととし、その計画量から算出した数値とし
た。

２６年度

下水道整備済内
の未接続の人 75.3

２５年度

Ａ）下水道課で把握
Ｂ）下水道課で把握

２３年度 ２４年度区分 ２１年度単位

84.3

下水道整備
済地区の人

実績
安心安全に下水
道を利用でき
る。

％ 実績 72.9

回

86.3
下水道未整
備地区の人

下水道に接続で
きるようにする。

下水道整備率 ％

228

99.0
154.3

99.2
169.6

99.3
197.0

227 304218

実績
98.9
142.2

87.3実績

下水道事業
経営

健全に運営す
る。

料金収納率（現年）・
経常収支比率 ％

88.1

背
景
・
要
因

○整備（普及）率は、県平均74.0％（松江市97.1％、浜田市
41.8％、出雲市78.1％、益田市33.1％、大田市33.3％、安来市
83.2％、江津市37.9％）、雲南市87.3％であり高い水準である。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

○人口減少によっては使用料収入が減少する。
○施設の老朽化等により維持管理経費が嵩む傾向にある。
○国では、下水道会計の企業会計への移行を指導する方向にあ
る。

○下水道審議会からは、生活排水処理事業特別会計の健全経営
について懸念する意見が出されている。

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●下水道整備の必要性を認識し、加入接続する。
●下水道を整備する。
●住民や地域に対する情報発信、啓発活動を行う。

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

実績
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
□成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
■成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

■目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

④

下水道施設の維持管
理

下水道整備の推進

今後の課題 次年度の方針（案）

下水道経営の安定化

⑤

②

区　分

取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）基本事業

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

背
景
・
要
因

○整備率は、H23年度までに面的整備がほぼ完了したことと、合併処理浄化槽の整備
も進んだことにより目標値通りの成果となった。

①

・特になし

○接続率の向上を図る必要がある。
○施設の老朽化が進んでいる。
○下水道の整備は定住化の必須条件になってい
る。
○健全経営に努めていく必要がある。

○接続率の向上を図っていく。
○計画的に施設を更新していく。
○計画的に下水道整備を進めるとともに、下水道に対
する理解を深めていく。
○下水道経営の安定化に努める。

○接続率を向上させる必要がある。 ○接続率の向上に向けた普及・啓発に努める。

施　　　策

基
本
事
業

下水道経営の安定
化

⑤

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

○面的整備はH23年度で、ほぼ完了したが、接続率は人口減少に
伴い前年度をわずかではあるが下回った。

○木次浄化センター４池目の実施設計を行う。
○大東浄化センター２池目の整備を完了する。
○集合処理区域外では、合併処理浄化槽の整備促進
を図る。

《11 下水道の整備》

下水道接続の促進

・滞納管理システムの効果的な活用により、事務の効率化及び収納率の向上に努めた。
・汚泥の運搬処理単価の更なる見直しにより、経費の縮減に努めた。

・浄化槽施設整備事業では、48基の整備を行った。
・集合処理区域の面的整備はほぼ完了した。

③

・大東特環公共下水道の整備がほぼ完了したことにより、大東町の接続率向上につながったが、全市的に見
ると人口減少によって接続率はほぼ横ばいとなった。

・農業集落排水施設の修繕計画を策定するために、7施設の機能診断業務を行った。
・加茂特環公共下水道は、長寿命化計画を策定し、H25年度からは計画的に維持、更新を図っていく。
・施設等の修繕や緊急対応に迅速に取り組んだ。

○下水道事業の更なる健全運営（公営企業会計化）に
向けて、下水道施設の固定資産の把握に努める。

① 下水道接続の促進

②
下水道施設の維持
管理

○施設の老朽化が進んでいる。

○農業集落排水施設について、最適整備構想に基づき
施設の改築・修繕を行っていく。
○加茂特環公共下水道について、長寿命化計画に基
づき施設の改築・修繕を行っていく。

④
○今後、維持管理費の増加が見込まれる中、下水
道事業の更なる健全運営が必要となる。

③ 下水道整備の推進

○木次三刀屋浄化センターは、MICS事業と連携し
整備を行う必要がある。
○市立病院改築に伴う汚水量増加への対応が必要
である。
○合併処理浄化槽を普及する必要がある。
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

■  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

Ａ

9,438

①対象（誰、何を対象としているのか） 対象指標 ２１年度単位 区分

人
実績

見込

10,2439,033

２３年度

41,159 40,548

41,159

41,917

安食　恵治施策統括課長総合
計画
体系

施策名

政策名

２５年度２４年度

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

12 環境衛生の充実 関係課

Ⅱ 環境に配慮した安全・快適な生活環境づくり
　　 《定住環境》

施策主管課

29825

市民環境生活課

平成

9,233

40,440

下水道課,自治振興課,事業管理課

２２年度 ２６年度

実績

7,020

9,141

39,949

11,359(見込)

40,548

9,326

２３年度

8,556 7,672 6,394(見込)

53

２２年度

580

7,337

657

人口

２１年度

42,428

し尿処理量

実績

742(見込)589

9,420

571
２４年度

6,6227,723

570 560

２６年度２５年度

590

6,970

28
55.0 55.0

2527
32

54.0
53.1 53.9 55.1 52.6(見込)

54.0

意図 単位

Ａ-1）市民1人当りのごみ排出量が減れば、ゴミの減量化につながると考えた。　Ａ-2）ごみの再資源化は、再資源化量、再資
源化率で判断できると考えた。
Ｂ）不法投棄は、ごみが適正に処理されていない状態であると考えた。

A)既に住民意識は高く高水準であるが、今後も３Ｒを推進していき排出量抑制を図ることにより、毎年度10ｇ減少させていくこ
とを目標とする。
B)成行値は同程度での推移を予測する。目標値は古紙や古着回収を拡充させることなどにより、増加させることを目指す。
C)今後ごみ分別などの規制が強化される見込みであり、成行値は増加していくことを予測する。目標値は監視の強化などに
引き続き取り組むことで、毎年減少させることを目指す。

２５年度

目標
実績

29 28
不法投棄の通報件数

成果指標

ごみの排出量

市民１人あたりのごみ排出量

Ｂ

Ｃ

ごみの資源化率

Ｄ

Ａ

Ｃ

Ｂ
見込

実績

見込

目標

区分

ｔ

単位

基本事業名 対象

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

目
　
的

Ａ）ごみの減量と再資源化を
行う。
Ｂ）適正に処理する。

②意図（どのような状態にするのか）

Ａ）市民
Ｂ）廃棄物（ごみ）
Ｃ）廃棄物（し尿）

資源化量・資源
化率

市民

適正に処理す
る。

市民
ゴミのリサイクル
を進める。

し尿

ゴミを減量する。
ゴミの減量と適正処
理の推進
ゴミのリサイクルの
推進

①

し尿の適正処理③

②

④

実績

実績
ｇ/日

％
目標

件
33

２４年度

ｔ

成果指標 ２６年度

Ａ）一部事務組合と市民環境生活課（北部の古紙･古着）で把握
Ｂ）市民環境生活課で把握（実績値については、島根県環境生活部廃棄物対策課が公表する「一般廃棄物処理の現況」を参
照）

ｇ/日 実績 589 571 657 742(見込)

区分 ２１年度 ２２年度

目標

２３年度

ｔ
％

処理能力

市民１人あたり
のゴミ排出量

kl/日 実績

5,012
53.1

実績
4,866
53.9

90 90

5,649
55.1

5,671(見込)

52.6(見込)

9090

実績

実績

背
景
・
要
因

○市民１人あたりのごみ排出量(23年度実績)は、県平均（944ｇ）に比べか
なり少ない（美郷町540ｇ、邑南町559ｇ、吉賀町638ｇに次ぎ県内4位）。
○ごみ資源化率(23年度実績)は、県平均（26.3％）の中で、雲南市は群を
抜いている（1位雲南市55.1％、2位美郷町42.4％、3位邑南町42.2％）。こ
れはＲＤＦ方式で固形燃料として再資源化していることが大きく起因してい
る。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○人口減少、高齢化によりごみ排出量も減少することが予測される一方で、空き家
の解体等に伴う廃棄物の持込処理が増えている。○県内ではレジ袋の有料化（無
料配布中止）の取り組みが進められている。○下水道整備が進み、普及率が向上し
てきたことに伴い、し尿処理量は減少している。○現在吉田町・掛合町で発生した可
燃ごみの処理委託を行っている出雲エネルギーセンターについて、平成33年度を
もって処理委託を解消することとなった。

○自治会等から、ごみ集積施設設置の補助制度や古着の回収頻
度を増やすことを求める意見があった。
○消費者問題研究会及び市議会からマイバック運動を推進するよ
う求められている。

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●３Ｒ(リデュース・リユース・リサイクル）の推進やマイバック運動等
により、ごみ排出量の削減やごみの分別に努める。

●３Rを啓発・推進し、古紙・古着回収などによる再資源化を図る。
●将来を見越した適切な整備計画に基づいて廃棄物処理施設・し
尿汚泥処理施設の整備を行い、施設の効率的利用を推進する。
●ごみの収集日程等の見直しを行い、適切な回収に努める。

⑤
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

■目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

○古紙・古着等の回収体制の整備を検討していく。
○割り箸については、地域の関係団体との連携による回収方
法（回収の有無も含め）の具体的な検討を行っていく。
○制度等の周知を徹底していく。

③

④

し尿の適正処理
○引き続き、し尿を適正に処理していく。
○施設整備を行うことにより、下水道や浄化槽から発生
する汚泥を含めた一体的な汚泥処理を図っていく。

⑤

今後の課題

ごみ排出等に関する各実績は現時点で確定しないことから、独自推計した見込値で比較する
ことを前提とする（以下同じ）。
○ごみの排出量は18年度から22年度にかけ、年当たり2.6～4.7％の減少傾向にあったが、23
年度から増加傾向に転じている。要因として23年度評価から集計方法の一部を見直したこと
に加え、火災廃材や空き家解体に伴う廃棄物の持ち込み量が増加したことにある。○ごみの
資源化率は、24年度（見込値）では若干の低下はあるもののほぼ同水準で推移している。
○不法投棄通報件数は、前年度に比べ4件減少した。防止看板の設置や地域住民による撤
去ボランティア等が広がり、地域住民の監視意識の高揚の現われと考えられる。

ゴミの減量と適正処理
の推進

次年度の方針（案）

・雲南広域連合でし尿処理を適正に行っている。　・下水道の整備の進展や接続促進活動により下水道接続
率が向上し、し尿処理量は減少した。　・し尿処理施設の老朽化に対応するため、雲南広域連合を事業主体と
する汚泥共同処理施設の整備計画を策定した。

・リサイクル推進事業により、古紙・古着等の回収が継続的に行われている。
・雲南ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ管内の古着の回収回数を年6回から毎月１回に変更したことにより、利便性の向上が図られ
た。

区　分

《12 環境衛生の充実》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

③

⑤

④

ゴミのリサイクルの推進

し尿の適正処理

②

①
ゴミの減量と適正処
理の推進

ゴミのリサイクルの
推進

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

・特になし

○引き続き、ゴミの減量化、再資源化、適正処理に
努めていく必要がある。

○引き続き、ゴミの減量化、再資源化、適正処理に努め
ていく。

○引き続き、ゴミの減量化に努める必要がある。○不法投棄の防
止に努める必要がある。○雲南エネルギーセンター等の処理施設
について、今後大規模な修繕または更新が必要となってくる。○処
理業務を委託している出雲エネルギーセンターに代わる処理施設
の整備を検討する必要がある。

○24年度からレジ袋の有料化がスタートしたことを機に、ゴミ
の減量化への啓発活動を継続的に行っていく｡
○不法投棄を防止するため、パトロールを強化していく。
○雲南市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画に沿い、事業を実
施していく。

施　　　策

○施設整備を含め、し尿を適正に処理していく必要
がある。

基
本
事
業

○古紙・古着・割り箸の回収について、より取り組み
やすい体制を整える必要がある。

・24年９月から市内７事業所１０店舗でレジ袋の有料化をスタートさせたことにより、マイバック持参率が有料化前の
42.6％（8月末日調査。10店舗平均）から86.1％（10月1日調査。同）に倍増した。
・固形燃料（ＲＤＦ）の品質向上のため、可燃ゴミの分別方法啓発の取組を事務組合により積極的に行った。

背
景
・
要
因

①

取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）基本事業

②

○市民１人あたりのごみ排出量が大きく増加し、ごみの資源化率は若干低下している。両成果
指標とも見込値による評価であるが、持込量の増加に起因した成果の低下がある。
○不法投棄通報件数は、目標どおりの成果となった。
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

■  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

２１年度 ２５年度２２年度

41,917
41,159 40,548

42,428
39,949

平成

齊藤　雅孝

施策主管課

施策統括課長

40,548

825 29

２５年度

41,159

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

総合
計画
体系

２２年度

人

単位 区分

13 消防・防災対策の推進

Ⅱ 環境に配慮した安全・快適な生活環境づくり
　　 《定住環境》

危機管理室

２１年度対象指標

Ｃ
1)急傾斜地対策実施率
2)地域自主組織における自主防災組織の組
織率

災害による年間人的被害者数

ダム対策課,健康福祉総務課、農林土
木課,建設事業課,都市建築課,自治振
興課,事業管理課

Ｄ
1)災害に対する家庭内での備えが出来ている
世帯の割合　2)一般住宅の耐震化率

２６年度

施策名

政策名

年間火災発生件数・被害額（暦
年）

Ａ

関係課

見込

Ｂ

成果指標

Ｂ

Ｃ

Ａ
実績

人口

区分

40,440

２３年度

見込
実績

２４年度

基本事業名 対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

生命・財産を火災・災害から
守る。

②意図（どのような状態にするのか）

市民

①対象（誰、何を対象としているのか）

実績
見込

10･34,140 19･71,798 19・33,734

２４年度２３年度 ２６年度

０ 0

10未満･20,000未満 10未満･20,000未満

18･84,302

0

10未満･20,000未満 10未満・20,000未満

0 00
0

-･60 -･90

　1) - ･2)29.5 30.2･29.5

２５年度

A)年間火災発生件数・被害額は、啓発活動を強化し、無火災を目指すところであるが、現実的に無火災は難しく、１桁の10未満を設定したが、被害者は、ゼロを目指す。B)災害による年間

人的被害者数は、ゼロを目指すこととした。C-1)急傾斜地対策実施率は、県が整備主体であり、４～５年間で1箇所程度で推移していくため、この成行値を計画どおり進めていくことを目標

とした。C-2)自主防災組織の組織率は、啓発活動の強化や交流センター設置に伴う地域自主組織の充実により、平成26年度には全ての地域自主組織が自主防災組織を結成することを

目指した。D-1)災害に対する家庭内での備えが出来ている世帯の割合は、消防法の改正や災害時要援護者支援制度の開始をはじめ、自主防災組織の組織率（H21現在29.5％）は今後ま

すます増加、活動の活発化が見込まれ、自主防災組織の活動が活発になっていくと家庭内の備えは進むはずだと考えて設定した。成行値は、一定程度までは伸びると予測するが、4割程

度で頭打ちになると考えた。D-2)一般住宅の耐震化率は、雲南市建築物耐震改修促進計画による目標設定とした。（促進計画目標：平成27年度に90％）

意図 ２６年度２２年度成果指標

45･68 50･75 1)55・2)80

％
30.2・45.2

27.9・57.4
％

-･80

目標

20.8･56.6

30.2･42.9

％
箇所

実績

単位

Ａ･Ｂ）生命、財産が守られているかどうかは、火災、災害の発生・被災状況で判断できると考えた。Ｃ）急傾斜地対策が進め
ば被災率が低下すると考えた。また、地域での防災対策を進めるためには、まず地域防災組織の組織化を進める必要があ
ると考えた。Ｄ）自助のためには、家庭での備えと一般住宅の耐震化率向上が必要であると考えた。

実績
40･60

％
①18.7
②未調査

19.8・56.9

未組織又は休止

状態の組織の地

域住民

①備えができている市
民の割合､②減災体制
が整っていると感じる割
①水利充足率（市街地）、②

防火水槽・消火栓を整備した

箇所数（市街地・その他）
市民

緊急時に行動が
とれる。

適正に消防防災施設を
利用できるようにする。

市民

自主防災組織を組織する。

活動を活性化させる。 組織率

⑤

自主防災組織の育
成

消防体制の確保

避難体制の確立

①

②

③
消防防災施設の整
備

④

42.9 45.2

件･千円

単位

実績
1)-・2)100

実績
目標

1)18.7･2)55(見込)　

％ 実績

人

区分 ２１年度

実績

目標

目標
0

①57.5
②0・2

実績
①20.8
②未調査

①57.5
②0・2

29.5 29.5

Ａ）雲南消防本部、総務課で把握　Ｂ）総務課で把握
Ｃ-1）建設事業課で把握（H25年度評価時点において、実施率の基準を、県が指定するランクⅠ（家屋数5以上）のみ対象と
し、ランクⅡ（家屋数5未満）及びランクⅢ（宅地見込地）を除外した（H23年度以前の実績も変更）。）　Ｃ-2）総務課で把握
Ｄ-1）市民アンケート調査で把握　Ｄ-2）都市建築課で把握

２３年度 ２４年度

①19.8
②未調査

①27.9
②51.3
①57.5
②0・4

①57.5
②0・2

74・26

危険箇所の対策実
施

市民
災害に遭わない
ようにする。

急傾斜対策実施
率

％ 実績 -

市民
緊急時に対応してもらう
ことができるようにする。

平均鎮火時間（建物・その

他；火災通報から鎮火まで） 分 76・26 48・42実績 54・16

背
景
・
要
因

○人口千人あたりで比較した年間火災発生件数は、近隣他市と同程度。（雲南市
0.47件、松江市0.26件（実件数54件）、出雲市0.43件（73件）、安来市0.46件（19
件）、大田市0.84件（31件）、雲南以外4市計0.50件）
○住宅用火災報知機の設置率は、雲南管内81.2％となっており県平均78.0％を上
回っている。（松江市78.8％、出雲市76.7％、安来市92.2％）
○一般住宅の耐震化率は、やや向上しているが、最新公表されているH20年度の
全国平均79％、県平均65％に比べても依然として低い水準である。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

30.2 30.2 30.2

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどん
な意見や要望が寄せられているか？

○少子高齢化の進行と社会状況の変化により、消防団の後継者が
不足し、消防団活動の維持・継続が困難になってきている。
○東日本大震災を受け、社会的に防災意識が高まっているととも
に、気象・防災情報の正確・迅速な提供が求められている。
○多様な災害に対して対応できる体制の整備が求められている。

○市民からは、消防団や自主防災活動に、地域の住民や団体が参画
するための行政の支援を求められている。○災害時指定避難所の見直
し等を求める意見もある。○消防団からは、団員の確保が困難なため、
消防団体制の再編成（組織、人員、車両）を求められている。○地域自
主防災組織の組織化の促進、活動の活発化が求めらている。

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●防火・防災意識を高め、自主防災組織の結成など自主的な防災
活動に努める。

●消防・災害対応の体制を整備するとともに、市民の防火･防災意
識の高揚を図る。
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

■目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

施　　　策

⑤
・地元要望などにより危険箇所を把握し、対策事業の実施や国・県に事業化を求めた。
・県の排水ポンプ車を活用し、被害防止を図った（H24年7月）。

消防防災施設の整備
・消防施設備品整備補助事業や上水道消火栓等整備事業、防火水槽整備事業などにより、消防防災施設や
備品を整備した。

○原子力災害に関わる避難体制を充実する必要が
ある。
○消防団組織の効率的な活動ができる体制の整備
を図る必要がある。
○自主防災組織の組織化を進める必要がある。
○住宅の耐震化率を向上させる必要がある。

○原子力災害に関わる広域避難計画（暫定版）を推進
する。
○消防団の組織再編を段階的に進めていく。
○すべての地域に自主防災組織が組織されるよう取り
組んでいく。
○住宅の耐震化の啓発を進める。

①

区　分 今後の課題

自主防災組織の育
成

②

①

基
本
事
業

③

・消防団運営事業では、団員確保が喫緊の課題となっていることから、消防力の低下をきたさないことを前提に消防団の
再編に取り組んだ。・特に常備消防とは、連携を密にし体制確保に努めた。

○すべての地域に自主防災組織が組織される必要
がある。
○自主防災組織の活動の活性化を図る必要があ
る。

○自主防災組織がない地域自主組織に、組織化を働き
かけていく。
○学習会、出前講座、円卓会議などを活用し、意識の
高揚や活動の活性化や組織化を促していく。

○原子力災害に関わる広域避難計画（暫定版）を推進する。
○自主防災組織の活動の活性化を図るとともに、防災体制の
確立を図っていく。
○災害時要援護者避難支援制度（体制）について、地域との
意見交換を行い、全市的な普及を図っていく。

次年度の方針（案）

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

・自主防災組織による防災訓練の実施に対する支援を行った。
・自主防災活動マニュアルを作成した。また、出前講座や研修会等により自主防災組織の育成を図った。

○年間火災発生件数及び被害額は目標を達成できなかった。
○地域自主組織における自主防災組織は、昨年度、新たな組織化もあったが目標には達していない。
○災害に対する家庭内での備えが出来ている世帯の割合は、増加したが目標に達していない。
○一般住宅の耐震化率は、目標に達していない。
　アンケート等から、住民の防災意識はあるが、自主防災組織の組織化や個別の防災への取り組みはや
や不十分であり、引き続き啓発が必要である。

④

避難体制の確立

背
景
・
要
因

消防体制の確保

基本事業 取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

《13 消防・防災対策の推進》

危険箇所の対策実施

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

○年間火災発生件数は、近年の状況からすると同水準程度になっている。○災害による年間
人的被害者数は、ゼロを保っている。○急傾斜地対策実施率は、１地区を複数年で事業実施
するため、実施率は向上していないが、着実に事業実施されている。○自主防災組織の組織
率は、やや向上した。○災害に対する家庭内での備えが出来ている世帯の割合は、増加して
いる。○一般住宅の耐震化率は、微増しているが、伸び悩んでいる。
○防災に対する住民意識の高まりはあるが、自主防災組織の組織化にはつながっていない。

背
景
・
要
因

・雲南市災害時要援護者避難支援事業により、個人情報の取り扱いについての研修会及び地域ぐるみでの避難訓
練や学習会などを行った。
・地域防災計画（原子力災害対策編）及び広域避難計画を策定し、原子力災害に備えた避難訓練を実施した。

自主防災組織の育成

　時系列での比較（成果水準の推移）

③

○原子力災害に関わる避難体制を充実する必要があ
る。
○地域の組織的、自主的な防災体制を確立する必要
がある。
○災害時要援護者避難支援制度を見直す必要があ

消防体制の確保
○H25年度からH26年度の間に消防団の組織再編を段
階的に進めていく。

○未水利地域の解消を図る必要がある。
○老朽化した消防設備（ポンプ車、ポンプ等）を更新
する必要がある。
○防災無線導入に向けて検討していく必要がある。

○消防水利の必要箇所を調査し、防火水槽を計画的に設
置していく。
○計画的に消防車両や可搬ポンプを更新していく。
○防災無線を導入するための具体的な検討を進めていく。

消防防災施設の整
備

○消防団員の確保が困難になってきている。
○消防団の組織再編を行う必要がある。

② 避難体制の確立

④

○未整備箇所の解消が必要である。

・特になし

○危険箇所解消に向け、国・県に必要な事業実施を求
めていく。
○浸水防止対策として、固定排水ポンプの設置を県に
要請する。

危険箇所の対策実
施

⑤

- ２枚目 - 26



作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

■  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

施策主管課

２２年度２１年度

29

２６年度

総務課

施策統括課長 稲田　和久

２５年度

農林土木課,業務管理課,建設事業課,
都市建築課,自治振興課

施策名 14 交通安全の推進 関係課

政策名
Ⅱ 環境に配慮した安全・快適な生活環境づくり
　　 《定住環境》

8

見込

42,428

総合
計画
体系

25平成

単位 ２４年度２３年度

40,440
実績
見込

41,159

実績

40,548

２３年度２２年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

40,548

見込

39,94941,159

実績

区分

対象指標

Ｂ

41,917
人

区分

1,1321,180 1,0981,167
２１年度

Ａ）Ｂ）交通事故に遭わず、起さなければ、交通事故発生件数・交通死亡による死傷者数は減少すると考えた。
Ｃ）交通マナー、交通安全意識が向上すれば、危ないと感じることは少なくなるはずであると考えた。

単位

人口Ａ

0･80未満 0･80未満0･80未満 0･80未満

1000未満1000未満

4･103 0・65 1・86 3・109
1000未満 1000未満

70.0 70.0
71.2 68.472.2 71.8

④

⑤

Ｂ

70.0 70.0

市民①
交通安全意識の高
揚
交通安全施設の整
備

市民②

③

基本事業名 対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

市民

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

交通事故に遭わない、起こ
さない。

交通事故発生件数(暦年)

交通事故による死傷者数(暦年)
（死者数、負傷者数）
過去1年以内に運転したり、歩いたりしていて
危ない（ヒヤッとした）と感じたことがある市民
の割合

Ｃ

Ａ

Ｃ

成果指標

Ｄ

人

％

目標
実績
目標
実績
目標
実績

件
実績

２６年度

目標

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

意図
交通安全意識を
高める。

A)交通事故発生件数は様々な対策により、減少傾向にあり、今後も引き続き取り組んでいくことで更なる事故発生の抑制を
図る。（＝期待値）
B)死者数は、０を目指す。負傷者数は事故件数減少に比例し、減少すると見込んだ。
C)ヒヤットした市民の割合は、現状が約70％で、既に高い水準ではないかと考え、この水準を保つこととした。

1,098件 実績 1,167 1,180 1,132

単位 ２２年度 ２５年度成果指標

事故件数

箇所 実績
交通事故を防ぐこと
ができるようにする。

交通安全施設整備箇所数

（ガードレール、カーブミラー、

区画線）

Ａ）総務課で把握（雲南警察署）
Ｂ）総務課で把握（雲南警察署）
Ｃ）市民アンケート調査で把握
「あなたは過去1年以内に自動車や自転車を運転したり、歩いたりしていて危ない（ヒヤッとした）と感じたことがありますか？」

２３年度 ２４年度区分 ２１年度

実績

60 5629 49

実績

実績

①
役
割
分
担

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●各地区交通安全協会を中心に、交通安全に努める。
●交通ルールを守り、交通マナーの向上に努める。

●春・秋の全国交通安全運動の展開や交通事故防止の啓発などに
より、交通マナーの向上を図る。
●交通安全施設の整備を図る。

背
景
・
要
因

○交通事故発生件数は、近隣他市と比較し、人口規模を勘案するとやや
少ないといえる。（松江市；7,764件、出雲市；5,987件、安来市；1155件）
(人口対比：松江市3.7%、出雲市3.5%、安来市2.8%、雲南市2.8%）
○交通事故による死者/傷者数は、近隣他市と比較し少ないといえる。
（松江市；8/690人、出雲市；5/516人、安来市；4/112人）（人口対比：松江
市0.34%、出雲市0.31%、安来市0.28%、雲南市0.27%）

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○県内の運転免許保有者が横ばいの中高齢化は進展している。○雲南市
では、高齢者の関係する人身事故が37％（人身事故件数89件中33件）で増
加傾向にある。○飲酒運転等の罰則が強化され、飲酒運転による交通事故
は減少傾向にある。○警察署・駐在所の統廃合が進み、指導体制が見直さ
れている。○松江自動車道の開通に伴い、各路線の交通量のバランスが変
わってきている。

○市民から、交通安全施設の設置（信号機、横断歩道、カーブミ
ラー、ガードレール）や、生活道路の局部改良（カーブ改良、歩道整
備等）の要望がある。
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

■目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

○交通事故発生件数は、やや減少した。
○市内では交通事故による死者が3名あり、負傷者数も若干増えた。
　全国的な意識の高まりや、車の安全装備が普及したことから、県内でも発生件数及び
負傷者数は12年連続減少中である。（人口10万人あたりの死者数は6.3人で全国44位）
○過去1年以内に運転したり、歩いたりしていて危ない（ヒヤッとした）と感じたことがあ
る市民の割合は、交通安全施設の整備等を進めており、初めて目標値を達成した。

背
景
・
要
因

○交通事故発生件数は、目標値1,000件未満に対し1,098件であった。
○交通事故による死者数は3人、負傷者は109人であり、目標値以内に抑えることができな
かった。また、高齢者の関係する人身事故件数は、33件（昨年23件）と全体の事故件数が減る
中でも減らない状況にある。
○過去1年以内に運転したり、歩いたりしていて危ない（ヒヤッとした）と感じたことがある市民の
割合は、目標値を達成した。

②

・交通安全施設整備事業により、カーブミラーやガードレール、区画線などを整備した。
・教育委員会で緊急通学路点検を実施し、国、県、市、警察で現地確認を行い、139箇所の危険箇所を把握した。
・地域から要望のあった箇所については、国、県、市、警察及び地域で現地立会を行い、必要な対策を図った。

取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

・雲南市交通指導員設置事業や交通指導員警察連絡協議会運営事業により、継続的に街頭指導など、交通安全意識向
上への取り組みを実施したが、依然年間1,000件以上の事故が発生していることから今後も啓発活動を強化していく必要
がある。　・雲南市交通安全対策協議会で警察や学校、地域住民による各支部での活動との連携を図った。

交通安全意識の高揚①

《14 交通安全の推進》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

④

交通安全施設の整備

③

⑤

次年度の方針（案）

施　　　策

交通安全施設の整
備

区　分 今後の課題

③

・特になし

○交通事故を減らしていく。
○交通安全施設の整備や生活道路の局部改良等、
対策を講じる必要がある。

○関係機関と更に連携し、意識の高揚を図り、交通事
故の減少に努めていく。
○交通安全施設や生活道路を計画的に整備し、安全
性を確保していく。

○交通事故を減らしていく。
○高齢者の交通事故防止対策及び運転適正に関す
ること。

○年間の交通安全運動の重点目標を定めて、雲南市
交通安全対策協議会や雲南地区交通安全協会、雲南
警察署、交通指導員、学校及び地域住民が連携して取
り組んでいく。

○交通安全施設を適正に整備する必要がある。
○地域要望が多くある生活道路の局部改良につい
て、計画的な取り組みが必要である。

○交通安全施設・局部改良などハード面の整備を計画
的に進めていく。

④

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

基
本
事
業

①
交通安全意識の高
揚

②

⑤

基本事業
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

■  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

政策名
施策統括課長

対象指標

見込

15 消費者被害防止・防犯対策の推進 関係課

42,428

Ⅱ 環境に配慮した安全・快適な生活環境づくり
　　 《定住環境》

２６年度２５年度

40,440 39,94940,548

施策主管課

40,548実績
２４年度

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

総合
計画
体系

人
41,159

区分 ２３年度２２年度２１年度

施策名

単位

8

総務課、市民環境生活課,自治振興
課

25 29平成

刑法犯認知件数（暦年）

危機管理室

齊藤　雅孝

Ａ

意図
地域で防犯活動
を行う。

成果指標

地域防犯組織数

Ｃ

Ｄ

Ｃ

Ｂ

成果指標

人口Ａ
41,15941,917

基本事業名 対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

犯罪被害や消費者被害にあ
わないようにする。

②意図（どのような状態にするのか）

市民

①対象（誰、何を対象としているのか）

２６年度２５年度

38.0 35.241.6

180 107 95 166

40.6

２４年度

145 140

２１年度 ２２年度 ２３年度

270・50

130

40.0 40.0

135

270･12
280･60290･70

身近で犯罪にあう不安を感じて
いる市民の割合 40.0 40.0

目標
消費者被害相談件数（県・市）

％

件

実績

169・49236･50 181・45
280･60

⑤

地域防犯体制の充
実

消費者保護の推進

防犯意識の高揚

①

②

③ 防犯施設の整備

④

実績
見込

見込

目標

実績

区分
実績

目標

市民

Ｂ
目標
実績

A)成り行き値は、駐在所の廃止により増加が想定されるが、パトロールが強化されたため、横ばいで推移すると考えた。目標値は、普及啓発活
動及びパトロール等により、犯罪被害の防止や犯罪を抑制し、認知件数を下げるべきだと考え設定した。　B)成り行き値は、近隣で事件があった
ことや、報道等により不安感が煽られることで、多少増加すると考えた。目標値は、普及・啓発活動等により、最低でも横ばいに抑えるべきだと考
え、設定した。　Ｃ)成り行き値は、消費生活センターの設置により、相談件数は増えると考えた。目標値は、当面は相談件数は増えるものの、消
費生活センターへ相談することや、普及・啓発活動等により正しい知識を身につけ、いずれは相談しなくても自分で解決できるようになると考え、
トータル的に減少するように設定した。

２６年度

件

単位

２５年度２３年度 ２４年度

3131

Ａ）危機管理室（雲南警察署）で把握
Ｂ）市民アンケート調査で把握
「あなたの身近で犯罪にあう不安を感じますか？」
Ｃ）県消費者センターで把握（H22.4月からは市民環境部）

単位 ２２年度

Ａ）刑法犯認知件数が減少すれば、犯罪被害は減少するはずであると考えた。
Ｂ）犯罪被害が増えれば、身近で犯罪にあう不安を感じる市民が増加するはずであると考えた。
Ｃ）消費者被害が増えれば、相談件数が増えると考えた。

実績

団体 実績 27

実績

31

54.6

区分 ２１年度

市民
防犯に対する意
識を高める。

玄関に鍵をかけて
いる市民の割合

579

50.9

210市民
犯罪被害を防ぐこと
ができるようにする。

防犯灯設置箇所
数（累計）

箇所

169・49

54.2 52.3

609

236･50

％

消費者相談の件
数（県・市）

件

679実績

実績 270･12市民
消費者の意識を
高める。

○住民から、防犯灯整備に対する要望がある。
○住民から、消費者被害に関する情報提供が寄せられるようになっ
た。
○議会から、安全で安心なまちづくり条例の対象範囲を拡大する提
案があった。

181・45

行政（市、県、国）の役割
●安全で安心できる生活を送ることが出来るよう、学習会・研修会
などに積極的に参加し、消費生活についての知識を自ら身につけ
る。
●子どもの見守り隊など、市民ぐるみでの防犯に対する組織的活
動を行う。

●警察や地域安全推進員など防犯活動団体との連携を図り、活動支援及
び啓発活動等を行う。
●防犯施設の整備支援を行い、犯罪及び犯罪被害の抑止に取り組む。
●消費者行政については、消費生活センターを中心に、消費者相談体制の
充実、消費生活知識の普及啓発、消費者団体の活動支援を行う。

実績

住民（事業所、地域、団体）の役割
①
役
割
分
担

背
景
・
要
因

○人口千人あたりで比較した刑法犯認知件数は、4.1件で県内8市
の中で2番目に少ない。（最も少ないのは大田市3.2件、次いで雲
南市4.1件、安来市4.4件、最も多いのは松江市9.5件。）
○消費者被害防止関係は、県消費者センターでの人口千人あたり
の相談件数が4.2件となっており、８市の中で4番目に多い。（最も
少ないのは浜田市2.6件、最も多いのは松江市7.0件。）

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○生活が多様化し、インターネット被害の低年齢化等、犯罪も多様化してい
る。
○高齢化社会により、高齢者が被害者となる犯罪被害も増加傾向にある。
○「雲南市犯罪のない安全で安心なまちづくり推進会議」を設置し、活動に
取り組んでいる。
○「暴力団排除条例」を制定している。
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

■目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

③ 防犯施設の整備

区　分 今後の課題

・ＬＥＤ防犯灯設置事業で各自治会から要望のあった70箇所に防犯灯を新設し、合計設置数679箇所となっ
た。
・海潮小学校に防犯カメラ(寄贈）を設置した。

次年度の方針（案）

消費者保護の推進

⑤

・特になし

○市民ひとり一人の防犯意識を高めることが必要で
ある。
○地域が一体となって防犯対策を進めていく必要が
ある。
○犯罪被害者への支援対策を検討する必要があ
る。

○市民が犯罪被害・消費者被害にあわないように、警
察、地域、市等が連携して取り組んでいく。

○犯罪のない安全で安心なまちづくり推進会議、防
犯連合会の事業等を通じて、警察や地域での組織
的な防犯の取り組みが必要である。

○警察、地域、市等が連携した取り組みを実施してい
く。
○地域防犯組織の取り組みを推進していく。

○知能犯罪の高度化など、変化していく犯罪から身
を守るには、適切に情報提供をしていく必要がある。
○防犯意識を高揚していくためには、様々な機会を
通じて、繰り返し啓発していく必要がある。

③ 防犯施設の整備

①
地域防犯体制の充
実

○市報など様々な媒体を通じて、犯罪情報やその対策
を提供し、防犯意識の高揚を図っていく。

○今後、老朽化した防犯灯の更新が増加していく。
○防犯カメラを設置していく必要がある。

○消費者被害の多様化に対応していく必要がある。
○高齢者や障がい者の被害防止に対応する必要が
ある。

④

○雲南夢ネットを活用した犯罪・被害防止、地域での学
習会等を通じ、犯罪被害防止の啓発に努めていく。
○県・雲南市消費生活センターと社会福祉協議会等の
連携及び相談体制を充実していく。

②

○防犯灯は、ＬＥＤ型とし、従来型の防犯灯の更新とあ
わせて進めていく。

施　　　策

基
本
事
業

④
・雲南市消費生活センターの相談件数は49件であった。また、広報を通じた様々な消費者被害防止の情報提
供や注意喚起の告知放送を行った。

防犯意識の高揚

消費者保護の推進

⑤

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

○刑法犯認知件数は大幅に増加（主に非侵入盗）しているが、身近
で犯罪に合う不安を感じている市民の割合は、減少傾向にあり、施
策全体の成果としては横ばいと考える。
○警察と連携しての取り組み等が犯罪発生の抑止力となっていると
考える。

基本事業 取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

《15 消費者被害防止・防犯対策の推進》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

背
景
・
要
因

○刑法犯認知件数は、目標値を達成することができなかった。
○身近で犯罪に合う不安を感じている市民の割合は、目標値を達成した。
○消費生活センター相談件数は、目標値より少ない件数となっているが、成果としての
判断は難しい。

地域防犯体制の充実①
・雲南市犯罪のない安全で安心なまちづくり推進会議を開催し、地域での活動やPRに努めた。
・安全安心メールを運用している。（年度末登録件数1,934件で運用を行った。（昨年度末、1397件））

防犯意識の高揚②
・雲南防犯連合会に参画し、防犯広報･啓発活動を積極的に取り組んだ。
・暴力団排除条例を運用した。
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

■  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

政策名
Ⅲ 地域で支えあうくらしづくり
　　 《保健・医療・福祉》

施策主管課

施策統括課長

39,949

平成 29

２４年度

41,159 40,548 40,440

成果指標

健康推進課

825

２５年度区分

上村　博子

市民環境生活課,健康福祉総務課,長寿障
がい福祉課,地域包括支援センター、保健
福祉課,掛合診療所,市立病院

２６年度

Ｃ

41,917

単位

人口

見込

実績
Ｂ

実績

見込
区分 ２２年度２１年度

関係課

見込

２３年度

実績

対象指標

Ａ
42,428 40,54841,159

平成 25

②意図（どのような状態にするのか）

市民

年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

総合
計画
体系

２２年度２１年度

施策名 16 地域医療の充実

２５年度

-

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

安心して医療機関を利用で
きる。

①対象（誰、何を対象としているのか）

２４年度 ２６年度

18分8秒

63.0

２３年度

61.3 72.1 73.9 71.8

--

19分16秒 19分14秒 19分13秒

22 22

65.064.0 65.0

22

②

③

市民

実績

市民
２次医療や救急医療を
受けることができる。

基本事業名 対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

22
41分49秒

-
41分17秒

かかりつけ医制度
の普及

74.4
かかりつけ医を
持つ市民の割合

76.1

Ｂ
目標

実績

58.8実績 59.5
市内病院へ救急搬
送される市民の割合

実績
目標

参考）病院に救急搬送されるまでの平
均時間（救急通報～病院着）

分

病院に救急搬送されるまでの平均時
間（急患搬送時間＝現着～病院着）

実績

Ｃ

実績

分

意図

安心して医療機関を利用できる
と感じる市民の割合

％

Ａ
目標

成果指標

２次医療機関の充
実と救急体制の維

①

人

％

単位

④

％ 実績 74.5

Ｄ

安心して医療機関に受診できるためには、Ａ）安心して医療機関を利用できると市民が感じること、Ｂ）救急医療の対応ができ
る病院が近いことが必要であると考えた。

２６年度２５年度

A)安心して医療機関を利用できると感じる市民の割合

　成行値は、現状程度で推移すると予測する。目標値は、医師確保などすぐに充足できる見込みはなく、大幅な改善は期待できないが、引き続き課題解決に向けて取組

んでいくことで、現状から低下させず微増させていく。

B)病院に救急搬送されるまでの平均時間

　道路環境の大きな変動はないとの見方から現状と同程度とする。ただし、医師不足から圏域内での救急受入体制が減退し、患者の搬送先の見直しが生じた場合、目標

値を変更する必要がある。また、来年度、島根県においてドクターヘリが導入され、搬送時間の短縮が図られる可能性がある。

目標

２２年度

73.9

Ａ）市民アンケート調査で把握「あなたは安心して医療機関を利用できると感じますか？」
Ｂ）雲南消防本部

２３年度 ２４年度区分 ２１年度単位
かかりつけ医を
もつ。

56.0 55.9

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

背
景
・
要
因

○雲南市の年齢調整死亡率は県平均より低く、平均自立期間も長い。
○H23の患者調査によると、圏域の受療率（人口10万対患者数）は3,684
で県平均の2,571より高くなっている。雲南市民が雲南圏域で受診した割
合は60.6％で自県域内完結状況は７つの圏域で５番目である。（出雲市
91.8％。大田市54.5％）

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）
○高齢化の進行により、交通弱者の増加が懸念される。○島根大学での地域枠
推薦等により、市内出身医学生が年2名程度増えて現在12名の医学生がいる。
○ドクターヘリがH23年6月から導入され、県内での利用実績は雲南圏域が最も
高い状況である。○市立病院ではオープンベットになど病診連携が進んでいる。
またまめネット導入で病病連携が進んでいる○市内では医師・看護師の確保が
困難な状況が続いている。○H24年度に島根県及び雲南圏域の医療計画が策
定された。

○住民からは、医師不足などによる医療に対する不安感が高く、同
様に議会からも医師不足を解消し、医療体制の安定提供を求めら
れている。
○ドクターヘリの利用率が県内でも高く、市民の安心感につながっ
ている。

実績

実績

●身近なかかりつけ医を持つ。また、適正に医療機関、救急診療を
利用する。

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

⑤

●医療機関との連携によるネットワークの整備、医師の確保を図
る。
●住民に地域医療の適正な利用を啓発する。
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

■目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

②

背
景
・
要
因

○安心して医療機関を利用できると感じる市民の割合は、H23年度に比べると
やや低下したが、H22年度とはほぼ同水準であり、ドクターヘリの整備やオー
プンベットによる病診連携の推進、市立病院の医師などや市保健師による出
前講座等が市民の安心感向上につながり、高い成果で推移していると推察す
る。
○かかりつけ医をもつ市民の割合も同水準で近年推移している。50歳以上は
70-90%持っている。

・特になし

○市立病院の健全経営の維持と病院改築が喫緊の
課題である。
○医療従事者の継続的な確保に取り組んでいく必要
がある。
○県および圏域医療計画に従って、市の医療計画を
進めていく必要がある

○市立病院の健全経営の維持に取り組むとともに、病
院改築について進めていく。
○医療従事者の確保に取り組んでいく。
○雲南市総合保健福祉計画を改編し、H27年度からの
市の医療計画を策定する。

○継続的に広報活動を実施していく必要がある。
○市内医師会の協力を得て、かかりつけ医制度の
普及や病診連携をすすめていくことが重要である。

○継続的に広報活動を実施していく。
○雲南医師会とともに病診連携を推進していく。

④

③

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

④

２次医療機関の充実と
救急体制の維持

かかりつけ医制度の普
及

《16 地域医療の充実》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

③

・医療職人材確保事業では、H24年度に2名の地域枠推薦入学があり現在12名が医学部に在籍、また、卒業生1名がH25年度から市立病院で地
域研修に従事している。・救急医療病院運営補助事業により、休日､時間外の救急患者の受け入れを確保した。・市立病院改築事業は、H24年度
に基本構想を策定し、H25年度は基本設計に取り組む。・市立病院のオープンベットの利用および退院時共同指導は月平均1.6人の実績があり病
診連携を推進した。・ドクターヘリは102件の利用があり、県内で1番利用が多い。また、離発着場1か所を整備した。

・予防接種や検診の市内開業医での受診の普及に取り組んだ。
・「子どもの急病　上手なお医者さんのかかり方」のパンフレット配布など、正しい医療機関の利用方法を啓発
した。

①

○3次医療機関との連携が強化され、市立病院の病床利用率の向上につながっているほか、ド
クターヘリの導入、オープンベットによる病診連携の推進、医師や保健師による出前講座等が
市民の安心感の向上につながっていると考える。

基本事業 取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

今後の課題区　分 次年度の方針（案）

⑤

施　　　策

基
本
事
業

○市立病院が安定した医療を提供していく必要がある。
○市立病院の改築をすすめていく必要がある。
○医療従事者の確保に取り組んでいく必要がある。

⑤

○市立病院の健全経営の維持に取り組んでいく。
○市立病院の改築を進めていく。
○医療従事者の確保に取り組んでいくために高校、中学生
のころから、医療体験や学校への出前講座を増やしてい
く。
○圏域外の医療機関等と連携体制を強める。

②

①
かかりつけ医制度
の普及

２次医療機関の充
実と救急体制の維
持
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

■  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

背
景
・
要
因

○１人あたり国保医療費は県内平均380,871円（県国保連速報値）に対し雲南市383,754
円と同水準、65歳での平均寿命(2009-2011)は県内で男女とも7位、65歳平均自立期間
（2009-2011）は県内で男性9位、女8位となっている。県平均より高い。○市の年齢調整
死亡率は県より低い。全がんによる死亡や脳血管疾患による死亡も、県に比して低い。
○年齢調整有病率（国保）は血圧性疾患、脂質異常、糖尿病など県平均より低い。○特
定健診受診率は、H24年度実績では県内平均38.6％に対し、雲南市は34.3％であり依然
として低いが、市としてはここ数年30％を超えて推移している。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○高齢化が進行する中、テレビ等マスメディアの影響により社会的に健康づくり
の意識は向上している。○地域医療の充実が住民の受診率を向上させ、健康づ
くり意識向上に影響すると考える。○国保医療費（費用額）が高いのは、心の病と
循環器疾患及びがんに起因している。○国では、自死防止対策、がん対策が重
点的に進められている。○国の方針により、H25年度から定期予防接種の種類
が増加した。

○一般的に健康づくりに対する関心は高くなっており、健康づくり対策の一
層の推進や医療費の抑制と国保料の増加抑制を求める声がある。
○土日健診及び人間ドックの受診枠の拡充を求められている。
○住民の中から企画提案型協働事業として「がん検診すすめ隊」が立ち上
がるなど関心が高まっている

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

行政（市、県、国）の役割
①
役
割
分
担

●心と身体の仕組みを理解し、自ら心身の管理を行い自発的に検
診を受け、早期発見・早期治療に努める。
●個人や家庭、地域及び学校・職場などで健康づくりを実践し、行
政や関係団体等と協働で地域の健康増進活動に努める。

●心身の健康に関する課題を明らかにし、科学的根拠に基づく情
報を提供する。
●健康教室等、健康づくり実践のための環境を整備する。

実績

実績

住民（事業所、地域、団体）の役割

195
1,326

623
1662

240
1,299

471
831

63.4

34.2
10.6

市民 実績％
病気を早期に発
見、治療する。

特定健診、大腸がん
検診受診率

33.4
10.4

34.3
11.9

市民

31.9
9.7

保健師の成人対象年間訪
問件数・成人対象健康相
談件数

件 実績

62.1日常的に健康づくりに取り
組んでいる市民の割合 64.6

身近に相談でき
るようにする。

基本事業名 対象

市民

意図

37.0

66.5

成果指標

壮年期自殺年齢調整死亡率（3
年平均）

Ａ）日常的に健康づくりに取り組んでいる市民が多ければ、健康に暮らせる可能性が高くなると考えた。　Ｂ）健康であれば医
療にかかる機会が少ないので、健康度を測る指標になると考えた。　Ｃ）Ｄ）雲南市ではがん、自死による死亡が多いので、そ
の程度を測る指標になると考えた。

％

Ａ）市民アンケート調査で把握「あなたは日常的に健康づくりに取り組んでいますか？」　Ｂ）市民環境生活課で把握(国保連
合会速報値3-2月ベース)
Ｃ）Ｄ）県単独で算出（雲南保健所、島根県保健環境科学研究所）、健康推進課で把握

２３年度 ２４年度区分 ２１年度

健康に対する正しい知識を

得、健康づくりに取り組む。

単位

実績

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

48.8 47.0
(人口10万人対)

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

目
　
的

目標

２５年度

Ａ）健康づくりに取り組んでいる市民は年々減少傾向にあることから、成行値も減少を予測する。目標値は、地域の健康づくりを支援する人材を育成するな
ど、地域での健康に対する意識向上を促すことで毎年０．５ポイントづつ上昇させる。　Ｂ）成行値は、高齢化の進行に伴いやや増加すると予測する。目標値
は、医療機関等との連携強化や地域の中での健康づくりを推進、強化することで、上昇率を抑えていく。　Ｃ）成行値は、医療の進歩に伴い近年の傾向と同
様に減少していくと予測する。目標値は、国の施策に呼応して、予防・啓発に重点を置いた活動を展開していくことで、成行値以上の減少を図る。　Ｄ）経済
状況の大きな変化等の社会的要因による影響がなければ、成行値は現状程度で推移すると予測する。目標値は、自死防止対策に取り組んでいくことで、
少しずつ減少させていくこととする。

２６年度

31.9

２２年度

36.0
実績

132.0 131.0

36.0
43.8

134.0 133.0

36.0

目標

335,000

目標
330,581実績

139.4 113.1

④

⑤

健康づくりの普及啓
発
病気の早期発見・早
期治療の推進

①

②

③
身近な健康相談・指
導体制の充実

壮年期がん年齢調整死亡率（3
年平均）

(人口10万人対)

心身ともに健康で暮らす。

Ａ

Ｄ

市民１人あたり国保医療費（費
用額）

Ｂ

Ｃ

340,000
円

115.7
目標 350,000345,000

118.9実績

63.5
383,754

62.5 63.0
339,301 368,927

62.1 64.6 66.5 63.4

人口

日常的に健康づくりに取り組ん
でいる市民の割合

２１年度

人

区分
見込

62.0

２２年度

Ｂ
見込

実績

単位

Ｃ

％
実績

２１年度

41,159

総合
計画
体系

区分対象指標
41,917

単位 ２３年度①対象（誰、何を対象としているのか）

施策名

29

２６年度２５年度

8

市民環境生活課,健康福祉総務課,長寿障
がい福祉課,地域包括支援センター,保健
福祉課,掛合診療所,市立病院

上村　博子

25

２２年度 ２４年度

健康推進課
政策名

施策主管課

２５年度

42,428 40,548

平成

２６年度２３年度

39,949

Ⅲ 地域で支えあうくらしづくり
　　 《保健・医療・福祉》

２４年度

41,159

市民

施策統括課長

②意図（どのような状態にするのか）

17 健康づくりの推進 関係課

実績

見込

実績

成果指標

Ａ
40,548 40,440

- １枚目 -33



４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

■目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

施　　　策

病気の早期発見・早
期治療の推進

⑤

基
本
事
業

①

身近な健康相談・指導体制
の充実

②

○雲南市立病院、市役所ともに医師・保健師等の出前
健康教育や巡回健康相談を引き続き実施していく必要
がある。
○訪問指導回数の確保に努めていく必要がある。
○個別ケースが増加し、内容が複雑化している。

⑤

区　分

・特になし

○健康づくりに係わる機関や団体等の連携を緊密に
図っていく必要がある。　○地域ぐるみで健康づくり
を進める必要がある。　○高齢化の進行に伴い、介
護が必要な人が増加しているので介護予防を進め
ていく必要がある。

○健康づくり推進協議会を中心に関係機関･団体等とと
もに健康づくりを推進していく。
○介護予防のためにコホート研究に基づく科学的な施
策をすすめる。

○健康づくりに係わる機関や団体とともに、市民との連
携を緊密に図っていく必要がある。　○健康づくりに係
わる人材育成を図っていく必要がある。

○健康づくりを推進する関係機関･団体等の連携を密にし
て取り組んでいく。○健康づくりに係わる地域における人
材育成を図っていく。○健康づくりを進めていくため、引き
続き既存施設を活用して取り組んでいく。

○健（検）診を受けやすい環境づくりを図っていく必要が
ある。（土日･時間外、事業所への呼掛けなど）○増加し
ている大腸がん予防のための検診の受診率を上げる
必要があり、市民との協働が重要である医療機関との
連携が重要である。

・市民の健診、検診の受診率向上のために土日、夕方検診やクーポン券配布を行った。・感染症予防のため
に予防接種の対象年齢を拡大した。（高齢者肺炎球菌ワクチン、小児肺炎球菌ワクチン、ヒブワクチン、子宮
頸がんワクチン、日本脳炎ワクチン）

①

《17 健康づくりの推進》

・第2次雲南市健康増進計画に基づき雲南市健康づくり推進協議会を設立した。・市内6運動施設による運動教室を実施した。・地域運動
指導員、食生活改善推進協議会、がん検診すすめ隊などと連携し、普及啓発を行った。 ・島根大学医学部との連携による中山間地域にお
ける健康づくりのコホート研究も、地域ぐるみでの普及啓発につながっている。・認知症予防や介護予防事業を大学や市内医療機関ととも
にに取り組んだ。

身近な健康相談・指導
体制の充実

○日常的に健康づくりに取り組む市民の割合はアンケートではやや減少した。
○市内6運動施設による運動教室の延べ利用者は、内容の充実や回数の増加で
1265人の参加があった。(289人の増）。日常的に運動している人も50歳以上は５
０％程度である。このために、地域運動指導員の指導、運動キャンペーンなども実
施している。○特定健診率は微増した。
○がん検診は、クーポン券を配布した対象年齢の受診が増加した。特に壮年期男
性を中心に個別検診受診者が増加した。

②

③

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

④

背
景
・
要
因

○日常的に健康づくりに取り組んでいる市民の割合は目標値を達成している。
○市民一人当たりの国保医療費（費用額）が増加している要因は、がんによる高額の
医療費と心の病と循環器疾患が主なものである。
○壮年期がん年齢調整死亡率は目標は達している。

健康づくりの普及啓発

○医師・保健師等の出前健康教育や巡回健康相談を引き
続き実施していく。
○個別ケースへの支援を充実していくために、専門的な職
員を育成していく。

④

○市内医療機関との連携を図っていく。
○市民や市内企業と連携し受診者を増やす。
○健（検）診を受けやすい環境をつくり受診者を増やす。

③

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

基本事業 取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

健康づくりの普及啓
発

病気の早期発見・早期
治療の推進

・雲南市立病院の医療出前講座の内容を充実したことで利用される回数も増加した。・精神保健事業と訪問指導事業で
は、個別ケースの支援について注力しているが、件数が増加し内容が複雑化している。・保健師の出前健康教育や巡回
健康相談を継続的に実施しているが、今後も体制の維持、確保が必要である。

今後の課題 次年度の方針（案）
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

■  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

総合
計画
体系

施策名 18 高齢者福祉の充実 関係課

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

政策名
Ⅲ 地域で支えあうくらしづくり
　　 《保健・医療・福祉》

施策主管課 長寿障がい福祉課

平成

施策統括課長 内田　孝夫

25

２２年度２１年度 ２６年度２５年度

市民環境生活課,健康福祉総務課,地
域包括支援Ｃ,健康推進課,保健福祉
課

298

区分
13,990 14,035

２４年度 ２５年度単位 ２６年度区分 ２１年度 ２２年度

単位

14,048 14,197

成果指標

２４年度２３年度

13,771
13,760 13,771

13,965

２３年度

75.2

Ａ

見込

生きがいを感じている高齢者の
割合

Ａ

人65歳以上の人口

78.7

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

65歳以上の市民

Ｃ

Ｂ

対象指標

65.5 75.7
69.0 70.0

65.1 70.1
67.0 68.0
67.4 69.3

69.0 70.0

18.75･21.75 19・2218.50･21.50

17.0 17.0
16.9 18.0 18.6 19.1

17.0

19/22(見込) 19/22 17.5/21 17.5/21.2

67.0 68.0

③

④

⑤

実績
見込

実績

①
社会参加活動の促
進

生きがいを持って、いきいき
と暮らす。

②

65歳以上
の市民

Ｂ

Ｃ

Ａ）生きがいをもって暮らしているかどうかは個々の意識の問題であるため、アンケート調査で把握するべきだと考えた。Ｂ）いきいきと暮らしてい
るかどうかは、本人ではなく、周囲の人が判断した方がより正確に把握できると考えた。Ｃ･Ｄ）生きがいをもっていきいきと暮らすことができれ
ば、平均自立期間が伸び、介護予防にもつながると考えた。※雲南市は、前回調査では雲南市の平均寿命は山陰でトップ、全国でも上位であっ
たため、参考指標になると考えた。

17.0

18.25･21.25

実績
見込

目標
実績

目標
実績

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

％

％

年
65歳平均自立期間（男性/女
性）

要介護認定率※認定者数/1号
被保険者数

いきいきと暮らしている高齢者
の割合

目標
実績

地域と交流があると
感じる市民の割合

Ｄ

Ａ）市民アンケート調査「あなたは生きがいを持って生活していますか？」→「どんなことが生きがいですか？」（対象；高齢者）,Ｂ）市民アンケート調査「あなたの回りの高齢

者はいきいきと暮らしていらっしゃると思いますか？」Ｃ）島根県保健環境科学研究所（3年に1回調査、島根県独自算出）､H18~H20は雲南保健所で参考値算出（単年の要

介護者率を使い、死亡は該当年中心の５年平均。（H19とH20は４年と３年平均）,Ｄ）長寿障がい福祉課（認定者数/1号被保険者数、住所地特例含む）,※）厚生労働省「市

区町村別生命表」→５年に１回。山陰でトップ、全国でも上位。

２３年度 ２４年度意図
地域とのつなが
りをもつ。

成果指標 ２２年度

老人福祉施設等の
充実

目標
％

基本事業名 対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

実績

％

区分 ２１年度単位

施設入所者
いきいきと暮ら
す。

老人福祉施設等の
入所待機者数(実数） 人

66.1

２６年度

75.1 71.2

２５年度

76.0

自立支援とサービス
の充実

施設に入所してい

ない65歳以上の市

民
実績

いきいきと暮ら
す。

介護サービスを受けてい
る高齢者の割合・介護認
定者のうち認知症の割合

16.9
63.3

％ 実績

15.9
64.0

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

A)生きがいを感じている高齢者の割合について、成行値は現状で推移すると予測する。目標値は様々な対策を実施することで、最終年度で5ポイント程度上げることを目

指し、毎年上昇させていくこととする。 B)いきいきと暮らしている高齢者の割合について、成行値は現状で推移すると予測する。目標値は様々な対策を実施することで、最

終年度で5ポイント程度上げることを目指し、毎年上昇させていくこととする。 C)平均自立期間；これまでの動向を踏まえ、少しずつ伸びていくと考えられるが、様々な取り

組みを進めることにより、伸び率を大きくし、毎年0.25ポイントずつの増加を目指すこととする。 D)要介護認定率について、成行値はこれまでの傾向からやや上昇傾向にあ

ると予測する。目的値は介護予防の観点から、要介護者の増加は望むものではなく、適正な認定のもと介護予防を進め、現状水準の維持とする。

17.3
66.4

17.4
64.2

571 572558 506実績

実績

実績

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●趣味や就労への意欲を持ち続ける。
●地域内での声かけ、見守りなど、高齢者同士の地域相互扶助の
ネットワークを構築する。
●世代間交流・地域での交流活動に積極的に参加する。

●健康づくり活動、軽スポーツ等の普及活動を支援する。
●地域相互扶助のネットワークの構築や、世代間交流・地域での交
流活動を支援する。
●就労活動を支援する。
●高齢者の経験や技能、資格などを活かせる環境をつくる。

○在宅サービス（デイサービス、訪問介護、ショートステイ）の充実を望まれ
ている。
○介護事業所へのニーズが多様化している。
○施設入所の待機期間短縮及び待機者縮減を求められている。
○高齢者の移動手段の確保、充実や買い物支援が求められている。

背
景
・
要
因

○要介護認定率は、介護予防を重点的に行っているため、県平均と比較
して低い。(県20.7％）
○老人福祉施設等の入所待機者数は、572人となっている。高齢者1万人
あたりの居宅からの待機者数で他団体比較すると、松江圏域99人、出雲
市102人、雲南広域139人であり人口規模からすると多い。
以上を、総括的に判断すると同水準と考える。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○全国の後期高齢者が2025年にはピークを向かえることから、国は2025年問題とし
て、現在少子高齢化対策を強化している。（24時間訪問サービス体制・看護職員と
介護職員の連携、介護従事者の人材確保、包括支援センターのマネジメント強化、
高齢者専用住宅、小規模特養等整備。）　○国において、介護保険の予防給付制度
を見直す方向で検討されている。○老人クラブ運営は、価値観や趣味の多様化、地
域での活動の在り方が検証されることで見直しも行われている。
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

■目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

《18 高齢者福祉の充実》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

背
景
・
要
因

○生きがいを感じている高齢者の割合、いきいきと暮らしている高齢者の割合、いずれ
も目標値を達成し、地域と交流があると感じる市民の割合も71.2％となった。
○いきいきサロンの開設箇所は多く、転倒予防教室や通所型介護予防事業の充実を
図った。

②

③

基
本
事
業

①
社会参加活動の促
進

②
自立支援とサービス
の充実

区　分 今後の課題 次年度の方針（案）

施　　　策

⑤

③
老人福祉施設等の
充実

○ニーズにあった介護サービスの充実が必要であ
る。

○第5期介護保険事業計画に基づき、ニーズにあった
介護サービスの充実を図る。
○新たなニーズ調査を行い、第6期介護保険事業計画
を策定していく。

・特になし

○高齢者が、住み慣れた地域で、地域とつながりを
もっていきいきと暮らせる社会を目指していく必要が
ある。

○高齢者の社会参加を促すとともに、地域で自立した
生活ができるよう取り組んでいく。

○高齢者の就労の場を確保していく必要がある。
○高齢者の社会参加を促す取り組みが必要があ
る。

○高齢者の働く場の確保を進めていく。
○老人クラブの活動を支援するとともに、自主組織単
位における高齢者の活動についての支援を検討してい
く。

○認知症の早期発見・早期治療に取り組むとともに予防活
動を行っていく必要がある。○要介護状態への効果的な移
行防止策が必要である。○地域の人材を育成・確保してい
く必要がある。○移動手段や買い物に不便を感じている高
齢者の利便性を向上する必要がある。

○継続可能な認知症の早期発見・早期治療のシステムを構築する。　○国
の動向を見ながら新たな介護予防事業の展開を検討していく。　○社会福
祉協議会、民生児童委員、地域自主組織等の連携を進めていく。　○ボラ
ンティア養成講座を開設するなどし、地域人材の掘り起こしを図っていく。
○高齢者の移動支援や買い物支援等について、施策の充実を図る。

④

・雲南市シルバー人材センター補助事業により、高齢者の就労の場の確保がなされ、社会参加を促進した。
・高齢者いきいきサロンへ多くの方が参加された。
・地域自主組織の活動を支援する中で、高齢者の社会参加の在り方の見直す組織があった。

老人福祉施設等の充
実

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

○生きがいを感じている高齢者の割合は3.5％減少、いきいきと暮ら
している高齢者の割合は1.9％増加、地域と交流があると感じる割合
は3.9％減少となってが、市民アンケートを行った全ての項目では、
ある程度の高い水準で推移していると判断する。

取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

・第5期介護保険事業計画に基づき、特別養護老人ホーム（50床分）及び地域密着型サービス３事業所（小規
模多機能型居宅介護１、認知症対応型共同生活介護２）の事業者の公募、選定を行った。

・認知症地域支援体制構築事業により、認知症の正しい知識の普及・啓発、早期発見のためのもの忘れ検診に取り組んだ。・特定高齢者
介護予防事業により、要介護状態への移行防止に取り組んだ。・福祉タクシー料金助成事業のほか、高齢者等タクシー利用料金助成事業
を試行的に実施し、高齢者の移動手段の確保に取り組んだ。・緊急通報システムの設置について助成を行い、随時機器が更新されてい
る。

⑤

基本事業

④

社会参加活動の促進①

自立支援とサービスの
充実
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

■  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割
●障がいのある方やその家族は、関係機関・障がい者団体等とのつながりをもち、困った
時は相談し、支援の必要な方は積極的に支援を求める。また、行事等へ積極的に参加す
る。
●障がい者団体は、魅力ある活動の展開に努める。
●住民は、障がいの理解を深め、ボランティア活動への積極的な参加、見守りや声掛けを
行う。
●協働により災害時・緊急時の支援体制を構築し、事業所は雇用・就労を促進する。

●在宅福祉サービス・相談の支援充実、地域生活への移行支援などを図
る。
●障がいの早期発見と保健指導の充実、医療費助成事業の充実を図る。
●施設の段差解消などの整備改善、安全に使用できる舗道への整備などを
図る。（バリアフリー）
●人権教育、福祉教育の充実を図る。（ノーマライゼーションの推進）

25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○障がいにかかる手帳所持者数は、現在約3,100人、その他医療証所持者等は967
人であり増加傾向である。○手帳所持者の身体障がい者数は微増、知的障がい者
数、精神障がい者数は増加傾向。また、自立支援医療（精神通院）受給者も増加傾
向となっている。○障害者自立支援法がH25年4月に障害者総合支援法に改正され
たことにより、更に地域移行・社会参加を進めていくことになる。○出雲養護学校の
雲南分教室がH27年度の開校が決定した。

○障がい者の移動の不便さ解消（市民バスの低床化、電光掲示板、車内放
送など、障がい種別に合わせたサービス提供）、精神科外来の充実、障が
い者にやさしい住宅の確保、市民の障がい者への理解、災害時・緊急時対
応の充実、就労支援施設の充実などを、障がい者やその親族などから求め
られている。○議会からは福祉施設の充実、バリアフリー化の推進、災害時
の支援などが求められている。

背
景
・
要
因

○松江市や出雲市に比べると、サービス事業所数が少なく、利用者の選
択肢が少ない。
○特別支援学校が市内にはなく、家族の負担が大きい。（近隣では、松江
市と出雲市のみにある。雲南市にはH27年度開校予定）
○他市に比べ、企業の絶対数が少ないため、就労支援の協力を要請でき
る企業数が少ない。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

実績

実績

15,626 16,210

7,5766,895

相談件数（事業所の相
談員が受けた件数） 件 19,364

6,874 6,829
自立支援サービ
ス利用件数

件 実績

19,661
(H20)

実績

Ａ）長寿障がい福祉課
Ｂ）市民アンケート調査で把握「あなたは、障がいのある方が社会参加しやすい環境であると感じますか？」
Ｃ）公共職業安定所で把握

２３年度 ２４年度区分 ２１年度単位

24.2 25.7 27.9

意図 ２２年度

％ 実績
障がいが
ある市民

24.9

２５年度

A)自立支援サービス利用決定者数は、少しずつ伸びてきているが、対象者の状況を考え、H21水準の維持を目標とした。　B)
障がい者が社会参加しやすい環境であると感じている市民の割合は、全国的に障がい者が社会参加しやすい環境づくりが
進んでいるため、成行値は少しずつ上昇すると予測する。目標値は様々な対策の実施により、最終年度で現状から約5ポイ
ント増加するよう設定した。　C)雲南圏域の企業への障がい者の紹介件数・就職件数は、大幅な増加は難しいが、今後ます
ます企業の社会的責務も問われてくるため、増加要因として作用するはずだと考え、少しずつ増加するよう設定した。

２６年度

目標

人

単位

実績
見込
実績
見込
実績

目標

区分

④

⑤

自立と社会参加の
促進

相談体制の強化

①

②

③
福祉サービスの充
実

実績

実績

障がいがあ
る市民

安心して暮らす。

市民
障がいに関することにつ
いて気軽に相談できるよ
うにする。

目標
実績

％

ハローワーク雲南（雲南圏域）
での紹介件数･就職件数 53・30目標

実績

件
53・2952・28

49･25 81･25 121・45
51・27

28.0 30.0
24.2 25.7 24.9 27.9

26.0

２４年度

506 443
２６年度

500

２５年度

500

基本事業名 対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

Ａ

Ｃ

39,949

日常生活を支障なく、いきい
きと安心して暮らす。

②意図（どのような状態にするのか）

市民

人口

成果指標

障がい者が社会参加しやすい環境
であると感じている市民の割合

自立支援サービス支給決定者
数

Ｂ

社会参加できる
ようにする。

成果指標
障がい者が社会参加し
やすい環境であると感じ
る市民の割合

Ｃ

Ｄ

Ａ）障がいの程度に合わせて、サービスを利用してもらうことで支障を取り除いてもらえているかどうかを把握できると考えた。
Ｂ）日常生活が支障なく送られているかどうかは、社会参加しやすい環境かどうかがバロメーターになると考えた。
Ｃ）安心して暮らしていくためには、雇用促進が必要であると考えた。

26.0

500

２３年度

500

79・47

451 445

２３年度 ２５年度２４年度

41,159

総合
計画
体系

25

２２年度２１年度

健康福祉総務課,健康推進課,学校教
育課,保健福祉課

対象指標

施策名

政策名

①対象（誰、何を対象としているのか）

平成

見込

単位

Ｂ

人Ａ

２１年度 ２２年度

42,428 41,917 41,159
区分

内田　孝夫

19 障がい者福祉の充実 関係課

Ⅲ 地域で支えあうくらしづくり
　　 《保健・医療・福祉》

施策主管課

施策統括課長

２６年度

長寿障がい福祉課

40,548 40,440
40,548

平成 298
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
■成果がどちらかと言えば向上した
□成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

■目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

○日中サービスの充実が必要である。
○移動支援のさらなる充実が必要である。

次年度の方針（案）

○相談支援事業の充実を図る必要がある。
○相談窓口とサービス事業所との連携を強化していく
必要がある。

○地域活動支援センター、デイサービスなど、日中サービ
スの充実を図る。
○移動支援について、バス・タクシー利用助成事業の制度
の継続・充実を図る。

基本事業

①
自立と社会参加の促
進

②

○自立支援協議会の地域生活支援部会で実施しているケース検
討会議を充実させていく。
○サービス事業所に働きかけ、指定相談事業所を増やしていく。
○障がい者虐待防止に向けて事業所等との連携を強化していく。

②

④

④

相談体制の強化

福祉サービスの充実
・障がい者個々に対するサービス利用計画を作成し、H26年度までに全対象者について完成するよう取り組
んでいく。

③

・障がい者虐待防止支援センターを設置した。・雲南圏域の自立支援協議会を設置し、相談体制等の強化と
連携を図った。・基幹型相談支援事業の事業者の設置について調整し、H25年度開設の予定である。・さくら
教室において保育所等訪問支援事業を開始した。

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

・障がいに対する理解を求める啓発活動を行っているが、引き続き理解向上を図る必要がある。・難病患者の交流会への
移動支援を行い、参加の拡大を図った。・障がい者(児)親の会との連携を図り、島根県に特別支援学級の整備を求め、
H27年度開校が決定された。・スペシャルオリンピックスの島根県の事務局が設置された。

福祉サービスの充実

区　分

相談体制の強化

今後の課題

⑤

○障がい者が社会参加しやすい環境であると感じる市民の割合
は、微増した。
○ハローワーク雲南(雲南圏域)での紹介件数は減ったが、就職件
数は増加した。紹介し就職につながった割合は59.5％であり増加し
た。

自立と社会参加の促進

・特になし

○地域全体で障がいへの理解を深めていく必要があ
る。
○相談支援の体制を強化していく必要がある。

○住み慣れた地域で、地域と関わりをもち、生きがいをもっ
て、いきいきと安心して暮らせる環境整備を図る。

○障がいへの理解を深めるため住民への啓発を進め
る必要がある。○手話通訳、要約筆記の人材確保が必
要である。○一般就労･福祉就労の場を確保し、工賃向
上を図る必要がある。○障がい者の社会参加を更に促
進していく必要がある。

○住民への啓発活動を行う。○手話通訳、要約筆記の人
材を養成、確保していく。○ハローワーク、アーチ（障がい
者生活･就業支援センター）及び事業者と連携を図り、職
場実習･就労支援を行う。○障がい者のスポーツやイベン
ト等への参加を促進していく。

施　　　策

基
本
事
業

⑤

背
景
・
要
因

取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

○障がい者が社会参加しやすいと感じる割合は、目標を上回った。
○ハローワーク雲南(雲南圏域)での紹介件数、就職件数とも目標を上回り、紹介し就職
につながった割合は、目標値から算定すると53.8％、対して実績値59.5％という状況で
あった。

《19 障がい者福祉の充実》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

③

①
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

■  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価） 平成 8

総合
計画
体系

25

政策名
Ⅲ 地域で支えあうくらしづくり
　　 《保健・医療・福祉》

健康福祉総務課

施策統括課長 梅木　郁夫

施策主管課

平成

施策名 20 低所得者の支援 関係課

3,821
3,400

Ａ
3,8323,426

２６年度

3,400

２４年度 ２５年度２２年度 ２３年度２１年度

3,400

Ｂ

3,400

6(10) 12(17)

3.82

Ｃ

Ａ

成果指標

２２年度２１年度

非課税世帯数

区分対象指標
3,767実績

見込
実績

Ａ）生活困窮者が保護に陥らず、生活保護から脱却する世帯が増えれば保護率が下がると考えた。
Ｂ）生活保護から自立する状態は、生活保護から自立した世帯数で把握できる。

長寿障がい福祉課,地域包括支援Ｃ,
子育て支援課,健康推進課,保健福祉
課

29

２６年度２５年度単位

単位

２４年度２３年度

4.30 4.463.98
4.0 4.0 4.0 4.0

10（16） 11(16)
8 887

自立のための指導
支援の充実

低所得者①
相談体制の充実・強
化

低所得者

②

③

④

低所得者

基本事業名 対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

低所得者

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

Ｄ

生活保護から自立した世帯数
（死亡･転出も含めた場合）

実績

実績

Ｂ

Ｃ

生活保護率

見込

世帯

実績
見込

世帯

‰

区分

目標
実績
目標
実績
目標

就労支援の充実・強
化

目標

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

意図
生活支援を受けら
れるようにする。

成果指標

生活保護率

Ａ）生活支援を受ける。
Ｂ）生活保護から自立する。

Ａ,Ｂ）健康福祉総務課で把握

２３年度 ２４年度区分 ２１年度単位 ２２年度 ２５年度 ２６年度

4.46‰ 実績 3.82 3.98

就労する。
相談により、就労
が決まった件数

件

4.30

6世帯 実績
生活を立て直
す。

生活保護から自
立した世帯数

- 5

10 11

49実績

12

実績

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●生活保護に陥る前に、生活に困窮した時は、早期に行政･民生委
員等へ相談するよう努める。
●生活保護から早期に自立できるよう努力する。

●生活保護制度の適正な運用を図る。
●生活保護世帯の自立に向け、関係機関と連携を図り支援する。
また、生活保護を受けられなかった世帯においても、関係機関と連
携し必要に応じて支援する。

Ａ）経済状況に当面の好転は期待できず、成行値は微増傾向を予測する。目標値は、就労支援員の配置などによる自立支
援策の強化で、現状から悪化させないことを目指す。
Ｂ）　同上

実績⑤

背
景
・
要
因

○生活保護制度については、法制度により適正に運用している。
（保護率「H25.3時点」県平均；8.64‰、松江市；13.57‰、出雲市；5.39‰、
安来市；6.61‰、雲南市；4.57‰）（保護人数「H25.3時点」県全体；6,129
人、松江市；2,815人、出雲市；916人、安来市；265人、雲南市；188人）
○就労支援員の配置が就労の増加につながった。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○経済状況が停滞する中、短期雇用の増加、安定雇用の減少及び中高年
のリストラ、失業者の増加、又は高齢化の進行により低所得者が増加傾向
にある。また、ケースが多様化している。○国の動向は、法改正が進められ
就労支援の充実と受給の適正化が図られる。○雲南市では、就労支援員を
配置し、対象者の就労機会の増加を図っている。

○低所得者からは、生活費を圧迫するとして、社会保険料（介護保
険料・後期高齢者医療費）の減額化を求める意見がある。

①
役
割
分
担
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

■目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

背
景
・
要
因

○生活保護率は、目標を4.0‰としているが、経済状況の停滞から年々悪化しており目
標を達成できなかった。
○自立した世帯数は、ケースワーカーや就労支援員、年金調査員の活動により目標を
上回る結果となった。

・就労支援が必要であると認められた者30名のうち、就労意欲喚起等支援事業により5名の就職につなげるこ
とができ、経済的自立に貢献した。

・自立支援プログラム策定実施推進事業により策定したプログラムに基づき推進したことで、生活保護の抑制
につながったと考える。今後もプログラムを見直していくことにより成果向上につなげていく。

取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

・特になし

○ケースワーカーの業務が複雑、多様化している。
○職員の体制強化とスキルアップを図っていく。
○関係機関と連携を図っていく。

○ケースワーカーの業務が複雑、多様化している。
○今後の総合センター見直しに伴う、窓口機能のあ
り方を整理してく必要がある。

○職員の体制強化とスキルアップを図っていく。
○民生委員、社会福祉協議会等の関係機関・団体との連
携を図っていく。
○窓口機能のあり方（本庁・総合センター）を整理していく。

○被保護世帯では疾患を抱える方が多いため、医療機
関、保健師等と連携し生活指導を行っていく必要があ
る。
○医療社会指導員により、定期的に訪問していく必要
がある。

○被保護者世帯の訪問を行い、被保護者の自立に向
けた支援プログラムを策定及び実施していく。
○医療機関、保健師等と連携し、適切な生活指導を行
う。

施　　　策

○経済環境が低迷しており、就労環境は厳しくなってい
る。
○ハローワークや関係部署と連携していく必要がある。
○就労には、企業・事業所等の協力が必要である。

⑤

基本事業

区　分 今後の課題 次年度の方針（案）

○ハローワークや企業、関係機関・団体と連携を図って
いく。
○就労支援員による活動を充実させていく。

②

③

・総合センターとの連携を密にするため、担当課長･担当者会議を定期的に開催した。
・民生児童委員に対し、生活保護制度の説明及び意見交換を行った。相談体制の充実・強化①

④

自立のための指導支援
の充実

就労支援の充実・強化

基
本
事
業

①
相談体制の充実・強
化

②

④

⑤

自立のための指導
支援の充実

③
就労支援の充実・強
化

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）
《20 低所得者の支援》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

○生活保護率は、経済状況の停滞が影響し、やや上昇した。
○就労支援員を配置していることにより、就労につながり生活保護
からの自立世帯もあっている。
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

●地域自主組織、社会福祉協議会など、関係機関との連携を図
る。
●地域福祉活動を担う人材を育成する。
●小地域福祉ネットワークや見守り活動など、地域福祉活動の組織
化と、それらの活動に参加・参画しやすい体制づくりを支援する。

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○高齢化が進み、高齢者世帯が増加し、平均寿命・平均自立期間
が延びる中、地域での福祉活動は益々重要になる。○災害等の緊
急事態の対応に不安をもつ人が多くなっている。○地域自主組織に
おける福祉を担う部署を地区福祉委員会と位置づけ、社会福祉協
議会とともに支援を行うよう整理した。

○住民意識には、地域での福祉活動が重要だとの認識はある。し
かし、人口減少・高齢化等により自治会、地区での活動の継続、充
実が困難な状況にある。
○個人情報保護が重要視される中、個人情報の取り扱いに関する
意見がある。

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●地域での助け合い、見守り等を通して日常生活の中で近隣との
良好な関係を築く。
●地域自主組織福祉部を基盤に自ら福祉活動に積極的に参加す
る。

①
役
割
分
担

背
景
・
要
因

○すべての地域自主組織に福祉を担う専門部が設置され、福祉
活動に参加する人は増えているが、他市と比較できる客観的デー
タがないため、比較できない。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

実績

実績

実績

市民、地
域自主組
織

実績
地域の実態に即した
福祉活動に取り組む。

地域で自主的に企画・実践し

た福祉活動の参加延べ人数

(地域福祉専門部の活動)
26,421 34,11216,540人

68.9％ 実績 65.1 69.2

２３年度 ２４年度

26,468

２２年度

地域で支えあう意識
を高める。

基本事業名 区分 ２１年度単位意図 成果指標

目標

Ａ）地域の中でボランティア活動をした市民の割合
　成行値は、地域自主組織福祉部の発足により多少は上昇していくと予測する。目標値は、福祉部の活動を支援することで
活動基盤を定着・充実させ、成行き以上の成果とする。
B)地域で自主的に企画・実践する福祉活動
　同上

地域福祉活動に関
心のある市民の割合

Ｄ

Ａ）市民アンケート調査で把握「あなたは過去1年以内に地域の中で福祉ボランティア活動をしたことがありますか？（※具体
的な活動例を示す）　Ｂ）地域福祉専門部の活動報告書（助成金対象事業の延べ参加者；健康福祉総務課）で把握

実績

２５年度 ２６年度

68.3

人

目標
実績
目標
実績
目標

実績
見込
実績
見込

％
実績

①
地域で支えあう意識
の高揚

実績
見込

対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

対象指標

Ａ

Ｂ

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

市民

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

地域で支えあう意識を高め、
福祉活動を実践する。

福祉活動の実践と
連携

②

③

④

⑤

市民

24.0 25.0

２６年度

23.4 24.9
22.0 23.0

20,000
26,421 34,112
19,000 19,500 20,000

16,540 26,468

21.3 23.0

Ｃ

Ｃ

人口

成果指標
地域の中で福祉ボランティア活動（見
守り、声かけなど）をした市民の割合

Ａ

Ｂ

Ａ）地域で支え合いの意識を高め、福祉活動を実践すると、福祉ボランティア活動をした市民の割合は増加に繋がると考え
た。
Ｂ）地域独自の福祉活動が推進されているかどうかは、地域での自主企画･実践福祉活動の量で把握できると考えた。

長寿障がい福祉課,地域包括支援Ｃ,
子育て支援課,健康推進課,保健福祉
課

地域で自主的に企画・実践した福祉活動
の参加延べ人数(地域福祉専門部の活動)

区分 ２１年度単位

41,917
単位 ２１年度

健康福祉総務課

梅木　郁夫

8

区分 ２２年度 ２４年度２３年度

29

２６年度２５年度

41,159

２４年度 ２５年度２２年度 ２３年度

40,548
41,159 40,548

25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

施策主管課

施策統括課長

施策名

40,440 39,949

関係課

人

平成

21 地域福祉の充実

42,428

総合
計画
体系

25平成

政策名
Ⅲ 地域で支えあうくらしづくり
　　 《保健・医療・福祉》
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
■成果がどちらかと言えば向上した
□成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

■目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

・地域自主組織に地域福祉推進委員を配置し、地域活動の充実は図られてきているが、今後は地域課題を
明確にし、その課題に沿った活動展開が必要である。

①

②

③

④

・地域自主組織及び専門部の活動により市民の地域福祉に対する意識の高揚が図られた。
地域で支えあう意識の
高揚

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

・特になし

○地域課題を明確にして、地域と社会福協議会、行
政の役割分担を明らかにし、地域ごとの課題解決に
つなげていく必要がある。

○地域課題を明確にして、地域と社会福祉協議会、行
政の役割分担を明らかにし、地域ごとの課題解決して
いけるよう支援していく。

○住民同士の支え合い(声掛け、見守り活動など）の
必要性を認識してもらう必要がある。

○地域住民同士のつながりを深める学習会等の開催を支
援していく。
○社会福祉協議会や民生委員、地域自主組織等と連携を
図っていく。

○地域ごとの課題を明確にし、活動展開していく必
要がある。
○福祉活動を担う地域の人材を育成していく必要が
ある。

福祉活動の実践と連携

⑤

施　　　策

基
本
事
業

①
地域で支えあう意識
の高揚

②
福祉活動の実践と連
携

○地域ごとの課題を明確にし、地域が活動展開していける
よう支援していく。
○地域福祉を担う人材に対する学習会等の開催を支援し
ていく。

④

⑤

区　分 今後の課題 次年度の方針（案）

③

《21 地域福祉の充実》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

背
景
・
要
因

基本事業 取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

○地域自主組織に専門部が設置され、地域福祉推進委員を置くなどの体制整備を図っ
たことで、目標を上回る成果につながっている。

○全ての成果指標において、成果は向上した。
　これは、地域自主組織の福祉部門が担っている活動により、一定
の成果が出ていることと考えられる。一方、参加する市民が固定化
され、その拡大や充実が図れていないという実情もある。
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

■  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

仕事と子育ての両
立支援

保護者
仕事と子育ての両立
ができるようにする。

子育てしやすい環境だ
と感じる市民の割合

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○少子高齢化により子ども数は減少の傾向にある。また、家庭環境につい
ては核家族や共働き世帯が増加傾向にある。○支援や保護に関する相談
件数が増加している。○県からの権限移譲により、養育医療及び育成医
療、未熟児訪問事業において市の関わりが強くなった。○国の子ども・子育
て新制度に伴う「子ども・子育て支援事業計画」の策定が義務付けられた。

○子育てに係る費用の軽減、施設におけるサービスのさらなる充実
及び小児医療体制の充実が望まれている。

51.4

背
景
・
要
因

○子育てしやすい環境だと感じる人の割合は、県政世論調査（職場、地
域、行政サービス別の視点）によると県平均50.5％に対して、市民アン
ケート結果では51.4％であり、ほぼ同水準となっている。
○保育所保育料は、県内で最も低い水準にある。県内他市の国基準に対
する4･5階層での軽減割合は、雲南市と同率で県内で最も低い浜田市が
60％、松江市66％、出雲市63～87％。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

⑤ 57.9 51.1 49.0％

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●人材育成やネットワークの構築など、地域の実情にあった、地域
による子育てを支援する。

●延長保育、病後児保育など、保育所・幼稚園での子育て支援策を充実す
る。また、地域と協働の子育て支援策（放課後児童クラブ、子育て支援セン
ター、ファミリーサポートセンター事業、放課後子どもプランなど）を実施す
る。
●子育てに掛かる費用（乳幼児医療費、保育料など）の負担軽減を図る。

保護者
安心して子育てで
きるようにする。

実績

整えられた環境
で育つ。

80
就学前まで

60
就学前まで

60
就学前まで

①国基準に対する第4･5階

層の保育料軽減割合 ②乳

幼児等医療費の無料化範囲

％
年齢

実績 80
３歳未満まで

10･15 13･67

健康で過ごす。
小中学生の病欠
割合

0.15 0.10

10・104 8・68

0.15

保育所待機児童数
(10/1基準)、幼稚園預
かり保育利用者数

人 実績

％ 実績

Ａ）市民アンケートで把握「自分の子ども（18歳まで）が心身ともに健全だと思いますか？」（対象；保護者のみ）　Ｂ）市民アン
ケート「あなたは、雲南市は子育てしやすい環境であると感じますか？」　Ｃ）国勢調査年以外は「島根の人口移動と推計人
口」（島根県統計調査課）による

２３年度 ２４年度区分 ２１年度単位 ２２年度 ２５年度成果指標

Ａ）既に高い水準に至っており、成行値は現状と同程度で推移すると予測する。目標値は、子育て支援策を推進することで９０％とする。
Ｂ）少子化、核家族化などの社会情勢により、制度的にも現状以上のサービス提供が想定され、成行値は必然的に微増する。目標値は、国の制
度改正に呼応した子育て支援策を推進することで子育て環境を充実させ、Ｈ２６年に６５％とする。
Ｃ）少子化と同時に人口減少の傾向も顕著である。成行値は、近年の傾向から同程度で推移すると予測する。目標値は、Ｂ）と同様に環境の充
実を図り、Ｈ２６年に７．５‰とする。

地域で育ててもらうこと
ができるようにする。

地域の子育てに参加
している市民の割合 27.5％ 実績 25.5 25.7 25.2

Ｃ

目標
実績

２６年度

子育て環境の充実

目標

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

意図

見込
実績
見込

Ｄ

％

‰

実績

目標
実績

Ｂ

区分

目標
実績

％

人

世帯

実績
見込

実績

子ども

基本事業名 対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

Ａ）子ども（乳幼児・児童・生
徒）
Ｂ）子ども（乳幼児・児童・生
徒）を持つ保護者

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

Ａ）心身ともに健やかに育
つ。
Ｂ）安心して子育てができ
る。

子どもの健康増進

経済的支援の充実

子ども①
地域における子育て
支援の充実

子ども

②

③

④

7.2 6.0
7.0

61.0 63.0
7.1

7.3 7.5
※未確定

64.0 65.0

7.2

49.0 51.4
90.0 90.0 90.0 90.0
88.5 93.5

57.9 51.1

88.5 89.9

２３年度

6,750

3,416 3,404 3,391 3,379

Ａ）子どもが健やかに育っているかどうかは、保護者の意識でしか把握できないと考えた。
Ｂ）子育てがしやすくなると出生率が上昇するはずであり、同時に市民の意識が変化するはずであると考えた。

市民環境生活課,健康推進課,学校教
育課,保健福祉課

29

２６年度２５年度単位

単位

２４年度

18歳までの子どもの数

18歳までの子どもを持つ世帯数

区分対象指標
6,6706,854

3,456 3,429

２２年度２１年度

Ａ

子育てしやすい環境だと感じる
市民の割合

出生率（人口千対）

Ｃ

Ａ

成果指標

Ｂ

自分の子ども（18歳まで）が心身と
もに健全だと感じる保護者の割合

２６年度２１年度

6,725 6,700

２４年度 ２５年度２３年度

6,541

２２年度

3,515 3,280

田中　孝治

施策主管課

関係課

6,398
6,775

総合
計画
体系

25

施策名 22 子育て支援の充実

政策名
Ⅲ 地域で支えあうくらしづくり
　　 《保健・医療・福祉》

子育て支援課

施策統括課長

平成 8平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
■成果がどちらかと言えば向上した
□成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

■目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

○子育てしやすい環境だと感じる市民の割合は、18歳までの子どもをもつ保護者では
高く68.8％となっているが、全体では51.4％であり目標値に11.6％達していない。
○自分の子どもが心身ともに健康だと感じる市民の割合93.5％であり、目標値を達成し
ている。

○子育てしやすい環境だと感じる市民の割合は、H23年度から2.4％
向上した。
○自分の子どもが心身ともに健康だと感じる市民の割合は、既に高
い水準で更に増加した。小中学生の病欠割合も減少した。

②

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

基
本
事
業

①
地域における子育て
支援の充実

②

①

施　　　策

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

・夢発見プログラム幼児期版に基づく一貫した保育（幼児教育）に取り組んでいる。
・地域で取り組まれている子どもの居場所づくり、子ども見守り隊、子育てサロンなどを支援した。

○家庭を取り巻く環境の変化により、児童虐待が増加
傾向にあり対策が必要である。（要保護児童相談件数
も増加）
○う歯の罹患率が高く対策が必要である。
○食育活動を進めていく必要がある。

○多様な保育ニーズを的確に把握するための調査
を実施する必要がある。

子どもの健康増進

《22 子育て支援の充実》

仕事と子育ての両立支
援

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

地域における子育て支
援の充実

背
景
・
要
因

・幼保一体化について、H25年度から木次こども園をスタートさせるよう取り組んだ。
・施設修繕を行い、保育環境の充実を図った。

③

子どもの健康増進

子育て環境の充実

○保育所保育料の軽減や医療費助成を維持していく。

⑤

経済的支援の充実

・「放課後児童クラブ」と「放課後子ども教室」を一体化して取り組んでいけないか。
→H19年度より検討しているが、難しいと思われる。それぞれのサービスで多くの違いがあるため、一体的に行うならば、住み分けや整理が
必要である。

○子どもが心身ともに健やかに育つ環境を整えてい
く必要がある。
○子どもを安心して生み、育てることができる環境づ
くりを進めていく必要がある。

○子どもが心身ともに健やかに育つ環境を整えていく。
○子どもを安心して生み、育てることができる環境づくり
を進めていく。

○地域全体で子どもを育てるようにしていく必要があ
る。
○子育て支援に取り組む保護者の情報交換の場を
もつことが必要である。

○しまね子育て応援パスポート「こっころ」を普及啓発し
ていく。
○世代間交流、異年齢児交流等を通じて、地域との連
携や交流を深めていく。

④ 経済的支援の充実
・保育所保育料の軽減（5歳児の基準額の上限設定等）を行っている。
・乳幼児医療助成制度の拡充（小学校就学児童まで）を検討し、H25年7月から開始する。
・一般不妊治療の助成制度を行った。また、特定不妊治療の助成制度を検討し、H25年度から開始する。

今後の課題

④

○育児休業制度など、職場への意識啓発を行ってい
く。
○保育ニーズに基づいた子ども・子育て支援計画を策
定する。

③

次年度の方針（案）

仕事と子育ての両立
支援

子育て環境の充実

○児童虐待ネットワークの構築、要保護児童相談の相談
体制を充実していく。○フッ化物洗口を継続して実施してい
く。○地元食材を使った食育を推進していく。○栄養指導、
乳幼児健診、歯科健診、育児相談や情報提供を行ってい
く。

○様々な制度を普及啓発していく必要がある。
○仕事と子育てを両立できる環境づくりが求められ
ている。

○保育ニーズに基づいた子ども・子育て支援計画を策
定する。

○保育料や医療助成等の子育て世帯すべてに対す
る制度は充実されつつある。

基本事業 取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

⑤

・乳幼児健診は受診率が高く、乳幼児の病気の早期発見に役立っている。・児童相談事業において、庁内連
携体制を見直し、多くの相談事案に対応した。・幼稚園や保育所へ専門家の訪問指導を開始した。・虐待予防
のための教室を開始した。・保健師による新生児への全数訪問に取り組んでいる。

・三刀屋及び木次幼稚園での預かり保育事業（長期預かり・一時預かりを実施）により、働く保護者へのサー
ビスの充実が図られた。・放課後児童クラブの利用者増加に伴う対応を検討した。

区　分
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

■  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

○「雲南市立学校適正規模･適正配置基本計画」に基づき、子どもの健全な「育ち」「学び」
を最優先とした上で、学校統合等を進めている。○国においては、学習指導要領が改訂さ
れた。（授業時数の増、確かな学力の定着、わかる授業の展開）○指導支援グループ、
SSW、スクールカウンセラーなどにより、不登校・生徒指導対応等の体制強化を図ってい
る。○社会教育と連携して不登校対応プログラムを実施している。○雲南市独自の夢発見
プログラムを市内全ての保幼小中で推進している。○本市では、学力向上検討委員会を
組織し、学力調査の分析と今後の取り組みを検討している。

○住民からは、子どもの教育環境の充実面等を考え学校統合を望む声と、
地域に子ども（学校）がいなくなることの地域の衰退を防ぐため、反対する声
がある。
○議会からは、学校統合について住民合意の確保について意見がある。
○夢発見プログラムの推進を求める議会意見がある。
○教育相談・支援が必要な児童生徒への支援体制の充実が望まれている。

背
景
・
要
因

○将来の夢をもっている児童生徒の割合は、H24年度全国調査で69.8％、となって
おり、雲南市の小学生86.1％・中学生75.9％は高い水準と考える。これは、夢発見
プログラムによる夢発見ウィークや幸雲南塾の取り組みが効果を上げていると言え
る。
○学力調査の結果は、小中学校ともに県平均とほぼ同水準である。
これは、学校の日々の指導の取り組みが成果を上げていると言える。
○毎日朝食を食べていない児童生徒は、ほぼゼロであった。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

地域の力を活用で
きるようにする。

実績

学校の勉強や活動で地域の

人によくお世話になっている

と思う児童生徒の割合
％

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割
●家庭では、子ども達の心身の健康を育み、生活体験を通して生
活習慣や善悪の判断等規範意識の基盤をつくる。
●地域では、子ども達が安心して活動できる安全な地域づくりを進
め、子ども達に多様な体験の場を提供する。
●地域は、学校現場への積極的な関わりを持つ。

●児童生徒の個に応じた教育環境をつくる。
●支援が必要な児童生徒への支援体制を充実する。
●確かな学力の定着と、社会生活における生きる力を醸成する。
●児童生徒が安心して学習できる安全な環境をつくる。
●教員の教育力・資質向上を図る。

79.4 88.3-

①小73.1中81.8

②小85.9中68.6

③小20.7中30.0

①80.8・86.4

②91.9・88.1

③21.0・30.6
実績

90.5実績

80.8
60.3

79.1
69.9

①84.6・90.9

②96.9・69.6

③27.3・27.7

①90.0・100.0

②97.4・69.6

③29.8・26.1

充実した教育施設・設備
を利用できるようにす
る。

①耐震化率
②図書充足率
③理科備品充足率

％

100

小83.6
中71.5

％ 実績
質の高い教員の
指導を受ける。

学校の授業がわかる
と答えた児童生徒の
割合

78.0
66.5

100

Ａ）学力調査の結果　・県の調査は小３～中３まで実施　・全国調査は小６･中３の抽出調査　Ｂ）スポーツテストの結果　・毎
年５月６月に実施、教育委員会経由で県に提出（提出時に集計）　Ｃ）生活実態調査の結果　Ｄ）島根県教育委員会調査で把
握

２３年度 ２４年度区分 ２１年度単位 ２２年度 ２５年度意図

ポイント

充実した教育を受
ける。

成果指標

独自プログラムの
実施率

100％ 実績 100

２６年度

目標
％

A）成行き値は同程度で推移すると考えた。目標値は、それよりも向上を目指すべきと考え設定した。
B）成行き値は上昇していくと考えた。目標値は、成行き値が十分高いため、同水準で設定した。
C）成行値は同程度で推移すると考えた。目標値は、夢発見プログラムを推進することにより、5ポイント程度向上させるよう設
定した。
D）成行値は同程度で推移すると考えた。目標値は、H22からの専任指導主事の配置により、減少させていくよう設定した。

Ｄ
0.51･2.20 小0.50・中2.0

小0.55･中3.20

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

実績
見込
実績
見込

実績
区分

％

目標

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

児童・生徒
（小学校・中学校の児童生
徒）

実績

Ａ

Ｃ

学力調査の結果（県平均との
差：小学6年・中学3年、国語）

ポイント

目標

実績
見込

実績

実績
目標

小86.3・中68.3 85.9・76.5

⑤

学校支援の充実

児童・生徒① 教育内容の充実

④

②

③

児童・生徒

0.3･1.0 小0.3・中1.0

0.53･2.70

63･41
86.9・75.7

0.49・3.3

0.52･2.40

小64・中42

生きる力を身につける。
→生きる力とは？・基礎基本
（知・徳・体の面）を身につけ
て、課題を見つけ、判断する
能力

基本事業名

教育施設・設備の充
実

児童・生徒

教員の指導力の向
上

児童・生徒

対象

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

目
　
的

0.45･3.37

62･40
0.33・3.69

61･39
86.1・75.9

1.5･2.5 小1.5・中2.51.5･2.5

▲0.1・0.3 ▲0.8・▲0.1

２５年度

0.3･1.0 0.3･1.0
▲8.4・0.5

▲2.7･▲1.3小▲1.4･中1.0

0.28・0.65

1.5･2.5

単位

スポーツテストの結果（県平均との
差：小学5年・中学2年、男女平均）

２６年度

中学校の生徒数 人

小1.8･中3.8 2.3･2.9

成果指標

Ｂ

不登校児童生徒の割合

Ａ）Ｂ）生きる力を身につけるためには、知力、体力が必要であり、その基礎基本が身についているかどうかを把握する必要
があると考えた。　Ｃ）徳力を総合的に把握するものとして、「将来かなえてみたい夢がある」かどうかが重要であると考えた。
Ｄ）生きる力を身につけるためには義務教育を受ける必要があるが、雲南市の不登校児童生徒の割合は県平均よりも高い
ので、今後も指標としてみていく必要があると考えた。

2,016
1,197 1,157 1,164

「将来かなえてみたい夢がある」と答え
た児童生徒の割合（小学6年・中学3年）

1,889

1,187 1,169 1,130 1,123
1,151

２１年度

1,936

２３年度 ２４年度２２年度

Ｂ

2,1872,244
Ａ

Ｃ

学校教育課

対象指標
2,101

地域振興課,長寿障がい福祉課,教育
総務課,社会教育課

人

２６年度２５年度単位
2,051

小学校の児童数
2,057

施策統括課長

２４年度２３年度２２年度２１年度区分

加納　忠夫総合
計画
体系

25

施策名 23 学校教育の充実 関係課

施策主管課

平成 25 平成 8

政策名
Ⅳ ふるさとを愛し豊かな心を育む教育と文化の
まちづくり　《教育・文化》

29年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

■目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

基
本
事
業

① 教育内容の充実

②

⑤

基本事業 取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

・学校支援員配置事業により、学校支援員延べ37名を配置し、支援の必要な児童に対して学校生活支援を行った。・不登校対応
プログラムを実施した。・スクールカウンセラーを市内全小中学校に配置し、また、SSWを市内1名配置しているが、事案が多く、体
制の強化が望まれる。・特別支援学校分教室の設置について県教育委員会と検討し、H27年度設置が決定した。

・特になし

○学校･家庭･地域の連携を図っていく必要がある。
○保･幼･小･中の一貫性･連続性をもたせた教育を
推進していく必要がある。

○学校･家庭･地域の連携を図っていく。
○保･幼･小･中の一貫性･連続性をもたせた教育を推
進していく。
○学校適正規模適正配置基本計画に基づいて、PTA・
地域・学校と話し合いを進めていく。

○見直しをした夢発見プログラムの周知と着実に実施
していく必要がある。
○教育支援コーディネーター、社会教育コーディネー
ターの制度を活用し、教育内容を充実していく必要があ
る。

○教育支援コーディネーター、社会教育コーディネーターが学
校・家庭・地域を連携させ社会全体で子どもを育てる仕組みを
つくっていく。
○授業の工夫や時数の確保を図っていく。
○小学校における英語教育の取り組みについて検討する。

○保･幼･小･中の一貫性のある教育を推進していく必
要がある。
○各種研修会に積極的に参加していく必要がある。
○中学校区で教員間の交流・研修を進めていく必要が
ある。

○各種研修会に積極的に参加していく。
○保･幼･小･中の一貫性のある授業の開発に努める。
○中学校区単位で小中学校の授業を積極的に公開すること
により、幼保で取り組む共通題材の発展性を考える。
○教職員が授業改善のための情報交換をする。

④

○学校支援員、介助員を引き続き配置する。
○学校教育を支援し、社会教育を担うコーディネーターを引き
続き学校に配置する。
○地域ボランティアの積極的な学校への参画を求めていく。
○支援が必要な児童生徒に対する支援体制を強化していく。

③
教育施設・設備の充
実

○体育館等の天井等落下防止対策を進めていく必要
がある。○学校図書・備品の充足率を向上させる必要
がある。○スクールバスの計画的な更新が必要であ
る。○学校給食センターの統合整備を進める必要があ
る。

○体育館等の天井等落下防止対策を進めていく。
○学校図書・備品の充足を計画的に進めていく。
○スクールバスの計画的な更新を図っていく。
○学校給食センターの統合整備を検討していく。

学校支援の充実

⑤

○学校支援員、介助員の継続的な配置が必要である。○学校教育を支
援し、社会教育を担うコーディネーターの継続的な配置が必要である。
○地域ボランティアの積極的な学校への参画を求めていく必要がある。
○スクールカウンセラー、SSWの関わりが必要な児童生徒に対する支
援体制（人的配置、組織強化・連携）が必要である。

《23 学校教育の充実》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

④

教員の指導力の向上

教育施設・設備の充実③

背
景
・
要
因

教員の指導力の向
上

区　分 今後の課題

学校支援の充実

・小中学校耐震化事業により、H24年度4校を耐震整備した。
・特別支援学級2校を新設した。
・学校図書、備品の整備や更新を随時行っているが、特に充足率の低い理科備品の整備は課題である。

次年度の方針（案）

施　　　策

○学力調査の結果は、目標値に比べ低い。
○将来かなえてみたい夢があると答えた児童生徒の割合は、小・中学生ともに目標値を上
回っている。これは、夢発見プログラムの成果だと言える。
○不登校児童生徒の割合は、小学生で目標値を下回り、中学生では上回った。

○学力調査の結果は、横ばい状態と判断できる。○将来かなえてみたい夢がある
と答えた児童生徒の割合は、小学生は0.8ポイント低下し、中学生では0.2ポイント
向上した。夢発見プログラムの成果により既に高い水準にあると判断する。○不
登校児童生徒の割合は、中学校は昨年に比べ減であるが、小学校では増加傾向
にあり、引き続き支援・対策が必要である。○理科備品等の充足率は徐々には向
上しているが、依然として低く、これを高めていく必要がある。

②

・指導支援グループ（指導主事）による学校訪問を行った。
・特別支援教育の観点からの学校訪問を行った。
・いじめ防止、体罰防止の教職員研修を実施した。

・夢発見プログラムを実践している。（夢発見ウィーク、幸雲南塾inさんべ、お弁当の日等）
・夢発見プログラムの保幼小中の一貫したプログラムへの見直しを行った。
・中学生を対象として高校生や大学生が関わるカタリバ事業等を実施した。

教育内容の充実①
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

■  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

背
景
・
要
因

○H24年度県政世論調査（趣味や教養を高めるために講座の受
講、後援会への参加、習い事、自主学習などに取り組んでいます
か。）によると、島根県全体の生涯学習に取り組んでいる人の割合
は、31.8％である。雲南市市民アンケートでは35.5％であり、比較
するとやや高い水準にある。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○高度情報化社会の進展により、インターネットを利用した生涯学
習の取り組みが増えている。
○ライフサイクルや経済情勢などが、住民の学習意欲に影響する。

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●自ら進んで学習に取り組む。
●市民の学習を支援するための積極的な情報提供など、学習環境
の充実に努める。

○生涯学習活動の確実な推進を求められている。

実績

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

Ａ）日頃から学習活動を行っている市民の割合
　成り行き値は、近年の傾向から同程度で推移すると考える。目標値は、社会教育コーディネーターや地域自主組織生涯学
習部の取り組みなどで意識向上を促し、毎年１ポイント上昇させる。

実績

43.1 37.5学習環境の充実 市民 実績
充実した施設・設備を
利用できるようにす
る。

生涯学習環境が整っている

と感じている市民の割合 46.7

２６年度

6・116
253・6646

5・73
298・6753

9・333
85･1687

9・316
62･1428

回･人

％

実績

実績

２４年度区分 ２１年度単位 ２２年度

38.9

２５年度

目標
実績
目標

市民アンケート調査で把握　「あなたは、自らの教養を高めるために日頃から学習活動を行っていますか？」

２３年度

Ｂ

市民大学講座・出前講
座の回数、参加者数

実績
見込

見込

目標

単位

実績

実績

人

％

Ｄ

Ａ

Ｃ

生涯を通じて人生を豊かにするために学ぶ状態とは、日頃から学習活動を行っている状態であると考えた。

学習の機会を確
保する。

２６年度
見込

実績

① 学習機会の提供

生涯を通じて、人生を豊かに
するために学ぶ。

市民

意図

④

⑤

成果指標基本事業名 対象

②

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

③

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

実績

目標 36.0 37.0 38.0 39.0
35.6 39.6

Ａ

実績

39,94940,548

生涯学習活動を行っている市
民の割合

34.2 35.5

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

市民

対象指標

Ｃ

Ｂ

地域振興課,学校教育課

29

２６年度２５年度

小川　浩

人口

成果指標

２４年度２３年度区分
41,917 41,159

区分 ２１年度

42,428
２２年度２１年度

２３年度

単位

２２年度 ２４年度 ２５年度

40,548
41,159 40,440

平成 平成 25 8

総合
計画
体系

施策名 24 生涯学習の推進 関係課

政策名
Ⅳ ふるさとを愛し豊かな心を育む教育と文化の
まちづくり　《教育・文化》

施策主管課

施策統括課長

社会教育課

25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

■目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

・図書館業務の民間委託により、図書の返却等、利便性が向上した。

・市民大学、出前講座の実施により、市民に学習機会を提供した・地域自主組織で行う生涯学習活動に対し、地域づくり担
当職員の支援や、交付金の交付により支援を行った。　・国際文化交流会事業では、小中学生を対象とした英語スピーチ
コンテストや早稲田大学留学生の受け入れ等を行い、国際的視野をもつ市民への学習機会の提供に役立った。

基本事業

学習機会の提供①

④

③

基
本
事
業

学習環境の充実

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

学習環境の充実

区　分 今後の課題

○交流センターなどの生涯学習施設を適正に管理し
ていく必要がある。

○交流センター整備・改修について、交流センター施設
整備計画を指針とし対応を図っていく。
○図書館等の生涯学習施設の整備・改修について計
画的に実施していく。

④

・特になし

○地域自主組織との情報交換に努め、交流センター
を拠点とする生涯学習活動を支援していく必要があ
る。

○地域自主組織との情報交換に努め、交流センターを
拠点とする生涯学習活動を支援していく。

○地域自主組織の生涯学習活動を充実させる必要
がある。

○地域自主組織に対する情報の提供や人材育成を支
援していく。

③

背
景
・
要
因

○生涯学習を行っている市民の割合は、目標値には1.5％達していない。要因は子育て
世代が低い実績になっており、目標値より低い実績となった。

次年度の方針（案）

施　　　策

⑤

⑤

① 学習機会の提供

②

《24 生涯学習の推進》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

○生涯学習活動を行っている市民は、前年に比べると1.2％増加し
ているが、H21年度からの平均は36.2％であり、H24年度実績を比
較するとほぼ同水準である。

②
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

■  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

背
景
・
要
因

○家庭で子供と話をしている保護者の割合は、雲南市内では
89.9％に対し、同等の質問に対しての県内平均の割合は75.1％と
なっており14.8％雲南市が高い状況である。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○人口減少や少子高齢化が進み、核家族も増加傾向にある。加えて、経済
状態の低迷などにより、家庭のゆとりが失われ、団欒時間の減少や家庭の
教育力が低下することが懸念される。○高度情報化社会の進展により、青
少年が事件や事故に巻き込まれる危険が増加している。○地域自主組織等
での通学合宿や野外活動等が盛んに開催されるようになり、地域で子供を
育てる取り組みが広がってきた。

○特に意見や要望は受けていない。

25.7

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●市民総ぐるみで「地域の子どもは、地域で育む」という機運を醸成
する。
●放課後こども教室、登下校時の防犯ボランティアなどにより、青少
年が安心して健やかに暮らせる環境づくりに努める。

●関係機関・団体と連携し、青少年健全育成の活動を推進、支援す
る。

⑤

Ａ）タスポの普及や酒類販売の年齢確認などの喫煙、飲酒対策により一定の成果が得られたと考える。このことから、成行値は同程度で推移す
ると予測する。目標値は、関係機関等と連携をとりつつ、地域自主組織が主体となって、地域ぐるみでの青少年の健全育成に向けた環境づくり
を更に進めることが可能と考え、年間４０人以下とする。 Ｂ）成行値は、これまでの経過から同程度で推移すると予測する。目標値は、既に８割
を超えていることから大幅な増加は望めないが、「ノーメディアの日」や「お弁当の日」などを推進することで、Ｈ２６年に８３％まで上昇させること
目指す。 Ｃ）成行値は、現状程度を予測する。目標値は、現状の４人に１人という値を既に高い水準であると考えるが、啓発活動を継続し、地域
自主組織などの活動の活性化により、Ｈ２６年には３人に１人の水準を目指す。

実績

25.2 27.5青少年の保護
者、地域住民

連携して青少年の育
成活動に取り組む。

88.7実績
家庭の教育力を
高める。

青少年の育成活動に参
加している市民の割合 ％ 実績 25.5

家庭で子どもと話をして
いる保護者の割合 ％ 89.9

348 338

88.8

67.0
地域の行事等に参加し
ている割合（児童生徒の
生活実態調査）

66.9

172件 実績 219

単位 ２２年度

安心して青少年を
育むことができる。

雲南市教育相談セン
ター延べ利用者数

81.9

２５年度

79.4％ 実績 64.7

意図
たくましく生き抜く
力を身につける。

成果指標

Ａ)雲南警察署で把握　Ｂ-1）市小中学校生活実態調査「昨日は、家族と話したり、楽しんだりする時間がありましたか。」　Ｂ-
2）市民アンケート調査で把握「あなたは地域で地域の子ども（自分の子ども以外）を育てる活動をしていますか？」

２３年度 ２４年度区分 ２１年度

目標
実績
目標
実績

２６年度

家庭の教育力向上

目標

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

Ｄ

実績
見込
実績
見込

人

人

％

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

実績
見込

実績

Ａ）社会でたくましく生き抜く
力を身につける。
Ｂ）家庭・地域の教育力を高
める。

Ｂ

Ｃ

補導人数（雲南圏域）

区分

青少年、青少
年の保護者

家庭で子どもと話をしている保
護者の割合

基本事業名 対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

市民
（市内の青少年（就学後１８
歳未満）、その保護者、地
域）

相談支援体制の充
実

地域の体制強化

青少年①
交流・体験活動の推
進

青少年の保
護者

②

③

④

25.5 25.7
27.0

81.5 82.0
25.2

31.0 33.0
27.5

82.5 83.0

29.0

40 40 40
88.8 89.988.7

77 40
40
52 62

40,440

２１年度 ２４年度 ２５年度２２年度 ２６年度２３年度

Ａ）社会でたくましく生き抜くためには、補導が少ない問題行動の発生件数　Ｂ-1）家庭教育の基盤は家庭での会話であり「会
話のないところに家庭教育はない！」ことから、家庭での会話実態を成果指標とした。　Ｂ-2）地域で地域の子どもを育ててい
るかどうかは、青少年の育成活動に参加している市民がどの程度いるのか把握する必要があると考えた。（自分の子ども以
外を指導育成しているかどうか）

地域振興課,危機管理室,健康福祉総
務課,子育て支援課,健康推進課,学校
教育課

29

２６年度２５年度単位

単位

２４年度２３年度

40,548

２２年度２１年度

人口

区分対象指標
41,91742,428

青少年の育成活動に参加して
いる市民の割合

Ｃ

Ａ

成果指標

Ｂ

81.9

％

目標
実績

39,949
41,159

施策名 25 青少年健全育成の推進 関係課

40,548
41,159

Ａ

総合
計画
体系

25

政策名
Ⅳ ふるさとを愛し豊かな心を育む教育と文化の
まちづくり　《教育・文化》

社会教育課

施策統括課長 小川　浩

施策主管課

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価） 平成 8
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
■成果がどちらかと言えば向上した
□成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

■目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）
《25 青少年健全育成の推進》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

○補導人数は52人から62人に増加した。
○家庭で子どもと話をしている保護者の割合は、「お弁当の日」等の取り
組みにより、年々増加傾向にある。
○青少年の育成活動に参加している市民の割合は、地域自主組織等の
積極的な活動により、年々増加傾向にある。

取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

・青少年育成協議会補助事業により、各関係機関が連携、協力して青少年健全育成に取り組んだ。・学校支援地域
本部事業により、地域と子どもの関わりが増え、地域住民の意識も変わりつつある。・地域自主組織による振る舞い
向上活動や子どもの見守り、通学合宿や野外活動等が積極的に開催され地域で子供を育てる体制が強化した。

基
本
事
業

①
交流・体験活動の推
進

②

④

⑤

②

③

・放課後子ども教室推進事業や学校支援地域本部事業により、子どもと地域の関わりあいが増えてきてい
る。これにより、地域住民の意識も変わりつつあると考えられる。・青少年海外視察等派遣事業では、リッチモ
ンドとの相互交流により、たくましく生きる子ども達の育成に役立った（中・高校生7名参加）。

交流・体験活動の推進①

相談支援体制の充
実

○不登校対応プログラムを実施していく。
○雲南市教育相談センターでの相談体制を充実させてい
く。
○地域（民生児童委員・主任児童委員）との連携による相
談・支援体制を充実していく。

③ 家庭の教育力向上

○通学合宿やふるさと教育など、地域と学校が連携し
た活動を実施していけるよう引き続き推進していく。
○情報を共有し、関係者間の連携をさらに深めていく。

○子どもを育む地域力をさらに醸成していく必要が
ある。

○親学プログラムをさらに充実していく必要がある。
○子どもに正しい生活習慣を身につけさせる必要が
ある。
○一家団欒の時間を確保していく必要がある。

○研修会に参加し、親学の指導者を養成していく。
○お弁当の日を引き続き実施していく。

地域の体制強化

背
景
・
要
因

○補導人数はやや達していないが、家庭で子どもと話をしている市民の割合は目標を
達しており、地域での青少年育成活動の参加率は目標値には達していないが増加して
いる。

・特になし

○市民総参加による青少年健全育成に取り組み、
少年非行の未然防止やいじめ防止等に努めるととも
に、犯罪等から守る必要がある。

○引き続き、市民総参加による青少年健全育成に取り
組み、少年非行の未然防止やいじめ防止等に努めると
ともに、犯罪等から守る。

○地域の良さを認識し、地域の人などと交流し、たく
ましく生き抜く力を身につけていく必要がある。

○地域自主組織、コーディネーター等により、ふるさと
学習、体験活動を実施していく。
○青少年等海外派遣、相互交流により、異文化を感じ、
たくましく生き抜く子ども達を育成していく。

○様々な体験を通じて、社会性を身につけ、学校へ
の復帰を促す必要がある。

⑤

基本事業

区　分 今後の課題 次年度の方針（案）

施　　　策

④

相談支援体制の充実

家庭の教育力向上

地域の体制強化

・親学講座の開催や「うんなん家庭の日」（第3日曜日）に取り組んだ。
・「お弁当の日」を全小中学校で取り組んだ。

・雲南市教育相談センター（愛称：ふぁーすと）で、相談支援を行った。
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

■  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●人権・同和問題に対しての正しい知識と理解を深め、自分の問題
として捉え、暮らしの中で実践する。

●雲南市人権施策推進基本方針等に基づき、地域の実情をふまえ
た教育・啓発活動を推進していく。

背
景
・
要
因

○県が実施した「人権問題に関する県民意識調査（H23実施）」によると、①「過去
に自分自身が差別や人権侵害を受けたことがある。」割合は県平均27.2％、松江・
安来27.4%、出雲27.8%、浜田23.5%、益田28.7%、隠岐25.0%、雲南28.0%であった。
（参考；市独自アンケートでは、過去１年に受けた割合11.2%）②「他人の人権を侵
害したことがある。」割合は県平均8.1％、松江・安来6.9%、出雲7.8%、浜田8.3%、益
田12.8%、隠岐7.5%、雲南8.4%であった。（参考；市独自アンケートでは、過去１年に
侵害した割合3.6%）

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○ゆとりのない生活が続くと、平和や人権に対する住民意識が低下すること
が懸念される。
○地域での活動は、地域自主組織が主体的に取り組んでおり、行政として
さらなる活動支援が必要である。

○市民から、住みよい明るいまちづくりに向けて、人権・同和教育、
啓発活動の取組みの継続を求められている。
○様々な差別への啓発活動の強化を求められている。

実績

実績

4 4

105115

活動団体数 団体 4

94 115相談件数 件 実績

4実績

Ａ）市民アンケート調査で把握「あなたは、ご自身が差別や人権侵害を受けたことがあると感じますか？」　Ｂ）市民アンケート調査で把握「あなた
は、他人の人権を侵害したことがあると思いますか？」　Ｃ）市民アンケート調査で把握「あなたは、過去１年間で平和に関する活動や式典等に
参加しましたか？」（具体的には、平和賞応募･式典参加、講演会、記念館見学、戦没者追悼式参加、ボランティア活動などを指す）

２３年度 ２４年度区分 ２１年度単位

24.6 18.1％ 実績

目標

Ａ）人権･同和問題の解決は、全国民が願うところであることから、地域実情にあった取り組みを推進していく。　目標値は、地域・世代にあった継
続的な活動を実施することで、Ｈ２６年に現状から５ポイント程度減少させることとする。　Ｂ）成行値は、現状程度で推移すると予測する。目標値
は、人権意識が向上すると人権侵害に気づく市民も増加するため、Ａ）と同様の取り組みにより上昇すると見込むものの、相殺されてAほどの増
加は期待できないと考え、１ポイント程度の向上とした。　Ｃ）成行値は、取り組みをしなければ同程度で推移すると予測する。　市は「『平和を』の
都市宣言」をしており、平和に関する活動の場を増やし意識向上を図っていくことから、Ｈ２６年には２０％の市民が活動に参加するようになるこ
とを目指す。

２６年度

11.2

意図 ２２年度

％

単位

実績

目標
実績

実績

目標
実績

⑤

平和と人権・同和問題の
正しい理解と認識の促進

活動団体の育成支
援

①

②

③ 相談体制の充実

15.0

市民
平和と人権・同和問題に
対して適切に対応・対処
する。

市民
平和と人権・同和問題に
対して仲間を作って行動
する。

④

市民 16.6

２５年度

9.9

％

20.0目標
実績

平和に関する活動に参加してい
る市民の割合

％
18.016.0

12.4 13.1 12.4

22.0

15.0
16.2 9.5 8.3 3.6

15.0 15.0

20.0

２２年度

23.0

２５年度

21.0

２３年度 ２４年度

24.6 18.1 16.6 11.2
２６年度

基本事業名 対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

平和の意義を理解するととも
に、人権を守り、お互いを尊
重しあう行動をする。

②意図（どのような状態にするのか）

市民

①対象（誰、何を対象としているのか）

Ａ

Ｃ

39,949
人口

成果指標

Ｂ

他人の人権を侵害したことがあ
ると思う市民の割合

自分自身が差別や人権侵害を受け
たことがあると感じる市民の割合

Ｂ

平和と人権・同和問題に
対して正しい認識を持
つ。

成果指標
自分自身が差別や人権侵害

を受けたことがあると感じる

市民の割合

Ｃ

Ｄ

Ａ）Ｂ）人権を守り、お互いが尊重しあう行動ができているかどうかは、差別や人権侵害を受けたことがあるかどうか、他人の
人権を侵害したことがあるかどうかの意識調査が必要だと考えた。　Ｃ）平和に関する活動等に参加すれば、平和の意義を
理解することにつながると考えた。

29

２６年度２５年度２４年度

人権推進室

8

14.0

２３年度

Ａ

総合
計画
体系

25

２２年度２１年度

学校教育課,社会教育課,人権教育室

対象指標

施策名

政策名

平成

41,917

区分 ２１年度
見込

見込
実績
見込

人

単位
実績 42,428

平成

区分

上田　浩

26 平和と人権の尊重 関係課

Ⅳ ふるさとを愛し豊かな心を育む教育と文化の
まちづくり　《教育・文化》

施策主管課

施策統括課長

41,159
41,159 40,548 40,440

40,548
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
■成果がどちらかと言えば向上した
□成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

■目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

・全日本同和会島根県連合会雲南支部、部落解放同盟島根県連合会雲南支部などの活動を継続的に支援
した。

○同和地区生活相談体制を維持していく必要があ
る。
○関係する相談機関･団体との連携が必要である。

①

平和と人権・同和問
題の正しい理解と認
識の促進

活動団体の育成支
援

今後の課題 次年度の方針（案）

④

④

活動団体の育成支援

相談体制の充実

⑤

○同和問題の解決を図るためには、運動団体との
連携が不可欠である。

・同和地区生活相談員を4名配置し、同和地区における諸問題に関する相談を実施した。

② ○運動団体との協力関係を保ち、連携を図っていく。

②

③

基本事業

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

・地域での研修では、定例公開講座や同和問題地域講座を行った。なお、地域講座については市内全域での開催とした。・市内教職員に
対する人権、同和研修を充実した。・学力・進路保障運営事業により、子どもと保護者、地域、学校、行政の交流による信頼関係の構築を
図った。・市職員等研修では、市立病院や広域連合の職員等を含む全職員を対象に研修を実施した。

相談体制の充実

区　分

○同和地区生活相談員の研修等を実施していく。
○関係する相談機関･団体との連携を図っていく。

○「人権侵害を受けたことがある」割合、「人権侵害をしたことがあると
感じる」割合は、継続的な学習会等の成果により、ともに減少していると
考える。
○「平和に関する活動に参加している」割合は、取り組みを継続しては
いるが微減した。

平和と人権・同和問題
の正しい理解と認識の
促進

・特になし

○研修会等を継続し、正しい理解と認識を深めてい
く必要がある。
○相談機関、運動団体と連携を図っていく必要があ
る。
○市民が平和の意義を理解し、実践につながってい
くことが必要である。

○研修会等を継続し、正しい理解と認識を深めていく。
○相談機関、運動団体と連携を図っていく。
○平和の意義を理解し、実践できるよう取り組んでい
く。

○各地域で人権･同和問題の研修･学習会を積極的に
企画し継続していく必要がある。
○幅広く多数参加してもらえる研修･学習会を企画して
いく必要がある。

○地域自主組織、自治会、教職員、行政職員等に対する研修
会や講座を継続していく。
○地域自主組織等への講師紹介や研修会開催に関する情報
提供をしていく。
○同和問題地域講座を各地域で開催していく｡

施　　　策

基
本
事
業

⑤

背
景
・
要
因

取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

○人権･同和問題に関する研修会に、幅広く多くの方に参加していただくように、「定例公開講
座」を地域に出掛けて開催。　「同和問題地域講座」を地域自主組織や自治会等で開催したこ
とにより、参加しやすい研修会となり意識啓発につながったと考える。
○「学校･地域・事業所」を対象にした教育・啓発活動を継続的に開催した。こうした積み重ねに
より、市民の人権意識調査（市民アンケート）では目標値を上回ったと考える。

《26 平和と人権の尊重》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

③

①
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

■  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

○H26年度に新たな男女共同参画計画の策定を予定しており、男
女共同参画推進委員会から、気運の醸成を図り、市全体の取り組
みにするための啓発、周知が求められている。

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●性別に関わりなく、お互いの個性や能力を認め合い、支え合う社
会をつくる。
●性別に関わりなく、個性と能力を十分発揮する機会をつくる。

●国は、男女共同参画社会の構築に向け、法制度を整備する。
●市は、男女共同参画施策を計画的に推進する。

-実績

背
景
・
要
因

○男女共同参画の専門部署を設置している自治体は、県内で雲南市と松江市、出
雲市のみである。
○県政世論調査では、『「男は外で働き、女は家庭を守る」というような、固定的な
性別による役割分担の考え方について、あなたはどう思いますか？』との問いに対
し、『そう思わない』が県平均71.6%、松江・安来72.4%、出雲73.9%、大田63.3%、浜田
75.2%、益田72.6%、隠岐76.9%、雲南68.8%だった。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○人口減少、少子高齢化、核家族化の傾向にある。
○経済状況の悪化から不安定就業（非正規雇用）が増加している。
○育児・介護休業法の改正が行われ、男女共同参画社会に対する企業の
取り組みが行われつつある。
○相談件数はH24年度123件で、DV事象が増加傾向にある。また、一時保
護事案も発生している。

⑤

④

-

実績

51.0 51.4

-

実績

％ 実績
男女が平等に扱われて
いると感じる市民の割合

22.6

目標

30・1,120

２５年度

47.9

回･人 実績 11･380 13･351

53.5

実績
目標

職場における男女共
同参画を確立する。

ポジティブアクションに取り組

んでいる事業所の割合 ％

学習会回数、参加者数（男

女共同参画センター主催）

家庭・学校・地域で男女
共同参画を推進する。

A男女が平等に扱われることは国全体で推進していることであり、成行値は徐々に上昇すると考える。目標値は、男女共同参画センターを中心に今後も積
極的な推進をすることで、女性の割合を引き上げ、Ｈ２６年に現状から１０ポイント程度上昇させ６０％とする。　B)近年は微増傾向であり、成行値は有効な策
を講じなければ現状程度で推移すると予測する。目標値は、Ａ）と同様に推進することで向上可能と考え、Ｈ１７年国勢調査の男女比（男４７．２％、女５２．
８％）にできる限り近づけるよう、Ｈ２６年に現状から１０ポイント程度上昇させ４０％とする。　C)企業においてポジティブアクションの語意、必要性は徐々に
理解されつつあり、成行値は多少増加すると考える。目標値は、今後全国的に企業の責務として定着してくると考えられ、併せて市でも取り組みを強化する
ことで、Ｈ２６年に３０％まで上昇させることとする。

意図

23・1,108

人口

事業所数

対象指標

Ｃ

Ａ

審議会など委員に占める女性
の割合

Ｂ

成果指標

27.0

男女が平等に扱われていると感じて
いる市民の割合[全体（男性･女性）]Ａ

-
目標

基本事業名 対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

Ａ）市民
Ｂ）事業所

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

Ａ）男女がお互いの個性や
能力を認め合い、支えあう家
庭・職場・地域づくりをする。
Ｂ）性別にかかわりなく個性
と能力を十分発揮する機会
を作る。

２３年度 ２４年度

男女共同参画に対
する意識を高める。

成果指標

％

％

Ｂ

Ｃ
ポジティブアクションに取り組んでい
る事業所（従業員30人以上）の割合

Ｄ

２６年度

Ａ）男女がお互いを認め合い、支えあうことができれば、性差別は減少していくと考えた。　Ｂ）Ｃ）各種委員の女性の割合や取
り組んでいる事業所の割合が増えれば、性別にかかわりなく個性や能力を発揮する機会が増えると考えた。

22.6 -

２１年度単位 ２２年度区分

区分単位

Ａ）市民アンケート調査で把握　あなたは、男女が平等に扱われていると感じますか？
Ｂ）Ｃ）人権推進室で把握

実績

実績

47.9
(57.6･40.9)

事業所

％

実績
見込
実績
見込
実績
見込

実績

①
男女共同参画意識
の啓発

事業所

②

③

市民

職場における男女
共同参画の促進

家庭・学校・地域における
男女共同参画の推進

41,159

目標

市民

26.0

53.5(61.3･45.0)

40.034.0 36.0
29.9

60(65･55)54(59･46) 56(61･49) 58（63･52）

28.0 30.0
-

29.4 29.8 29.8
38.0

51.0(63.0･40.9) 51.4(61.3・43.1)

２１年度 ２４年度 ２５年度

2,300

２６年度

40,440

2,300 2,300 2,300
2,222 2,222(H21)

40,548

２３年度２２年度

単位 区分 ２４年度２３年度

2,222(H21)

39,949
人

41,91742,428 40,548
41,159

2,222(H21)

施策名 27 男女共同参画の推進 関係課

２２年度２１年度

政策推進課,総務課,市民環境生活課,
健康福祉総務課,産業推進課,業務管
理課,教育総務課,人権教育室

２６年度２５年度

25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価） 平成 8 29

総合
計画
体系

25

政策名
Ⅳ ふるさとを愛し豊かな心を育む教育と文化の
まちづくり　《教育・文化》

人権推進室

施策統括課長 上田　浩

施策主管課

平成
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

■目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

○事業所の中で推進してもらうための中核となる人材
育成を進めていく。

施　　　策

取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

○「男女が平等に扱われていると感じる」割合は、H21年度からの推移を
みると多少の増減はあるが概ね横ばいである。学習会などを通じた教育
啓発活動による意識改革の効果も出てきているが、女性相談におけるＤ
Ｖ相談件数は増加し、潜在的なものが明確になってきていることが考えら
れる。

①

背
景
・
要
因

家庭・学校・地域に
おける男女共同参画
の推進

今後の課題 次年度の方針（案）

男女共同参画意識の
啓発

②

③
職場における男女共同
参画の促進

区　分

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）
《27 男女共同参画の推進》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

・まちづくりネットワーク会議運営事業（意識啓発運営事業）により、地域自主組織、交流センター職員を対象
とした研修や男女共同参画推進リーダー育成講座を開催し、地域でのリーダー育成を図った。

○「男女が平等に扱われていると感じる」割合は、男性ではほぼ目標となったが、女性では達
成しておらず、性別間の成果値の差も大きいことから、まだまだ男性の意識水準が低いのでは
ないかと推察される。
○審議会などの女性委員の割合は、改選期の団体が少なかったこともあり、成果の向上は見
られなかった。

基
本
事
業

①
男女共同参画意識
の啓発

職場における男女共
同参画の促進

②

⑤

○事業所等への研修会や学習会の機会を設けてい
く必要がある。

・特になし

○意識の高揚を図るための研修会や学習会を継続
的に実施していく必要がある。
○事業所、関係機関･団体との連携を図る必要があ
る。

○意識の高揚を図るための研修会や学習会を継続的
に実施していく。
○事業所、関係機関･団体との連携を図る。

○研修会や学習会等の教育･啓発活動を継続的に
設ける必要がある。

○雲南市男女共同参画計画（H27～H36）を策定する。
○まちづくりネットワーク会議と連携して、研修会や学習会
等の教育･啓発活動を実施していく。
○男女共同参画推進月間（６月）に、啓発活動を強化す
る。

○地域自主組織や関係機関･団体等との連携を強化していく
必要がある。　○地域における意識はまだ低く、研修等への参
加率向上を図る必要がある。　○幼少期からの啓発が必要で
ある。　○女性相談件数は年々増加し、相談内容が深刻化し
ており対応策の強化が必要である。

○地域自主組織との連携により、研修会･学習会を実施していく。
○ＰＴＡを対象にした研修会を実施していく。
○中高生を対象としたデートDVの研修会を実施していく。
○女性相談事案に対し、関係機関と連携を図って対応していく。

③

④

⑤

基本事業

④

家庭・学校・地域におけ
る男女共同参画の推進

・事業所においても、男女共同参画のリーダー育成講座への参加を促し、推進を図った。
・市職員の人材育成の一環として、セクハラ・パワハラ研修及びアンケートを行った。

・まちづくりネットワーク会議運営事業（意識啓発運営事業）により、幼稚園・小学校のPTA研修会で男女共同
参画の講演会を開催し、子育て世代への啓発を行った。
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

■  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

○高齢化が進み、平均自立期間も長く、元気な高齢者は増加している。
加えて住民の健康への関心は高まり、スポーツの目的が健康維持に移
行していることからも、生涯スポーツが重要視されてきている。
○人口減少等により、特に競技スポーツの団体では、構成員の減少に
よる団体継続への影響が危惧されている。

○スポーツ施設の利用促進の観点から、使用料の軽減を求められ
ている。
○利用者から、体育施設・運動機器の修繕、更新を求められてい
る。

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●スポーツや運動を楽しむ。 ●スポーツや運動の機会の提供・普及促進に努める。

背
景
・
要
因

○週１回以上スポーツや運動をしている市民の割合は、県平均
36.7％（県政世論調査）と同水準であった。雲南市には市内全域に
スポーツ施設が設置されており、また、各種スポーツ団体の活動も
盛んである。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

実績

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

154,189

実績

市民
仲間を作って活
動する。

166,555 259,351

34.2 38.0

222,337

37.1

体育施設利用者
数

人

市民 実績
気軽に親しめるスポーツ
環境を提供する。

実績

38.3％ 41.6

市民 37.5 35.5％ 実績 39.5

雲南市のスポーツ環境が

整っていると感じる市民の割

合

２５年度２３年度 ２４年度

Ａ）週１回３０分以上スポーツや運動をしている市民の割合
　成り行き値は、これまでの傾向から同程度で推移すると予測する。目標値は、身体教育医学研究所の活動の拡充などによ
り、現状から５ポイント程度上昇させることとする。

生涯にわたってスポーツや運動を楽しむ状態とは、週1回（30分以上）スポーツや運動をする状態だと考えた。

２６年度

市民アンケート調査で把握「あなたは、週１回以上（１回３０分以上）、スポーツや運動をしていますか？」または、「あなたは、定期的に運動やス
ポーツなど、身体を動かしていますか？」　・野球などのスポーツもあるが、ウォーキングなども対象・頻度の程度の把握をして、その変化をみる。
（例；まったくしていない／年に数回／月1回程度／月2回程度／週1回／週2～3回／ほぼ毎日）（参考；島根県のアンケート選択肢；年1～2日／
3カ月に1～2日／月に1～3日／週1～2日／週3日以上）・１回あたりの時間を聞く。（例；10分程度／30分程度／1時間以上）

区分 ２１年度単位 ２２年度意図

人

％

実績
見込
実績

実績
見込

目標
実績
目標

目標
実績

実績

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

生涯を通じて、スポーツや運
動を楽しむ。

Ｂ

基本事業名 対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

⑤

スポーツや運動をす
る機会の提供
スポーツ環境の充
実

①

④

③
スポーツの仲間づく
り

②

実績
目標

44.0
37.1

42.0 43.0 45.0
37.5 35.539.5

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

市民 Ｂ

対象指標

人口

週１回以上（１回30分以上）スポー
ツや運動をしている市民の割合

成果指標

Ｃ

Ａ

Ａ
40,548

見込

スポーツや運動の
機会を確保する。

成果指標
週１回以上（１回３０分以上）

スポーツや運動をしている市

民の割合

Ｃ

Ｄ

２４年度２３年度区分

２３年度

42,428 40,548
39,949

２１年度

41,159
40,440

２６年度

8

２４年度 ２５年度

単位

単位 区分 ２１年度

総合
計画
体系

25

41,159

２６年度２５年度

施策統括課長

平成 25

長寿障がい福祉課,健康推進課,教育
総務課,学校教育課

平成 29

２２年度

41,917
２２年度

社会教育課

小川　浩

年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

施策名 28 生涯スポーツの振興 関係課

政策名
Ⅳ ふるさとを愛し豊かな心を育む教育と文化の
まちづくり　《教育・文化》

施策主管課
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

■目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

○体育施設・設備の計画的な修繕、適正な維持管理を
実施していく。

○少子化や高齢化により、スポーツ団体の継続が困
難になってきている。

⑤

○働き盛り世代の日常的な運動を促進する必要があ
る。
○体育施設、設備が老朽対策が必要である。
○スポーツ団体の活動が活性化していく必要がある。
○旧学校体育施設の利用計画の整理が必要である。

スポーツ環境の充実

④

スポーツの仲間づく
り

①

②

③

○体育施設・設備の老朽化が進んでいる。

○世代にあった運動メニューや機会の提供を図ってい
く。
○体育施設・設備を適正に維持管理していく。
○スポーツ団体を育成し、活動を引き続き支援してい
く。

○働き盛り世代の運動する機会を提供する。

・スポーツ少年団やスポーツ推進委員等の活動を支援し、スポーツの振興を図った。　・身体教育医学研究所
うんなんの地域運動指導員による各地域でのきめ細かな運動指導も、体を動かすきっかけづくりに効果が
あったと思われる。　・市内6運動施設で積極的に運動指導を行った。

・議会からの意見にもある、全市的なスポーツ交流会（各町対抗の市民運動会等）についての検討について、合併10周年記念事業はどう
なったのか。
→具体的な検討は行っていないが、各地区の運動会についても高齢化で難しい状況であり、全市的な取り組みとなると地域負担はさらに
増えるため、現在の取組（チャレンジデー等）のを活用し、市民参加を促し、全市的なスポーツ交流としての取組を行っていくべきではない
か。

基本事業

②

③

○地域運動教室等のＰＲを積極的に行い働き盛り世代の
参加を促進する。
○市内運動施設の利用促進を図っていく。
○スポーツ推進委員により生涯スポーツを振興していく。
○チャレンジデーを一層充実し、スポーツの習慣化を図

施　　　策

基
本
事
業

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

⑤

・市内では3つの総合型スポーツクラブが活動し、様々な事業展開が図られた。
・体育協会等の活動を支援し、スポーツの振興を図った。

・全国大会の出場補助金を交付し、競技スポーツの振興を図った。（義務教育以外）
・社会教育ＣＮが健康体力づくり事業を実施し、学校・地域においてスポーツの啓発・推進に努めた。
・加茂海洋センターB&Gのプール施設の修繕を行った。

①

背
景
・
要
因

《28 生涯スポーツの振興》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

○週1回以上スポーツや運動をしている市民の割合は、前年度と比
較して若干向上した。
健康づくりのためのスポーツの重要性が認識され、特に高齢者を中
心にスポーツの習慣化の動きが高い。地域自主組織の活動にも健
康づくりに関する教室等が取り組まれるようになった。

○総合型地域スポーツクラブ、スポーツ少年団、各種ス
ポーツ団体の活動を育成、支援していく。

取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

スポーツや運動をす
る機会の提供

今後の課題

スポーツや運動をする
機会の提供

○働き盛りの30～50代のスポーツや運動をしている割合が低く、そのため全体的として
目標より低い結果となった。

④

区　分

スポーツ環境の充実

スポーツの仲間づくり

次年度の方針（案）
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

①
役
割
分
担

背
景
・
要
因

○比較できる客観的データがないため、比較できない。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○過疎化が進み、地域の伝統芸能、行事などの無形民俗文化財の
保存継承、また、史跡、天然記念物などの環境整備が困難な状況
になりつつある。
○古事記編纂1300年記念事業や松江自動車道の開通の効果によ
り、遺跡を巡る市内への交流人口の増加が見込まれる。

○市民の文化活動、文化財保存活動への支援が望まれている。
○地域の歴史や文化に関して見識を高めることができる学習機会
や情報の公開が望まれている。
○地域の遺跡の周辺整備とともに観光資源として活用を図り、地域
の活性化につながることが期待されている。

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●身近にある地域文化や文化財に関心をもつ。
●地域文化の伝承行事や文化財を学ぶ講座などに参加する。

●文化財を郷土の歴史遺産として保護、保存に努め、情報を公開
する。
●地域文化活動を支援し、その情報を発信する。

25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

実績

87
100

実績

実績

雲南市の歴史遺産や地域文

化に関心がある市民の割合

87
100

6.3 7.5

87
100

87
100

２６年度

5.3

指定文化財
適正に保護・保
存する。

保護・保存がされている指定

文化財の数・割合

件
％

市民 実績
地域文化を次世
代へ伝える。

％

％ 実績 60.4 59.457.359.5

地域文化を次世代に伝える

活動をしている市民の割合

Ａ）成行値は、これまでの傾向から現状程度での推移を予測する。目標値は、観光分野と連携し、古事記編纂1300年記念事業に取り
組んでいくことなどにより、現状から10ポイント程度上昇させることとする。特に、1300年記念事業をH23～25年度に集中することによ
り、この時点の伸び率を高く設定した。　Ｂ）近年は減少傾向にあるが、成行値は過去の傾向を勘案し、４０％程度で推移すると予測す
る。目標値は、Ａ）と同様に取り組むことで５８％まで上昇させることとした。　C)今後の調査の動向によるものであり、現状あるものに
ついては保護・保存に努めることで、成行値及び目標値は予測可能な範囲の数値とした。

２２年度

地域文化に関心
を持つ。

7.5

区分単位

実績

60.4

Ｄ

成果指標

目標

8787

目標

87

50.7

２５年度２１年度

見込

56.0目標
実績 87

59.5

Ａ-1）市民アンケート調査「あなたは、雲南市の歴史遺産や地域文化に関心がありますか？」　Ａ-2）市民アンケート調査「あ
なたは、過去1年以内に地域文化（雲南地域固有の文化）を見たり、触れたりしたことがありますか？」　Ｂ）社会教育課

２３年度基本事業名 対象

目
　
的

市民

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

地域の伝統文化や歴史遺産
に関心を持ち、郷土への誇
りと愛着の心を培うとともに、
次世代に伝えていく。

※地域文化とは雲南地域固
有の文化と文化財

実績

実績

％

単位

Ａ-1）関心があるかどうかはアンケート調査で把握可能と考えた。　Ａ-2）誇りや愛着の心を培い、次世代に伝えていくために
は、見たり触れたりすることが重要であると考えた。　Ｂ）放っておくと消えてしまい、市にとって損失になるものが保護・保存す
べき指定文化財なので、その保護・保存度合いを指標とした。

意図

Ｂ

２４年度

⑤

地域文化の理解促
進

地域文化の継承

①

②

③
指定文化財の保護・
保存

④

52.0

２６年度

65.0
44.3 48.0

87

70.0

２４年度

目標
87

54.0

２１年度 ２２年度

87

87

42.9
62.0

２５年度

39,949

59.4

87

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

保護・保存がされている指定文
化財の数

Ｃ

％

件

過去１年間に遺産や文化財、地域文化
を見たり、触れたりした市民の割合

88

歴史遺産や地域文化に関心を
持っている市民の割合

Ｃ

Ａ

成果指標

58.0

68.0

実績

商工観光課,学校教育課

２６年度２５年度２４年度２３年度

41,917

社会教育課

Ｂ 雲南市の指定文化財数

２２年度２１年度

57.3

29 地域文化の振興

単位

政策名

区分

平成 平成 29

白神　大三

Ⅳ ふるさとを愛し豊かな心を育む教育と文化の
まちづくり　《教育・文化》

施策主管課

8

総合
計画
体系

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

関係課施策名

実績
見込
実績Ａ）市民

Ｂ）雲南市の指定文化財

区分

施策統括課長

25

87

２３年度

40,440
87 87

40,548
87

見込

41,159 40,548

87
41,159

87

対象指標

人口
42,428

Ａ 人

件

- １枚目 -57



４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

■目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

○歴史遺産や地域文化に関心を持っている市民の割合は目標を下回っ
たものの、市民大学の開催や古事記編纂記念関連の事業の効果によ
り、近年の水準に戻った。
○過去１年間に遺産や文化財、地域文化を見たり、触れたりした市民の
割合は古事記編纂1300年を機に地域文化を見つめ直す傾向にあり、近
年の水準に戻った。

基本事業 取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

《29 地域文化の振興》

○文化振興事業の充実を図り、市民が演劇・音楽・伝
統芸能などの文化活動に触れる機会を拡充する。
○地域の文化活動や文化財保存活動を支援し、また、
地域の遺跡の整備を図り、地域文化の理解を促す。

①

○地域文化に対して理解、学習、参加することがで
きる文化振興事業を展開していく必要がある。
○地域の伝統文化の保存継承、後継者の育成を図
る必要がある。
○市内の遺跡や文化遺産の活用、情報発信を図る
必要がある。

○市内文化施設を拠点として、業務委託により文化振
興事業の充実を図る。
○地域の保存会、活動団体の支援育成、歴史探訪講
座やふるさと教育の実施を図る。
○加茂岩倉遺跡、菅谷たたら山内、郡垣遺跡などの保
存整備・活用を図っていく｡

今後の課題

指定文化財の保護・
保存

○出雲神話や弥生文化、鉄の歴史などが市内の関連
のある遺跡や名勝、民俗文化財と結びついて充分理解
されていない。
○講演や説明会など学習機会が充分提供されていな
い。

④

○有形文化財、史跡、天然記念物の適正に維持管
理していく必要がある。
○無形民俗文化財の保存継承を図る必要がある。

①

○地域の伝統文化の保存継承、後継者の育成を図
る必要がある。
○地域文化を理解促進するための学習機会、ふるさ
と教育を充実する必要がある。

地域文化の理解促
進

・特になし

④

⑤

基
本
事
業

○遺跡の維持管理、保存整備、埋蔵文化財の保護を
行うとともに積極的な活用を図る。
○伝統芸能などの保存継承活動への理解関心、発表
の場づくり、後継者の育成などの支援を行う。

○目標値に対する実績は成果指標Ａ、Ｂともに下回ったが、前年度実績は上回っている。
○古事記編纂記念関連事業の効果により地域文化へ見識を高める意欲が向上、市民よる文
化活動（演劇、音楽、伝統芸能など）が積極的に行われた。
○加茂岩倉遺跡や菅谷たたら山内では、常時、ガイドが案内を行った。
○文化振興事業委託、文化財活用事業や全国大会出場団体への支援を行った。

・菅谷たたら山内の保存修理事業を開始した。

次年度の方針（案）

指定文化財の保護・保
存

地域文化の理解促進

施　　　策

・市民大学を開催するなど、市民が歴史文化に関心を持つための取り組みを行った。
・市内の伝承地を紹介するガイドのスキルアップを図った。
・菅谷たたら山内活用事業により事業主体の活動支援を図った。

地域文化の継承

③

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

②

③

○伝統文化を継承するため、保存活動や発表の場づく
りを支援する。
○地域や学校において、学習機会を提供し、地域文化
の継承に関して理解協力を求める。

背
景
・
要
因

・神楽フェスティバルや出雲追分全国優勝大会の開催、木次盆踊り及び掛合太鼓保存会の全国大会出場への支援を行っ
た。
・古代出雲王国祭りや加茂岩倉銅鐸の夕べの開催など、業務委託による事業実施を図った。

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

② 地域文化の継承

区　分

⑤
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

■  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

背
景
・
要
因

○製造品出荷額を比較すると、県内の最新実績額（H22年度）で
は、斐川町（現出雲市）2,634億円、安来市1,614億円、出雲市
1,184億円に次いで4番目雲南市856億円、5番目松江市795億円
の位置を占めており、近隣他市と比べて高い水準であるといえる。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどん
な意見や要望が寄せられているか？

○世界同時不況や東日本大震災の影響もあり、経済の低迷が続いていた
が、工業統計調査による製造品出荷額は、平成22年度では856億円となり、
上向き傾向にある。○東日本大震災を契機にリスク分散を図るため、海外
や西日本へ事業所を移転する動きがみられている。○H25年3月に松江自
動車道が全線開通し、物流の利便性が向上した。

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●市内事業所に対する理解を深め、その製品を購入し、事業所を
育てる。

●企業訪問による情報の収集、提供を行う。
●企業が進出しやすい環境を整える。
●販路開拓と企業間のマッチングを図る。

○定住対策につながる若年層の働き場の確保に対して期待が非常に
大きく、市における最優先課題の一つになっている。
○地場産業の振興には大きな期待が寄せられている。

実績

22 22実績

実績

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

Ａ）成り行き値は、世界同時不況の影響により、Ｈ２１までは引き続き低下し、その後徐々に回復してくると考え設定した。目標値は、
徐々に企業の業績が回復しつつあり、市内企業の業績回復を見込んでいるが、反面、世界経済の先行きは不透明であるため、総合
的に勘案し、成り行き値よりも少し上のレベルに設定した。　Ｂ）成り行き値は、世界同時不況の影響により、Ｈ２１までは引き続き低下
し、その後徐々に回復してくると考え設定した。目標値は、徐々に企業の業績が回復しつつあり、市内企業の業績回復を見込んでい
るが、反面、世界経済の先行きは不透明であるため、総合的に勘案し、成り行き値よりも少し上のレベルに設定した。

1 1

26 27

350

企業立地環境の整
備

製造業事
業所

実績
企業立地できる
ようにする。

立地認定件数 1

回 実績

5

２６年度

350 340

２５年度

件

区分 ２１年度単位

中小規模事
業所

企業間連携を深
める。

雲南市企業間交流
会による連携事業数 事業

300

２２年度

企業間の連携推進

目標

基本事業名 対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

実績

目標
実績

企業訪問回数

Ｄ

工業統計調査（速報：翌9月、確報2年後の5月頃公開）
※H23年度分はH24経済センサスに置換（確報H25.8頃）

２３年度 ２４年度意図
企業を誘致す
る。

成果指標

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

億円

人製造業従事者数

実績
見込

目標
実績

目標
実績

②

製造業事
業所

Ｂ

Ｃ

Ａ）Ｂ）製造拠点が新設・増設、事業規模が拡大されれば、製造品出荷額が増える（または固定資産税、法人税額が増える）
と考えた。
Ｂ）雇用が増えれば、従業者数の増加につながると考えた。

③

④

⑤

実績
見込

実績

①
企業誘致の積極的
推進

Ａ）市内で製造拠点を新設・
増設してもらう。
Ｂ）事業規模を拡大し、雇用
を増やしてもらう。

3,750 3,800

※公表H26.5

3,850 3,900

856
820 830

3,571 3,626
770 800

※公表H25.8

745 ※公表H25.8

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

製造業事業所
（モノづくり産業）

Ｃ

Ｂ

対象指標

※公表H26.5

Ａ

見込

製造品出荷額Ａ

事業所製造業事業所数

成果指標

２４年度２３年度

110
100 ※公表H25.8

110

２３年度単位 ２６年度区分 ２１年度 ２２年度

単位

110 110

区分
109 ※公表H26.5

２４年度 ２５年度

２２年度２１年度 ２６年度２５年度

商工観光課,建設事業課,水道局工務
課,水道局営業課

298

Ⅴ 賑わいあふれる雲南市
　　 《産業・雇用》

施策主管課 産業推進課

平成

施策統括課長 小川　忍

25

総合
計画
体系

施策名 30 工業の振興 関係課

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

政策名
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

■目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

・企業団地の整備に向けた産業集積拠点形成アクションプランに基づき関係機関との協議、検討を行い、H25
年度には、基本設計に必要な経費を予算化した。
・工業用水の安定供給を行った。

⑤

基本事業

④

企業誘致の積極的推
進

①

企業立地環境の整備

・東日本大震災以降の企業のリスクヘッジも踏まえ、トップセールスをはじめ、積極的な企業誘致活動を行った結果、メトロ
電気工業(株)の立地につながった。・産業集積拠点形成アクションプランを作成した。
・企業立地促進対策助成事業では、企業立地助成金8件、雇用促進助成金3件、用地取得助成金1件の利用実績があっ
た。

企業間の連携推進

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

○公共事業や経済対策を重点施策に掲げる政権がH24年12月に誕
生した。○東日本大震災以降、企業の中には先行きの不透明感が
広がり、設備投資に慎重な傾向がみられるが、本市においては愛
知県よりメトロ電気工業(株)がH24年度末に南加茂企業団地へ進出
を果たした。

取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

・雲南市企業間交流会を年2回実施し、販路開拓、視察研修、情報交換などを行った。
・市内外への企業訪問により、情報収集を行い、企業間のマッチングに努めた。

○企業の情報を収集し、マッチングの場を提供してい
く。

・特になし

○企業立地を促進し、雇用の場を確保するととも
に、地域経済の活性化を図っていく必要がある。

○企業立地を促進し、雇用の場を確保するとともに、地
域経済の活性化を図っていく。

○人脈を最大限活用した情報収集や関係機関との連
携を強化していく必要がある。○トップセールスによる
企業との信頼関係の構築が必要である。○企業立地を
促進するための支援を行う必要がある。

○包括協定の活用や人脈の最大限の活用、関係機関との連
携などにより情報収集を積極的に行う。○トップセールスによ
り、企業との信頼関係を構築していく。○企業訪問によって、
誘致企業のフォローアップを充実させていく。○他市の状況を
踏まえた企業立地を促進させるための助成を行っていく。

○現有の企業団地は小規模なものが多いなど、企業
ニーズに対応した団地整備を図っていく必要がある。
○高速道路開通による物流環境が向上したことにより
新たな企業団地の整備が必要である。

○企業誘致の動向を見極めながら産業集積拠点形成アク
ションプランに基づき、企業ニーズに合った団地整備及び
アクセス道整備を計画的に進めていく。
○既存事業所の良好な立地環境の維持、向上に努めてい
く。

④

今後の課題 次年度の方針（案）

施　　　策

⑤

③ 企業間の連携推進
○企業間連携の場、機会を確保していく必要があ
る。

基
本
事
業

①
企業誘致の積極的
推進

②
企業立地環境の整
備

区　分

《30 工業の振興》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

背
景
・
要
因

○工業統計調査によるH23及びH24の実績値は確定しておらず、正確な状況把握はで
きないが、本市においては東日本大震災による直接的な影響も少なく、実績はほぼ横
ばいであったと推察する。

②

③
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

■  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

①
役
割
分
担

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

●地域資源を活かし、新産業に取り組む。
●農・商・工・で連携し、新商品の開発に取り組む。

●建設業等の異業種参入を促進する。
●新商品の開発、販路開拓及びマッチングを支援する。
●農商工連携を推進する。
●起業家育成のためのセミナー等の情報を提供する。

A)成り行き値は、公共事業削減に伴い、建設業等の異業種参入が今後も同水準で見込まれると考え、設定した。目標値は、産業振興センター
を核に、産業創出の環境づくりをより進めていくことにより、成り行き値よりも高くすべきと考え、設定した。　B)成り行き値は、農商工連携協議会
によるプロジェクト等により、今後も同水準で開発が進むと考え、設定した。　目標値は、産業振興センターを核に、ビジネスマッチングや、新たな
助成制度を設けることにより、成り行き値よりも高くすべきと考え、設定した。　C)成り行き値は、厳しい経済情勢と人口の減少を反映して、徐々
に減少していくと考え、設定した。目標値は、厳しい情勢ではあるが、起業家育成のための研修、セミナーの実施や、国・県と連携した取り組みを
図ることにより、現状（見込）と同水準を目指すべきと考え、設定した。

背
景
・
要
因

○他市等と客観的に比較できる指標等はないが、農･商･工連携に
より、5つのプロジェクト（スパイス・スイーツ・さくら・たまご・山の幸）
が発足し、新商品の開発、販路開拓等が進み、雲南市のPRととも
に事業収益の増に期待が高まっている。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○経済の低迷が続いてきたが、製造品出荷額では上向き傾向に転
じてきている。○公共事業の縮小等により建設業等の異業種参入
の動きがみられる。○高付加価値、オリジナルな製品（PB商品等）
へのニーズが高まっている。○原発事故の影響もあり、エネルギー
政策の転換が迫られている。

○景気が低迷する中で、空き工場や空き事務所を有効的に活用し
たり、農商工連携による新たな産業の創出に対する期待はかなり
大きい。
○公共事業が縮小する中、建設業者から新産業への進出支援を求
められている。

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

実績

実績

14

1・8

回 実績

実績

新分野に進出できるよう
にする。異業種間で連
携する。

件
事業所 実績 3･9 1･15

２２年度

起業できるように
する。

起業講習会回数

２６年度２５年度

※H23以降把握

0・10

6

実績

目標

目標

成果指標
新分野に進出した市内事業

所数、連携により生まれた新

商品・新ビジネス件数

Ａ･Ｂ）商工会、産業振興センター･産業振興部
Ｃ）経済センサスで把握

２３年度 ２４年度区分

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

意図基本事業名 対象 単位

Ｄ

２１年度

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

Ａ-1）新分野に進出する。
Ａ-2）新商品・新ビジネスを
開発する。
Ｂ）起業する。

実績

実績
目標

実績
目標

119(H18以降)

9
事業所

事業所

新分野に進出した市内事業所
数

新商品・新ビジネスを開発した
市内事業所数

新設事業所数

件Ａ

Ｃ

目
　
的

対象指標

Ａ

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

Ａ）市内事業所
Ｂ）市民

Ｃ

Ｂ

市内事業
所

①
新分野進出への支
援と連携

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

起業への支援 市民②

③

④

⑤

Ｂ

150 150
119(H21)

7 7

150

7

150
119(H21) 119(H21)

2 22 2
15

39,949

1
２６年度

41,159 40,548
40,44041,159 40,548

2,300 2,300

Ａ･Ｂ）新分野に進出したかどうか、新商品･新ビジネスを開発したかどうかは、その事業所数で把握できる。
Ｃ）起業すれば新設事業所数が増えるはずだと考えた。

２４年度 ２５年度成果指標 ２３年度

8 10
7

0
２１年度

13
２２年度

単位

単位

市内事業所数

人口

事業所

人

見込
実績

実績

施策主管課

2,300 2,300

区分

政策推進課,農林振興課

区分

42,428

実績
見込

41,917

見込

２６年度２２年度２１年度

2,222 2,222(H21)

２４年度２３年度
2,222(H21)

平成 8 29

産業推進課

２５年度

小川　忍

2,222(H21)

総合
計画
体系

25

施策名 31 新産業の創出 関係課

政策名
Ⅴ 賑わいあふれる雲南市
　　 《産業・雇用》 施策統括課長
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

■目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

基
本
事
業

①
新分野進出への支
援と連携

②

⑤

基本事業

③

・特になし

○地域資源を活かし、新分野、新商品の開発、販路
拡大につなげていく必要がある。
○起業できる人材を育成していく必要がある。

○地域資源を活かし、新分野、新商品の開発、販路拡
大につなげていく。
○起業できる人材を育成していく。

○農･商・工の連携を深めていく必要がある。
○地域資源を活かした新商品の開発、新産業の創出を
進めていく必要がある。
○建設業等からの異業種参入を支援していく必要があ
る。

○実践型雇用創造事業の推進により、新商品の開発を実
現する。○建設業等からの異業種参入や新商品の開発、
販路拡大を支援していく。
○農商工連携協議会により、５つのプロジェクトを推進する
とともに、積極的な情報発信を行っていく。

○起業できる人材を育成していく必要がある。

次年度の方針（案）

施　　　策

起業への支援

区　分 今後の課題

○新産業創出補助金や見本市等出店支援補助金によ
り、起業を支援していく。
○講座を開催するなどし、地域の人材を育成し、起業を
支援していく。

⑤

④

④

起業への支援

③

《31 新産業の創出》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

○新分野進出への補助制度を設け支援を行ってきている。
○H22年度に新たに3つのプロジェクトを立ち上げ、5つのプロジェク
トで商品開発等に取り組み、H24年度は10事業所において新商品
が開発され、それぞれが一定の評価を受けている。
○実践型雇用創造事業により、土産品や旅行商品の開発が始まっ
た。

②

・H23年度から幸雲南塾を開始し、若者の社会起業を支援している。・実践型雇用創造事業により、ものづくり、バイオマ
ス、食品産業の担い手・起業家の育成を図った。・新産業創出補助金や見本市等出店支援補助金により、起業を支援し
た。・県の起業化スクールへの参加を啓発した。

取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）
・5つのプロジェクトでは、10事業所において新商品等が開発された。　・たまごプロジェクトでは「うんなんオムライス」を市内20店で提供し
た。スパイスプロジェクトでは「うんなんオロチの焼きﾀﾝﾀﾝ」の市内2店舗での提供が始まった。　・実践型雇用創造事業の採択により、土産
品や旅行商品の開発に着手した。　・森林バイオマスエネルギー供給事業を推進していくため、公共施設へのボイラー設備の導入を進め
ている。

新分野進出への支援と
連携

①

背
景
・
要
因

○新分野進出への補助制度を設け支援を行ってきた。
○5つのプロジェクトで商品開発に取り組んだことことにより、H24年度は10事業所にお
いて新商品が開発された。

- ２枚目 - 62



作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

■  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

①
役
割
分
担

背
景
・
要
因

○有効求人倍率は雲南圏域0.58倍であり、県内で最も低い（県平均0.96倍）が、圏
域内で雲南市は企業が集積しており奥出雲町、飯南町に比較して製造業を中心に
雇用が確保されている。
○また、就職率（「紹介件数」対「新規求職者数」の割合）は平成２４年度平均値で
雲南圏域は43.2％となっており、松江圏域38.7%、出雲圏域43.9%と同程度かそれ以
上であることから、求人・求職のマッチングは、近隣市町と同レベルに保たれている
と考える。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、今
後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○経済の低迷が続いてきたが、製造業出荷額では上向き傾向に転
じてきている。
○高速道路の開通により、市内企業の設備投資及び市内への企業
立地が期待できる。また、通勤圏の拡大など就労環境の変化が想
定される。

○地域資源を活かした産業振興に期待する声が多く、企業誘致や
雇用創出を望む質問や意見が市政懇談会などで多く寄せられ、議
会意見としてもある。
○不安定な社会情勢の中、若者の就労支援が求められている。

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●積極的に求人情報を得る。
●企業は労働環境の向上に努める。

実績

●関係機関との連携や雲南市無料職業紹介所の開設により、求人
情報と求職情報の一体化を図る。
●安全な労働環境の整備を企業側に促す。

実績

実績

80.0 82.6

２５年度

56.562.3

80.6

54.9

Ａ）成り行き値は、現在の経済状況を鑑みて、今後も同程度で推移すると考え設定した。目標値は、積極的な企業訪問、求人・求職の
マッチングにより、上昇させていくべきだと考え設定した。　Ｂ）成り行き値は、現状値が約８０％であり、既に高い水準となっていることか
ら、今後もこの傾向であると考え設定した。　目標値は、国や社会全体として労働環境を改善しようとする傾向にあるため、国の施策な
どにより、多少の向上が可能ではないかと考え設定した。　Ｃ）成り行き値は、加入率が関係自治体の平均より高くなってきたため、これ
以上の増加は難しいと考え設定した。目標値は、企業訪問を重ねることによって、多少増加させることが可能と考え設定した。

２６年度

Ａ）雲南公共職業安定所
Ｂ-1）市民アンケート調査（対象；市内事業所で就労している人）「あなたが勤務している職場は働きやすいですか？」「働きにく
いと感じる点は何ですか？」
Ｂ-2）産業推進課

２３年度 ２４年度区分単位

60.6

２１年度 ２２年度

81.3

意図

％

目標

職場が働きやすい環境
だと感じる市民の割合

求職者

倍
実績

実績

実績

101

見込

人

人

見込

実績
見込
実績

実績

⑤

求職者に対する就労
支援
良好な就労環境の
啓発推進

①

②

④

③

目標

％ 実績

市内で就労
している人

実績
良好な就労環境
で就労する。

Ｂ
目標
実績
目標

島根県東部勤労者共済会加入
企業数

％

社
127

0.65

84.0

125
121

85.0
121

81.3 80.0 82.6
82.0 83.0

121

0.50 0.55 0.60

２５年度

0.40 0.56 0.54 0.58

80.6

Ａ

22,00022,000

基本事業名 対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

Ａ）市内で就労できるようにす
る。
Ｂ）働きやすい環境で就労す
る。

②意図（どのような状態にするのか）

Ａ）就労を希望している市民
（求職者）
Ｂ）市内で就労している人

職場が働きやすい環境だと感じている市民の
割合（対象；市内事業所で就労している人）

有効求職者数（雲南管内）

就業者数

Ａ

Ｃ

Ｂ

成果指標

有効求人倍率

就労できるように
する。

成果指標
新規高校卒業者の雲南
管内就職率

Ｃ

Ｄ

Ａ）就労を希望している市民が就労できているかどうかは、有効求人倍率で把握できると考えた。
Ｂ-1）働きやすい環境かどうかは、市内就労者へのアンケートで把握できると考えた。　Ｂ-2）共済会（従業者数500人以下の事
業所が対象）に入っていれば、人間ドック助成、福利厚生サービスを受けることができ、働きやすい環境につながると考えた。

130123

２２年度２１年度区分
11,16712,813

21,511

地域振興課,商工観光課,社会教育課32 就労環境の整備

２６年度対象指標

産業推進課

単位

関係課

２５年度２４年度①対象（誰、何を対象としているのか）

単位 区分 ２１年度 ２４年度２２年度

11,71011,712

22,00022,000

２３年度

13,00013,00013,000
21,511(H22) 21,511(H22)

２６年度

13,000

２３年度

21

小川　忍

625平成平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

政策名
Ⅴ 賑わいあふれる雲南市
　　 《産業・雇用》

施策主管課

施策統括課長総合
計画
体系

施策名
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

■目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

②
良好な就労環境の
啓発推進

施　　　策

基
本
事
業

①
求職者に対する就労
支援

区　分 今後の課題

①

③

④

次年度の方針（案）

・モノづくり人材育成講座を開催し、カイゼン、モラール訓練、ビジネスマナーなどを身につける機会を提供し
た。

背
景
・
要
因

○有効求人倍率は、厳しい経済状況下ではあるが、わずかに上向いた。
○職場が働きやすいと感じる市民の割合は、82.6％となり、やや向上した。

・雲南雇用対策協議会においてハローワーク雲南と連携し、管内企業の視察や企業情報の提供などの支援に努めた結果、雲南管内の
新規高校卒業者の就職率は100％であった。（そのうち管内への就職者54.9％）・たたらの里山再生雇用創造推進協議会の採択を受け、
H26年度まで実践型地域雇用創造に取り組むこととなった。・雲南市無料職業紹介所では、求職者に対して求人の情報提供や斡旋等を
行った。

○東部高等技術校との連携による教育訓練の機会を設け
る。
○モノづくり人材養成講座を開催し、社会人としてのスキル
アップや就労者同士の情報交換の場を提供していく。

基本事業 取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

求職者に対する就労支
援

○有効求人倍率は、厳しい経済状況下ではあるが、わずかに上向
いた。
○職場が働きやすいと感じる市民の割合は、82.6％となり、やや向
上した。

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

・特になし

○市内の就労機会を創出していかなければならな
い。
○働きやすい環境をつくっていく必要がある。

○事業所に新規就労者の雇用確保を促していく。
○ハローワークとの連携により求人・求職のマッチング
を図っていく。
○福利厚生と安全な就労環境の確保を推進していく。

○就労内定者のスキルアップ支援が必要である。
○低迷する有効求人倍率の引き上げが必要である。
○求人・求職のマッチングを図っていく必要がある。

○就労内定者に対する研修会を開催する。○雲南市無料職業紹介所
のPRを行い利用拡大を図っていく。○雲南雇用対策協議会による高
校生の企業訪問を実施していく。また、ハローワーク雲南との連携に
より、管内企業と高校進路指導担当者との情報交換会を実施してい
く。○実践型雇用創造事業の推進により雇用を創出していく。

③

《32 就労環境の整備》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

②

⑤

良好な就労環境の啓発
推進

⑤

○関係機関と連携し、教育訓練の機会を設ける必要
がある。
○社会人としてのスキルアップや情報交換の機会を
設けていく必要がある。

④
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

■  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

30,689

実績
4,990

政策名
Ⅴ 賑わいあふれる雲南市
　　 《産業・雇用》

施策主管課

施策名 33 農業の振興 関係課

区分

２３年度

4,990
30,676 31,537

２４年度 ２５年度

4,545
単位

施策統括課長

4,545(H22)

4,990

29,000

２４年度２３年度

平成 8

4,545(H22)

農林土木課,農業委員会,事業管理課

29

２６年度２５年度

２１年度

4,990(H17)
戸

人

見込
実績 29,921
見込

総合
計画
体系

25

２２年度２１年度

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

熱田　勇二

農林振興課

農家数

対象指標

Ｄ

Ｂ

エコファーマー数（米）Ａ

Ｃ

成果指標

15歳以上商圏人口

ＪＡ雲南販売額

産直会員数（野菜）

Ｃ

Ｂ

単位 区分
目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

②意図（どのような状態にするのか）

市内の農業従事者

Ａ

①対象（誰、何を対象としているのか）

Ａ）消費者に信頼される安
心・安全な農畜産物を生産
する。
Ｂ）農家所得の向上。

4,990

31,000 30,000 28,000

126 126 96 89
２６年度２２年度

127 128 130
1,351

1,370 1,380

129
1,394 1,445 1,488

26.0 26.0

▲ 2.9

1,390 1,400

▲1.8
▲ 2.8 ▲ 2.7

26.0 26.0
26.8 25.7 23.2 23.6

⑤

生産基盤の整備・保
全

担い手の育成

安心・安全な農産物
生産の推進

①

②

③ 農業の６次産業化

実績

目標
実績
目標

④

人

億円

基本事業名 対象

Ａ）農林振興課
Ｂ-1）ＪＡ雲南　Ｂ-2）税務課「課税状況調査」

人

２６年度

▲ 3.2

Ａ）消費者に信頼される安心・安全な農畜産物の生産は、米はエコファーマー数で、野菜は産直会員数で把握可能と考えた。
（産直会員は減農薬での生産を指導されている）　Ｂ-1）農畜産物の生産は、ＪＡ雲南販売額で概ね把握できると考えた。　Ｂ
-2）農家所得の向上は、農業所得の総額で把握可能と考えた。

市内の農業所得総額
▲ 2.3

見込

目標
実績

実績

実績

２５年度

A)エコファーマー数は、成行値は過去の傾向から同程度で推移すると予測する。目標値は大幅増加は難しいため、毎年1人ずつ増加を図ることとする。B)産直会員数は、

成行値は同程度で推移すると予測する。目標値は、既にかなり浸透しており従前の増加は見込めないが、地産地消などの推進により最終年度で現状より約50人の増加と

する。C)JA雲南販売額は、成行値は、米価の下落や子牛価格の低迷により、引き続き減少傾向で推移すると予測する。目標値は農畜産物の生産量、価格向上が期待で

きないため、現状値を維持することとする。D)農業所得総額は、成行値は、ＪＡ販売額の低下と所得補償制度により、現状（３億円の赤字）程度で推移すると予測する。目

標値は、H22年度から戸別所得補償が始まり現状より2億円程度所得が増加する一方、米価の下落で同程度の減収が予測されるが、現状より毎年1千万円ずつ改善して

いくことを目指す。

目標
億円

▲ 2.6
▲ 3.4

２３年度 ２４年度

67.4
1,980

２２年度

66.9
1,158

単位
農業従事
者

意図
農業の生産性を維持・
向上できるようにする。

成果指標
圃場整備率、駆
除頭数

区分 ２１年度

67.6
1,138

67.6
1,852

販売農家・
団体

実績
人･％

頭
消費者の信頼を
得る。

①エコファーマー数､②上
位等級米比率､③肉用牛
飼養頭数（繁殖･肥育）

％
頭

実績

販売農家・
団体

販売額を増加さ
せる。

ＪＡ雲南販売額 億円 23.2

①126 ②67
③665･781

26.8 25.7実績

①126 ②
③734･582

実績
①81②79
③480.3

①96 ②72.4
③612・724

①89②57.3
③557・712

23.6

農業従事者
農業の担い手を
育成する。

①認定農業者数、②集
落営農組織数、③農地
集積面積

人(団体)

ha

①79②83
③612.1

①78②84
③648.25

①79②85
③625

背
景
・
要
因

○中山間地域の農業構造は基本的に同じ状況である。
○雲南圏域では、同じJA管内のため成果水準もほぼ同水準であ
る。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○農業従事者は少子高齢化等により減少傾向にあり、耕作放棄地が増加している。ま
た、不在地主も増加している。○米離れが進み米価は依然低価格である。○経営所得安
定対策は、H26年度の制度見直しが予定さている。○農作物への鳥獣被害が多数発生し
ている。○TPPへの交渉参加が決定し、今後の農業への影響が懸念されている。○繁殖
農家の高齢化等のため農家数・飼養頭数が減少している。また、H2４年にJA雲南肥育セ
ンターが2センターに縮小された。○セシウム汚染堆肥の処理は進みつつある。

○農業従事者からは、農業に対する更なる支援や基盤整備、有害鳥獣対策
の継続が求められている。○消費者からは、安全・安心な農畜産物の供給
を求められている。○TPPに関して、市議会、農業関係団体などから反対の
意思表示がされている。○奥出雲和牛ブランドの向上等による畜産振興が
望まれている。

①
役
割
分
担

●農地を含めた地域環境の維持保全に努める。
●生産コストの削減と生産性の向上に努める。
●有害鳥獣の被害防止対策を実施する。
●消費者ニーズに対応した安全・安心な農畜産物の生産、高付加価値商品の提供
に努める。
●家畜ふん尿の適切な処理により地域生活環境を保全する。

●農地及び農村環境の維持保全や生産基盤の整備、農業経営の安定化を
図るための支援をする。
●安全・安心な農産物の生産振興や高付加価値化への支援をする。
●新規就農者、認定農業者、集落営農組織等担い手の育成、支援をする。
●有害鳥獣の駆除や被害防止対策への支援をする。

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

実績
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
■成果がどちらかと言えば向上した
□成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

■目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

区　分 今後の課題 次年度の方針（案）

担い手の育成

⑤

④

取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

生産基盤の整備・保全①

・雲南市担い手育成支援室（ワンストップ窓口）を中心とする市、県、JA及び農業委員会の連携により、新規就農者や集落
営農組織等に対する育成、経営指導等を実施し、新たに農業生産法人が1法人、集落営農組織が１組織設立された。
・新規就農支援事業を開始し、新規農者の育成を図った。

・道の駅「たたらば壱番地」内の農家レストラン（蕎麦）、産直市の開業を支援し、H25年3月にオープンした。
・農商工連携協議会と連携を図り６次産業化を進めた。

・特産作物推進対策事業等により安心･安全な特産品の生産拡大に取り組み、産直会員数の増加に寄与した。・台湾へ４トンの米輸出を行
うと共に市場調査を実施した。　・優良雌牛の導入など和牛振興に取り組んだが、子牛価格の低迷、農家の高齢化や後継者不足に加え、
飼料価格の高騰等により経営が圧迫され、農家数・飼養頭数は減少した。

・養賀地区農業生産法人等育成緊急整備事業や農地有効利用支援整備事業などにより、主に水稲の生産基盤の整備を図った。・H24年
度から県営雲南北地区中山間地域総合整備事業が開始された。・中山間地域等直接支払制度及び農地・水保全管理支払交付金事業に
より、農地が保全された。・農作物獣被害防止対策事業や有害鳥獣駆除事業に継続して取り組んだ。

農業の６次産業化

安心・安全な農産物生
産の推進

《33 農業の振興》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

②

③

背
景
・
要
因

○米の生産目標数量の増加、米価の上昇及び戸別所得補償の継続により、JA雲南販
売額は目標に達していないが農家所得は目標を達成した。
○産直会員数は目標を達成し、更に増えている。
○農業の６次産業化の推進も所得向上につながった。（蕎麦を利用した農家レストラ
ン、スイーツプロジェクト、スパイスプロジェクト、米粉パン等）

基本事業

○雲南ブランドの向上による販売推進を図る必要がある。
○農商工連携による6次産業化（スイーツ・スパイスプロジェクトなど）を
推進する必要がある。
○農特産品のPR及び販路拡大を図る必要がある。

○集落営農の組織化･法人化とリーダー育成を図る必
要がある。
○認定農業者の育成･確保を図る必要がある。
○新規就農者や企業の農業参入を促進する必要があ
る。

○集落営農の組織化･法人化とリーダー育成に取り組む。
○認定農業者の育成･確保に取り組む。
○新規就農者の育成や企業の農業参入に取り組む。

⑤

③ 農業の６次産業化

○阪急オアシスなどでの農特産品の販売強化に取り組
む。
○農商工連携による６次産業化（スイーツ・スパイスプロ
ジェクトなど）を推進する。
○米や農産加工品の輸出などの販路拡大に取り組む。

施　　　策

基
本
事
業

①
生産基盤の整備・保
全

②
安心・安全な農産物
生産の推進

担い手の育成

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

・特になし

○生産基盤・機械施設の整備等による生産コストの
低減
○消費者が求める、安心･安全な農畜産物の生産拡
大
○農業の多様な担い手の育成

○雲南北地区中山間地域総合整備事業等の実施によ
り、生産基盤を整備し、生産コストの低減を図る。
○消費者が求める安心･安全な農畜産物の生産・販売
を拡大する。
○農業の多様な担い手の育成を図る。

○圃場整備や農地集積などにより、生産コストの低
減を図る必要がある。
○有害鳥獣被害防止対策や耕作放棄地の解消に
取り組む必要がある。

○圃場整備、農地集積及び機械施設導入支援など、生
産コストの低減に継続的に取り組む。
○有害鳥獣被害防止対策や耕作放棄地の解消などに
継続的に取り組む。

○産直会員数及び販売額の増加を図る必要がある。
○エコロジー米の生産拡大を図る必要がある。
○繁殖基盤の拡大を図る必要がある。

○産直会員数のさらなる増加を図る。
○エコロジー米の生産拡大を図る。
○宝の水の利用を促進する。
○多頭飼育農家の育成や集落畜産を推進する。

④

○米の生産目標数量の増加、東日本大震災の影響等による米価
の上昇及び戸別所得補償の継続により、JA雲南販売額や農家所
得が増加した。
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

■  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

実績

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●適切な森林施業により森林を保全する。
●施業コストを削減し、木材生産の効率性を向上させる。
●良質な木材の生産・供給体制を確立する。

●適切な森林の保全管理を支援する。　●林業従事者の育成・確
保を図る。　●市有林を適正に管理する。　●生産コスト低減や効
率的な生産システム確立のための施設整備や体制整備を支援す
る。　●地元産材の利用促進に係る普及啓発、販路拡大、流通シス
テムの確立に向けた支援を行う。

背
景
・
要
因

○公社造林事業等に積極的に取り組み、森林整備率は高い。
○森林組合への信託により、市有林の整備も比較的進んでいる。
○国庫補助事業を活用して路網整備を積極的に進めている。
○森林バイオマスエネルギー事業を積極的に進めている。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○木材価格は引き続き低迷している。○森林組合員数は減少傾向にある。○造林地への侵入竹
林が増加している。○高性能林業機械の普及により施業の効率化が図られている。○国が策定
した「森林・林業再生プラン」により、施業の集約化及び路網整備の促進並びに木材自給率50%以
上を目指すこととされている。○H22年10月に公共建築物等の木材利用促進に関する法律が施
行された。○地球温暖化防止や東日本大震災での原発事故を契機に自然エネルギーの活用が
注目されている。○森林バイオマスエネルギー事業を行う「グリーンパワーうんなん」がH24年度
設立された。

○侵入竹林や松枯れ対策が求められている。また、市議会からは
行政支援を求める意見がある。○木材関連事業所から、公共施設
等への県産材の利用促進が求められている。○素材生産事業体よ
り路網整備や高性能林業機械に対する導入支援の継続が求めら
れている。

実績

530
242.6

639
203.3

442
215.1

実績
289

265.2

特用林産物
の生産者

実績
特用林産物の生
産を拡大させ
る。

特用林産物生産
量

市内の森林
森林を適正に保
全する。

①間伐実施面積
②作業道の整備延長

ｔ 139 109201

ha
㎞

131

基本事業名 区分 ２１年度単位

18,614

２３年度 ２４年度

㎥ 実績

A)木材生産量について、成行値は市内造林地が伐期を迎えているため増加傾向で推移すると予測する。目標値は、今後、路網整備や森林施
業の効率化を図り、輸入木材価格の高騰に伴う国産材の需要拡大の傾向も考慮して設定する。　B)特用林産物生産量について、成行値は過
去の傾向から同程度の推移を予測する。生産者数の増加は見込めないが各々に生産拡大の余地はあるため、取組強化により最終年度に現状
から約1割の増を目標とする。　C)間伐実施面積について、成行値は過去の傾向から同程度の推移を予測する。目標値は、地球温暖化対策とし
て森林の価値がますます重要視されることと、また、路網整備が図られることにより、徐々に現状値から増加させていくこととする。

意図 ２５年度 ２６年度

10,073

２２年度

目標

7,626 5,273

目標
実績
目標

実績

木材生産を拡大
する。

成果指標

木材生産量

Ｄ

農林振興課

実績

成果指標

木材生産量

実績
見込
実績
見込

㎥
目標

単位

① 木材生産の拡大

実績
見込

対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

Ｂ

対象指標

Ａ

②

③

④

⑤

森林所有
者

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

Ａ）市内の森林所有者
Ｂ）市内の森林

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

適切な保育管理

特用林産物の生産
拡大

Ａ-1）木材生産量の推移により生産拡大を判断する。
Ａ-2）森林資源の活用が進めば、特用林産物生産量も増えると考えた。
Ｂ）間伐が適正な保全につながると考えた。

Ａ-1）木材生産量を拡大す
る。
Ａ-2）森林資源を活用する。
Ｂ）適正に保全する。

ｔ

ha

実績

670 680
639 442 530

690 700
289

109
200 210 210

8,500 9,000

220
139

9,500 10,000

２６年度

10,073 18,614

201 131

43,790 43,790 43,790 43,790

8,114
森林組合員数

市内の森林面積

8,139

7,626 5,273

29

２６年度２５年度

Ａ

Ｂ

Ｃ

２４年度２３年度

43,803 43,799

特用林産物生産量

間伐実施面積Ｃ

人

ha

農林土木課,事業管理課

8,078
8,130 8,130
8,111

２４年度 ２５年度２２年度 ２３年度

単位 ２２年度２１年度

8,130

区分

農林振興課

施策統括課長

43,792 43,778
8,130

政策名
Ⅴ 賑わいあふれる雲南市
　　 《産業・雇用》

区分 ２１年度

平成

施策名 34 林業の振興 関係課

施策主管課

熱田　勇二

8

総合
計画
体系

25平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

■成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
□成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

■目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

・森林整備加速化・林業再生事業や公社造林事業などにより、森林の適正な保全が図られている。
・森林整備地域活動支援交付金事業や森林バイオマスエネルギー事業なども森林の適正な保全に寄与して
いる。

・特用林産物の生産は、森林組合等を中心に取り組まれているが、生産拡大には支援事業の創設などが課
題である。

①

②

③

④

・林道開設や作業道整備に伴う利用間伐により木材生産量は大幅に増加し、路網の整備延長も着実に伸び
ている。
・林道茂平山線整備事業が完了した。

木材生産の拡大

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

・特になし

○里山再生特区の着実な推進
○市産材の利用促進
○森林ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾈﾙｷﾞ-事業による林地残材の利用
促進
○「伐って、使って、植えて、育てる」循環型林業の
推進

○里山再生特区の着実な推進を図る。
○市産材の利用促進を積極的に進める。
○森林バイオマスエネルギー事業を積極的に推進す
る。
○循環型林業を積極的に推進する。

○生産拡大と生産コスト低減に必要不可欠な路網
等の基盤整備が更に必要である。
○木材利用の促進が必要である。

○路網などの基盤整備を進める。
○低層公共建築物等への木材利用を推進する。
○住宅への市産材の利用拡大を推進する。

○特用林産物の生産支援が必要である。

特用林産物の生産拡
大

適切な保育管理

○森林所有者の施業意欲を高める必要がある。
○適切な保育管理を継続する必要がある。
○林地残材の利用促進を図る必要がある。

○森林組合による森林所有者への提案型施業を推進する。
○公社造林事業、林業振興モデル団地事業や民国連携事業
を推進する。
○森林ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾈﾙｷﾞｰ事業を更に推進する。（公共施設への
木質チップボイラー整備を推進する）

⑤

施　　　策

基
本
事
業

① 木材生産の拡大

②
特用林産物の生産
拡大

○特用林産物の生産支援について検討を行う。

④

⑤

区　分 今後の課題 次年度の方針（案）

③ 適切な保育管理

《34 林業の振興》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

背
景
・
要
因

基本事業 取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

○切捨間伐から利用間伐への移行などにより木材生産量は大幅に伸び目標を超えて
いる。その反面、施業に時間を要し間伐実施面積は減少している。
○作業路網の整備延長も増加している。

○木材生産量が大幅に増加した。要因としては、路網整備に伴う利
用間伐による生産拡大や森林バイオマス事業の本格実施等があ
る。
○森林整備加速化・林業再生事業により、作業路網の整備延長も
増加している。
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

■  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●地域の価値や知識を身につける。
●観光客に対するおもてなしの気持ちをもって接する。

●雲南市の情報発信に努める。
●他市町村と連携し、広域的観光振興を図る。
●観光客の受け入れ体制を整え、充実させる。

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

実績

背
景
・
要
因

○H23年の島根県観光動態調査の結果では、県全体では観光入
込客数は前年比較△3.2%であり、各地域ともに総じて減少傾向に
ある。一方、雲南地域は近年増加傾向を示しているが伸び率は鈍
化している。雲南市の独自調査の結果でも同様に伸びを示してい
るが、総体的にはほぼ同水準と判断する。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○島根県では古事記や風土記など、神話を題材とした継続的な観光振興が求め
られている。○松江自動車道の開通により、高速道路を活用した市内への誘客
が期待される反面、国道54号沿線の衰退が危惧される。○H24年度に尾原ダム
が完成し、周辺施設を活用した集客が期待される。○H24年度から菅谷たたら山
内の保存改修事業に着手した。○市有観光施設の老朽化が進んでいる。

○尾道松江線を活用した観光振興策を求められる反面、国道54号沿線の衰退を
危惧した振興策が求められている。
○たたらば壱番地等を拠点とした交流人口の拡大を求める意見がある。
○神話や銅鐸、たたら、桜、さくらおろち湖など地域資源を積極的に活用した観
光振興策による交流人口の拡大、産業の振興に対する意見・期待がある。

実績

Ａ）国が観光立国を目指しており、古事記編纂1300年記念や出雲大社遷宮、中国横断自動車道尾道松江線の開通、尾原ダムの完成
など、国、県の動向により県全体の観光動向は好転要素が多い。成行値は微増の傾向と予測する。目標値は、広域連携の推進など
の様々な観光振興策により、Ｈ２０実績を勘案した上で毎年２，３万人程度増加させＨ２６年１００万人とする。
Ｂ）今後の消費単価が上がる要素は考え難い。成行値は前年実績から換算し、観光入込客数に比例した額とする。目標値においても
同様に、観光入込客数に比例した額とする。

実績

市外の人 百万円 3,771 3,715 ※未確定

2,243 1,667

実績 - -

市内で消費して
もらう。

観光消費額

210 1,015実績

3,846

２６年度

(推計)

62,000
81,186

２４年度 ２５年度意図 区分 ２１年度単位 ２２年度

市外の人 受け入れる。
観光ガイド実績、
観光タクシー実績

人

件

目標

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

万人

単位

観光情報を得て
もらう。

成果指標
観光協会HP累
計アクセス件数

Ｄ

Ａ）島根県観光動態調査（毎年）と市独自調査による
Ｂ）島根県観光動態調査の観光消費額調査結果を元に、商工観光課で按分試算。

２３年度

目標

②意図（どのような状態にするのか）

実績

実績
見込
実績
見込
実績
見込

実績

④

⑤

① 情報発信の推進

Ａ）雲南市を訪れてもらう。
Ｂ）市内で消費してもらう。

基本事業名 対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

観光資源の開発・充
実

①対象（誰、何を対象としているのか）

②

市外の人

百万円

市外の人

対象指標

Ａ 観光入込客数

千人

実績

③

目標
実績
目標

受け地づくりの推進

Ｂ

Ａ）雲南市を訪れる人を増やすためには、観光入込客が増えることが必要であると考えた。
Ｂ）市内で消費してもらえば、観光消費額が増えると考え、島根県の観光消費額調査結果から観光入込客率により按分して
算出することとした。

3,715
4,003 4,220

96.6
100.0

２６年度

4,351

92.0
3,846 3,771

4,133
※未確定

95.0
２１年度 ２４年度 ２５年度２２年度 ２３年度

Ｃ

成果指標

Ａ

Ｂ

区分
88.5

市外人口
128,015

126,564

Ｃ

95.0 97.0

２６年度２５年度単位

観光消費額

88.4

区分 ２２年度２１年度

127,758127,990
２４年度２３年度

126,213 125,821
127,471

126,871

総合
計画
体系

25平成

施策名 35 観光の振興 関係課

政策名

政策推進課,ダム対策課,地域振興課,
事業管理課

8 29

Ⅴ 賑わいあふれる雲南市
　　 《産業・雇用》

施策主管課 商工観光課

施策統括課長 中村　清男
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
■成果がどちらかと言えば向上した
□成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

■目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

・雲南市観光協会による観光ガイド研修によりガイドのスキルアップを図った。
・古事記編さん1300年関連事業を活用し、地域で神話に関連した取り組み（講演会、学習会等）が行われた。

・市内観光事業者と連携し実施したヤマタノオロチ伝承ツアー（39回実施）により、県外観光客の増加が図ら
れた。古事記編さん1300年関連事業の効果もあり、関心が非常に高かった。・尾原ダムの完成により、さくら
おろち湖を活用した観光メニューの充実が図られた。

①

②

③

④

・広島地区観光情報発信事業実行委員会参画事業（島根ふるさとフェア等）や観光宣伝事業などによる広島圏域への情報発信に
より、観光入込客の増加が図れた。・神話博しまねや山陰ディスティネーションキャンペーン等が行われた。・観光HPの新設やうん
なん幸あり月（PR月間）の開始により、広範に情報発信した。・尾原ダムの完成に伴い志津見ダムとの連携によるイベントを開催し
た。

情報発信の推進

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

・特になし

○観光入込客の増加を観光消費額の増加につなげて
いく必要がある。
○尾道松江線開通のメリットを活かし、雲南市の地域資
源を活かした取り組みを進めていく必要がある。
○古事記編さん1300年を契機とした取り組みが一過性
に終わらないよう継続して取り組んでいく必要がある。

○観光入込客の増加を観光消費額の増加につなげていく。
○尾道松江線開通のメリットを活かし、雲南市の地域資源を
活かした取り組みを進めていく。
○古事記編さん1300年を契機とした取り組みが一過性に終わ
らないよう継続して取り組んでいく。
○関係機関等で構成する検討会議、連絡会議等との連携に
より広域的な観光振興を進めていく。

○高速道路の開通に合わせた情報発信を行っていく必要
がある。
○「道の駅」の効果的な活用を図っていく必要がある。
○関係団体との連携による相乗効果を出していく必要があ
る。

○尾道松江線の全線開通に合わせ、山陽・関西・四国を視野に入
れた情報発信に取り組んでいく。○「道の駅」の観光案内機能の
充実を図る。○関係団体と連携して神話や鉄等の情報発信を行っ
ていく。○雲南市制10周年行事と連携し、うんなん幸あり月などに
取り組む。○雲南ＰＲ大使を活用した情報発信を行う。

○古事記編さん1300年事業による効果を継続していく必要
がある。
○パワースポットや神話、鉄等に関連する観光資源の開
発・活用に取り組んでいく必要がある。
○「食」などの地域資源を観光につなげる必要がある。

観光資源の開発・充実

受け地づくりの推進

○観光ガイドのスキルアップを図っていく必要である。
○2次交通を充実させていく必要がある。
○市民一人ひとりがおもてなしの心を培っていく必要がある。
○観光施設の老朽化や市内宿泊施設の対策が必要である。

○観光ガイドのスキルアップや養成による充実を図っていく。
○観光タクシー事業の充実を図っていく。
○コミュニティによる観光交流事業の支援や「観光未来会議(塾)」
でのスキルアップを図っていく。
○観光施設の老朽対策を計画的に進めていく。

⑤

施　　　策

基
本
事
業

① 情報発信の推進

②
観光資源の開発・充
実

○神話事業を継続し、ヤマタノオロチ伝承地に関する整備を進めていく。○神話
や鉄、遺跡、桜、蛍、さくらおろち湖周辺などを活用した観光ツアーを企画･実施
し、内容の充実に努めていく。○農･商･工連携による魅力的な特産品を観光に活
かしていく。○コミュニティによる観光交流メニューづくりを支援していく。○市内観
光関連事業者、地域自主組織、ＮＰＯ法人等が参画した「観光未来会議(塾)」によ
り、地域資源を活用した商品開発を行う。

④

⑤

区　分 今後の課題 次年度の方針（案）

③ 受け地づくりの推進

《35 観光の振興》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

背
景
・
要
因

基本事業 取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

○パワースポットや神話への関心の高まりなどの社会的背景に合わせ、神話博しまね
の取り組みや雲南市の観光施策を展開したことが観光入込客数の増加につながってい
る。

○雲南市独自調査の結果、観光入込客数は増加傾向にあるため、
成果としてはどちらかと言えば向上したと考える。
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

背
景
・
要
因

○他市と比較できる客観的なデータがないため、比較できない。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

●経営者を支援する。
●農・商・工で連携し、商業化をめざしたマッチングを促進する。
●事業者、企業、市民、関係団体及び観光分野等との連携を図る。

①
役
割
分
担

○人口減少・高齢化から事業者の後継者不足は年々深刻化し、購買層にも
変化が生じてきている。また、無店舗地域の発生が懸念される。 ○アベノミ
クスによる経済全般への効果が期待されるが、影響は未知数である。 ○松
江自動車道が開通したことにより、IC周辺と国道54号沿線の商業施設で入
込の差が生じており将来的にも影響が懸念される。

○松江自動車道開通に伴う市内への誘導促進策を求められている。
○地域経済の再生や商店街の賑わいづくりを目指した取り組みを求められ
ている。
○観光振興と商業振興の一体的な施策展開を求める市議会意見がある。

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●地元での購買促進を住民自ら率先して行なう。
●地域ぐるみでの商店街の活性化に努める。
●事業主は魅力ある店舗づくりに努める。

実績

実績

実績

32

534

市内での売上を
伸ばす。

軽トラック市への市内事
業所の延べ出店者数 187 181

594

93件 実績

件 実績 626 605

Ａ）商業統計調査
Ｂ）島根県商業実態調査…毎年ではないため、市民アンケート調査で補完「あなたは、どこで日用品の買い物をしますか？」
→市内と回答した割合

２３年度 ２４年度区分 ２１年度単位 ２２年度 ２５年度 ２６年度

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

意図
安定した経営がで
きるようにする。

成果指標
商工会の卸･小売事業
者件数（翌年度4/1）

Ｄ

基本事業名 対象

実績
目標

見込
実績
見込

見込

事業者

百万円

％

Ａ）これまでの推移と経済状況、空き店舗の増加傾向などを勘案すると、成行値は減少傾向と予測する。目標値は、地域商
業再生や地元での購買促進への様々な対策を継続的に強化実施することで現状維持とする。
Ｂ）これまでの推移は減少傾向にあるが、成行値は今後も概ね８割程度はあると予測する。目標値は、Ａ）と同様に対策を継
続的に実施することで、Ｈ２６年にＨ１８年実績８５％と同水準まで向上させることとする。

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

実績

実績

目標

目標
実績
目標

地元購買率

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

市内の商業事業者

市内の商
業事業者

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

Ａ）売上を伸ばす。
Ｂ）市内で購買する。

Ａ

Ｃ

①
事業者の経営改革
の促進
魅力ある商店街づく
りの推進

市内の商
業事業者

②

③

④

⑤

Ｂ

37,000 37,000

84.0 85.082.0 83.0
81.1

37,634
（H19）

83.4

Ａ）売上げを伸ばすこととは、小売業年間販売額を伸ばすことであると考えた。
Ｂ）市内購買力を伸ばすことは地元購買率で測れるが、毎年調査されないデータであるため、市民アンケート調査により補完
調査する必要があると考えた。

２４年度 ２５年度成果指標 ２３年度

84.9
37,000 37,000

88.6

37,634(H19)

２６年度
37,634(H19)

Ａ
515(H19)

450

単位

Ｂ

37,634(H19)
小売業年間販売額

515(H19)

２４年度２３年度

490490 490

区分 ２１年度

実績

２２年度

産業推進課,都市建築課

単位

施策主管課

小売業事業者数
515(H19)

平成 8 29

２６年度

Ｃ

515(H19)

施策名 36 商業の振興 関係課

政策名
Ⅴ 賑わいあふれる雲南市
　　 《産業・雇用》 施策統括課長 中村　清男

実績

商工観光課

２５年度

総合
計画
体系

25

２２年度２１年度対象指標 区分

目
　
的
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

■目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

基
本
事
業

①
事業者の経営改革
の促進

②

⑤

今後の課題

⑤

・特になし

○事業者の経営の安定化を図っていく必要がある。
○地元購買力・購買率が低下しないよう対策を講じ
る必要がある。

○地域経済の活性化に向けた諸施策の展開を図っていく。
○商工会との連携を強化し、必要な対策を講じるなど、迅速に
対応していく。
○農･商･工連携による地域資源を活用した魅力的な商品づく
りやイベント開催を推進していく。
○魅力ある商店街づくりを推進するため、店舗改装等を支援
していく。

○商工会の経営指導体制の維持・強化が必要であ
る。
○商業者への制度融資に対する継続支援が必要で
ある。

○地域巡回指導員の配置など、商工会の体制強化の
ための支援を行っていく。
○保証料助成などの資金対策を継続して行っていく。

○農･商・工連携を促進していく必要がある。
○無店舗地域の発生を防ぐ必要がある。
○商店街の衰退を防ぐ必要がある。
○地元での購買意欲を高めるような商品、店舗づくりをす
る必要がある。

③

○農･商･工連携を促進し、魅力的な商品、地域資源を活用したメ
ニューづくりなど、特徴ある飲食店の育成などに努める。
○地域自主組織等と連携し、地元での購買を呼びかけていく。
○ブランド化プロジェクトによる交流人口の拡大やまめなカー市などの
イベントを通じて、商店街の活性化、地元での購買意欲を高めていく。

④

魅力ある商店街づくり
の推進

③

次年度の方針（案）

施　　　策

魅力ある商店街づく
りの推進

区　分

④

《36 商業の振興》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

背
景
・
要
因

○過疎化･高齢化の進展に伴い、購買力が低下しつつある一方で、プレミアム商品券の発売
や新たな商業施設の出店等により地元購買率では目標を達成している。

○市内の購買率は前年度に比べ向上した。このことは、H25年1月からプ
レミアム商品券を商工会が発売したこと、また、新たな商業施設の出店な
ども主な要因と考えられる。
○事業者の後継者不足や経営の悪化により、経営の縮小や廃業に伴う
無店舗地域の発生が懸念される。

②

・商工会が実施するプレミアム商品券事業の補助や住宅改修促進助成により、地域経済の活性化と市内事業者の経営支援を図った。・商
工業活性化支援対策補助事業により、店舗改装助成４件と空き店舗活用時の家賃助成６件を実施した。・商工業振興補助事業による軽ト
ラック市の開催を支援したところであるが、H24年度の実施回数は２回と伸びなかった。・買い物支援対策として、県の補助事業を活用し、
移動販売車購入２件に対して助成を行った。

取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）
・商工業振興補助事業により、引き続き経営安定化に向けた経営指導事業に取り組んだ。
・商工会に対する補助事業として専門家派遣事業を開始し、経営支援を図った。
・商業者の資金繰り対策として保証料補助によって経営支援を図った。

事業者の経営改革の
促進

①

基本事業
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

施策主管課

16・10816･113
単位 ２２年度

16・111

関係課

部･課

２４年度２３年度

平成

行財政改革推進課

白築　輝二

16･101

政策推進課,人事課,財政課,管財課,
市民環境生活課,自治振興課

２６年度２５年度

２４年度 ２５年度

16･101

520

36

543

16･101
541

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

総合
計画
体系

25 298

施策名

施策統括課長

37 時代にあった行政サービスの実現

政策名 推進計画

区分 ２１年度

16･114

568

110

実績
見込

２１年度対象指標

66.7 67.0

見込

区分

行政サービス改定の実施率

施設･拠点の見直しの実施率・
見直した施設･拠点数

成果指標

16･107

２３年度
見込

目標

558

％

Ｃ

Ｂ

実績

549

①対象（誰、何を対象としているのか）

２２年度

実績

実績

見直す施設･拠点数

意図 成果指標

Ａ

Ｂ

Ａ 部･課の数

Ａ）Ｂ)効率、公平なサービスが提供できているかどうかは、行財政計画実施計画の対象項目を抽出し、施設･拠点の見直し、
行政サービス改定の実施率と施設数により判断できると考えた。
Ｃ）行政サービスを享受する市民の納得が得られなければ、効率、公平なサービスを提供していくことはできないと考えた。

実績
目標

基本事業名 対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

②意図（どのような状態にするのか）

行政機能

効率、公平なサービスを提
供する。

534

Ｃ

553
市職員数

87 83 80

60.0･61

101 60
２６年度

41

70.0

76.0 83.0

24施設 24.5･27 29.1・32 35.5・39

41.0･42

70.0目標
66.7

65.0・60 66.0・67

70.0

69.0
75.7 58.0 66.1 69.5

65.0

④

⑤

業務と組織機構の
見直し

公共施設の見直し

民間活力の導入

広域行政の推進③

①

②

％

目標

70.0
69.5

民間活力を導入
する。

アウトソーシング
した事業件数

実績

実績

Ａ）成り行き値は、現状のままであれば指定管理者制度の導入以外は見直しが図られないと見込んだ。目標値は、公の施設
の見直し方針に基づいて設定した。　Ｂ）行財政改革実施計画の見直しに伴い、項目内容を変更したため、一旦値は下がる
が、成り行き値は、何もしなければ現状のままで推移すると考えた。目標値は、実施計画を着実に実行することにより、実施
率を高めていくように設定した。　Ｃ）成り行き値は、組織見直し（総合センター）に伴い、低下すると考え設定した。目標値は、
組織見直しは実施するものの、市民サービスを低下させないよう、現状を維持すべきであると考え設定した。

市の行政サービスに納得してい
る市民の割合

Ｄ

2

２２年度 ２６年度２５年度

人

施設

％･施設

単位

Ａ)見直した施設･拠点数／見直し対象施設･拠点数　Ｂ）行財政改革実施計画で把握（行革実施計画の対象項目を抽出）
Ｃ）市民アンケート調査で把握「例）あなたは雲南市の行政サービスに納得していますか？」※設問･回答を工夫する。

２３年度 ２４年度区分 ２１年度

実績

単位

実績 1

6 0

2 3

1 2

14
7

組織・機
構、職員

件

定員管理計画に基づく職員

数で、効率よくサービスを提

供する。

組織機構の見直
し実績

部･課
組織・機
構、職員

組織・機
構、職員

広域行政を推進
する。

広域的に行ってい
る事業数･団体数

①117(7)
②2

①109（14）

②  10

①110（2）
②   1

①113（4）
②   1

実績

①指定管理者制度導入施

設、②廃止・休止・民間譲渡

施設数
施設 実績公の施設 見直しを図る。

実績

●市民にとって利用しやすい組織づくりを行ない、行政課題に迅速
かつ的確に対応する。
●市民の理解を得ながら「公の施設見直し方針」に基づき施設見直
しを行なう。

事業
団体

14
7

13
4

13
4

①
役
割
分
担

●市が提供するサービスを評価する。

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

背
景
・
要
因

○他団体との比較については、行政サービスに対する市民の納得割合や行政改
革の実施率等、同様な指標はなく、客観的に比較はできない。
○行政サービスに納得している市民の割合が7割程度であり、高い水準と判断でき
る。
○職員数について、類似団体の平均466人（H20年度時点；全国18自治体）に比較
し、雲南市は、まだ多い状況である。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○職員数は、定員管理計画に基づき削減していく（H25.4.1；529人→
H27.4.1；507人）。また、削減に対応していくため、組織見直しの中で減らして
いく必要がある。○地域主権改革一括法により、権限移譲が進んでいる。○
地方交付税の一本算定により大幅な減額が見込まれ、一層の行財政改革
が必要となる。○「新たな公」の視点からも、地域自主組織との連携がより
重要となっていく。

○行政サービスを身近なところで受けたいという意見や、休日の窓
口開設の要望がある。
○総合センター縮小に伴い、サービスの低下をきたさないよう要望
がある。
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
■成果がどちらかと言えば向上した
□成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

■目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

⑤

②

基本事業 取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

民間活力の導入

・雲南広域連合の事務所移転検討を開始した。

○多様な行政サービスを実施していくためには、民
間活力を導入しながら、効率的に業務を行っていか
なければならない。

区　分 今後の課題

③

④

背
景
・
要
因

・市のメール便業務委託について、Ｈ２５年４月本格稼働に向け準備を進めた。

・市民等の意見を踏まえて、総合センターの在り方について、最終方針を取りまとめた。

広域行政の推進

公共施設の見直し
・新規指定管理導入施設が7施設、指定管理から直営となった施設が2施設、指定管理から廃止となった施設
が1施設、直営から廃止となった施設が１施設であった。

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

施　　　策

基
本
事
業

①
業務と組織機構の見
直し

次年度の方針（案）

②

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

○定員管理計画に基づき職員の削減を進めた。
○公の施設の見直し方針に基づき指定管理及び譲渡を進めた。
○市の行政サービスに納得している市民の割合は、ほぼ７割で推
移している。

業務と組織機構の見直
し

①

背
景
・
要
因

○公の施設の見直し率については、市民ニーズに配慮し、慎重に対応していることか
ら、目標に達しなかった。
○行財政改革実施計画に基づき行政サービスの改定を進め、実施率は目標を上回っ
た。
○市の行政サービスに納得している市民の割合は、目標をほぼ達成した。

《37 時代にあった行政サービスの実現》

③

○公の施設の見直し方針に基づき、公の施設を見
直していく必要がある。

○公の施設見直し方針に基づき、個別に具体的な方針
を検討し、市民の理解を得ながら、見直しを進めてい
く。

広域行政の推進 ○国、県の動向を注視し、調査･検討していく。
○国、県の動向を注視した速やかな対応が必要で
ある。

・特になし

○定員管理計画に沿った組織編成が必要である。
○事務事業の見直し（新設・統合・廃止等）を図る必
要がある。
○公の施設の見直し方針に基づき、公の施設を見
直していく必要がある。

○行政組織の見直し方針に基づき、総合センターの在
り方も含め、行政組織全般を見直していく。
○事務事業の見直し（新設・統合・廃止等）を進める。
○公の施設見直し方針に基づき、市民の理解を得なが
ら、見直しを進める。

○定員管理計画に沿った組織編成が必要である。
○事務事業の見直し（新設・統合・廃止等）を図る必
要がある。
○マイナンバー法案の可決に伴い、今後の行政
サービス体系の見直しを検討する必要がある。

○行政組織の見直し方針に基づき、総合センターの在
り方も含め、行政組織全般を見直していく。
○事務事業の見直し（新設・統合・廃止等）を進める。
○マイナンバー関連業務の作業に着手する。

○市民の理解を得ながら民間活力の導入を推進する。

④

民間活力の導入

公共施設の見直し

⑤
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

政策名 推進計画
施策主管課

施策統括課長総合
計画
体系

553

施策名 38 人材の育成・確保 関係課

区分
実績

人
520

２４年度

534
549

対象指標

平成 8

Ａ

須山　貴吉

人事課

25

543
541

２２年度２１年度

Ｂ

②意図（どのような状態にするのか）

市の職員

成果指標 ２２年度

558

単位 区分

職員数

単位
568

Ｄ

Ｂ

市職員として求められる能力を
発揮している職員の割合

Ａ

Ｃ

Ｃ

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

①対象（誰、何を対象としているのか）

政策推進課,財政課,行財政改革推進
課

29

２６年度２５年度２４年度２３年度

目標
やりがいを感じて仕事をしてい
る市職員の割合

基本事業名 対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

- -

資質を高め、職務に活か
す。

２５年度２１年度 ２６年度２３年度

- -
※制度導入後

61.5 64.8 65.8 67.1
64.0 66.0

80.0

68.0 70.0
- 75.3 74.0 76.0

78.0

③
適正な人材配置と
活用

市職員の接遇に満足している
市民の割合

％

％
74.0 76.0

④

⑤

適正な定員管理の
推進

勤務条件の整備と
運用

人事評価と能力開
発の推進

①

②

見込
実績
見込
実績

目標
実績

％

２６年度

見込

目標
実績

実績

実績

２５年度

Ａ）※制度導入後、設定
Ｂ）成り行き値は、何もしなければ市民の満足度は現状で推移すると考えた。目標値は、接遇の向上は市民から常に求めら
れており、職員の基本的なあるべき姿として、現状より約10％高めていくよう設定した。
Ｃ）成り行き値については、H20の現状値と概ね同水準で推移すると考え設定した。目標値については、人材育成基本方針に
基づき人材育成を進めていくことにより、職員の意欲を高めていくことでH26年度80％に設定した。

単位

目標

２２年度

実績 112.0

Ａ）資質を高め、職務に活かしているかどうかは、市職員として求められる能力を発揮しているかどうかということであり、人事
評価で標準以上の評価を得ている職員の割合で判断できると考えた。　Ｂ）市職員の基本的資質として、接遇が大切であると
考えた。　Ｃ）やりがいを感じて仕事をしている職員は、資質を高め、職務に活かすことにつながると考えた。

区分 ２１年度

108.3 106.7110.1

Ａ）人事評価で把握（人事課）※H26以降の制度導入後把握　Ｂ）市民アンケート調査で把握「あなたは、市職員の応対・接遇
に満足していますか？」　Ｃ）職員アンケートで把握（人事課）「あなたはやりがいを感じて仕事をしていますか？」

２３年度 ２４年度

職員

意図
適正な定員にす
る。

成果指標
定員管理計画の実現率 ※

当年度職員数÷H27目標507

人
％

一般職、派
遣・駐在職員

適正に人事異動
する。

今の部署にやりがいを
感じている職員の割合 ％ 実績

-一般職 実績％
資質と能力を高
め、発揮する。

能力を発揮している職員の

割合（能力評価のＡ以上の

割合）

74.0

-

- 75.3

- -

76.0

22
病欠職員数（連
続１週間以上）

人 実績 23職員
適正に健康管理・
労務管理される。

33 20

○職員の対応、接遇についての一定の評価やクレーム等がある。
○接遇の向上（あいさつ、電話応対）が求められている。
○議会からは、職員の接遇・資質向上を求められている。

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

実績

①
役
割
分
担

●行政に透明性や公平性、効率性を求める。 ●人材育成基本方針に基づき、職員を育成・確保していく。

背
景
・
要
因

○他団体と比較できる資料がないため、比較できない。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○職員確保については、幅広い人材確保と多様な雇用形態が進む。○定員管理計
画に基づき、組織見直しや業務委託等を進め、さらなる削減を進めていく。○国にお
いて、人事評価に基づく給与や処遇への反映が進められようとしている。○地方分
権一括法の施行により、権限移譲に伴う体制整備が必要となることが想定される。
○採用者抑制により、平均年齢の上昇など、年齢構成バランスの悪化の可能性が
ある。
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

■目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

区　分 今後の課題 次年度の方針（案）

勤務条件の整備と運用

⑤

④

取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

適正な定員管理の推進①

・引き続き、職員の労務管理を徹底していく必要がある。

・職員に任意で自己申告書を提出してもらい、適正な人材配置に努めた。

・H21年度から人事評価（管理職能力評価）に着手している。H25年度まで試行を行い、職員の能力開発に役
立てる準備を進めている。　・職員研修では、自治研修所の研修や、技能職の技術研修などに積極的に参加
し、職員の能力向上に貢献した。

・定員管理計画に基づく職員数の削減は、計画以上に削減が進んだ。

適正な人材配置と活用

人事評価と能力開発の
推進

《38 人材の育成・確保》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

②

③

背
景
・
要
因

○人材育成基本方針に基づき研修等の取り組みを進めてきている。
○接遇研修を毎年実施している。
○職員数を削減する中、行政サービスの向上に努めている。

基本事業

○業務に応じた適正な人事配置をする必要がある。

○服務規律を確保する必要がある。
○健康管理を進める必要がある。

○職場のルールを徹底させ、組織としての服務規律を
確保する。
○健康診断、人間ドック、メンタルヘルス対策を計画的
に実施し、事後のフォローをする。

⑤

③
適正な人材配置と活
用

○行政評価との連携を進める。
○自己申告書を活用する。
○人事評価を活用する。

施　　　策

基
本
事
業

①
適正な定員管理の
推進

②
人事評価と能力開発
の推進

勤務条件の整備と運
用

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

・特になし

○人材育成基本方針を実現していく必要がある。
○人材育成基本方針に基づき、人事評価制度を構築
する。
○退職と採用を調整し、適正な人事配置を行う。

○定員管理計画の進行管理をしていかなければな
らない。

○退職と採用の調整により、定員管理計画に基づき職
員数の削減を進めていく。
○退職者再任用制度の運用方法の検討を行う。

○人材育成基本方針に定める職員像に近づけてい
く必要がある。
○接遇の一層の向上を図る必要がある。

○人事評価制度は、試行段階から本格実施段階に円
滑に移行していく。
○職員のスキルアップに必要な研修を実施する。
○接遇研修を計画的に実施する。

④

○人材育成基本方針に基づき研修等の取り組みを進めてきてい
る。
○接遇研修を毎年実施していることなどにより、市職員の接遇に満
足している市民の割合は、やや向上した。
○職員数を削減する中、行政サービスの向上に努めている。
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

39 計画的なまちづくり

施策統括課長 佐藤　満

8

総合
計画
体系

25平成 平成

施策名

政策推進課

40 40

関係課

政策名 推進計画

25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

施策主管課

40
40 40
4036

２５年度２２年度 ２３年度

区分 ２２年度２１年度

人事課,財政課,行財政改革推進課

29

２６年度２５年度単位

施策

区分 ２１年度単位

Ａ

Ｃ

各施策の成果指標平均達成率[目標を達成し
た成果指標の数／成果指標の総数]

Ａ

計画的に目標を達成できているかどうかは、各施策の成果指標達成状況により判断できると考えた。

Ｃ

36

50.4実績

Ｂ

施策数

成果指標
52.5

２４年度２３年度

２４年度

対象指標

Ｂ

100.0
27.9 53.5

80.0 80.0 80.0

２６年度②意図（どのような状態にするのか）

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

⑤

①

②

総合計画の策定と
進行管理

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

①対象（誰、何を対象としているのか）

横断的プロジェクト
の進行管理

対象

施策

基本事業名

各部局にま
たがる事業

③

④

施策

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

計画的に目標を達成する。

実績
見込
実績
見込
実績
見込

％
目標
実績
目標
実績
目標

計画的に目標を
達成する。

成果指標
施策の成果指標
平均達成率

Ｄ

施策評価シートで把握

実績

２５年度 ２６年度

50.4

目標

Ａ）各施策の成果指標平均達成率
　成行値は、何らかの対策を講じなければ、各施策の目標は達成できないと考える。目標値は、各施策において最終年度の
目標達成を目指して推進していくことで、Ｈ２６年に１００％を目指す。

区分 ２１年度単位 ２２年度意図

52.5

２３年度 ２４年度

％ 実績 27.9 53.5

97.0-％ 実績
計画的に事業を
推進する。

政策課題の処理率（処
理できた議題数/政策会
議議題数）

93.2 92.5

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●まちづくりの方向や施策の内容を理解するよう努める。
●自助、共助、公助を考え、まちづくりに参画する。
●NPO、自治会、グループ、地域自主組織等あらゆる団体が、その
団体の特性を活かし、まちづくりに参画する。

実績

実績

①
役
割
分
担

背
景
・
要
因

○他団体では、同等の成果指標がないことから明確に比較するこ
とができない。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

●まちづくりの方向を明らかにし、計画的に事業推進するための調整や、行
政評価による地域経営の視点にたった行財政運営を図る。
●市政運営の透明性を図り、市民が行政に参画・参加しやすい仕組みを整
備する。
●市民との協働による課題の解決に向け、施策の企画立案・実施に努め
る。

○国の財政状況の悪化、少子高齢化、市民ニーズの多様化など社会
情勢の変化に合わせた施策展開が必要である。
○国と地方の関係の見直しや権限移譲・財源移譲が議論されている。

○市民アンケートにおいては、市民の行政サービス向上への期待
は高い。
○市の財政状況については、市民に概ね理解されていると考える
が、要望・陳情は多く寄せられている。

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

実績
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

■目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

基
本
事
業

①
総合計画の策定と進
行管理

③

○各施策において着実な成果向上はあるが、目標水準からみると低い実績となった。
○市民要望は年々高まっており、施策成果の向上が、市民アンケート結果にみられる
ように満足度の向上に結び付いていないことが考えられる。

○各施策は、目標達成に向けた着実な取り組みにより、成果を向上
させてきているが、同時に、市民要望も年々高まっており、成果指標
に達成した項目はおよそ半数であった。

・施策評価、事務事業評価の研修を積み重ね、行政評価の機能・精度の向上に努めた。また、GL級職員による事務事業の貢献度及び優
先度評価に取り組み、引き続き、幅広い職員の参加により、行政評価による総合計画の進行管理に努めた。
・H23年度から組織目標を導入し、各部局の当年度の目標を明確にするとともに、人事評価での個人目標にもつなげ推進を図った。
・議会による施策評価や決算監査において、行政評価による意見を頂き、総合計画の進行管理を進めた。

総合計画の策定と進行
管理

⑤

区　分 今後の課題 次年度の方針（案）

①

②

③

④

《39 計画的なまちづくり》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

背
景
・
要
因

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

・特になし

○計画的に総合計画の目標を達成するためには、
行政評価の成果を組織目標、個人目標につなげ、
総合的に進めていく必要がある。

○行政評価、組織目標、人事評価、財政計画及び行革
計画との連携を進め、計画的・総合的に推進する。

○後期基本計画の目標到達度が低く、適切な進行
管理を図る必要がある。
○財政計画を踏まえ、行政評価に基づき事務事業
の見直し（新設・統合・廃止等）を図る必要がある。

○行政評価、組織目標、人事評価、財政計画及び行革計
画との連携を進め、計画的・総合的に推進する。
○事務事業の見直し（新設・統合・廃止等）を着実に推進し
ていく。
○次期総合計画を策定する。

基本事業 取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

施　　　策

・部局間を横断するプロジェクトについて、庁内調整を図った。特に横断的なプロジェクトとして取り組んだブラ
ンド化プロジェクトや総合特区の推進、大学との連携については、庁内調整を図り総合的に進めた。

⑤

④

○政策戦略会議等により、職員間で課題、施策の立
案、進捗状況等の情報を共有するよう努める。
○関係部署間の連携と役割分担を明確にするよう調整
を進める。

○部局横断事業を推進していくためには、関係職員
のプロジェクトに対する共通の認識と推進のための
役割の明確化が必要である。

横断的プロジェクトの進
行管理

②
横断的プロジェクト
の進行管理
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作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

政策推進課,人事課,行財政改革推進
課,管財課,税務課,債権管理対策局,
会計課

施策名 40 財政の健全化 関係課

政策名
総合
計画
体系

26,31928,177

施策統括課長

29

藤原　靖浩

施策主管課

２２年度２１年度

8

２５年度２４年度２３年度

２６年度

31,668 29,62329,848

26,642

平成 25

区分対象指標

財政課
推進計画

単位 ２６年度

中期財政計画の
達成率

Ｃ

Ｄ
歳入経常一般財源総額、市税
徴収率

財政が健全であるかどうかは、他の自治体とも比較可能な財政指標が向上することが必要であると考えた。

19,583･98.0

意図

歳出額

収支不足額（基金繰入額）

33,247

成果指標

Ａ

区分

百万円

27,095
 

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

市の財政

Ｃ

Ｂ

歳入額
26,642 26,319

31,106 32,743 29,542 29,209
28,177 27,095

対象

目
　
的

成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

基本事業名

Ａ

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

健全に運営する。
Ｂ

16.1

 
２４年度

0 0 0

 

目標

0 0

実質公債費比率（3年平均）

２２年度 ２５年度

0

 

39,669･6,86541,513･6,656

19.0

 
２３年度

390

18.8
地方債残高（普通会計）、基金
残高

47,278･7,128 44,284･8,591 40,904・9,263

19.8 19.2
％

21.8

38,303･7,263

38,275・10,054

③

市の財政

実績
目標

19,897･98.0

百万円

実績

百万円

実績
見込

目標

単位

百万円

④

⑤

財政計画の策定

効率・効果的な財産
管理運用

財源確保

①

②

効果的な予算執行 百万円

 

0

実績
見込
実績
見込

実績
２１年度

43,425･6,418

２２年度

目標

19.5 17.6

２３年度

19,715・98.019,971･97.9

A,B,C,D）財政非常事態宣言の中、中期財政計画の遵守が至上命題であり、中期財政計画を計画どおり進めていくよう設定し
た。市税徴収率は、債権管理対策局の設置により徴収率向上に取り組んでいることから、今後数ポイントは向上させることが
できると考えた。

18,996･97.7 19,732・98.0

２６年度単位

実績

成果指標

実績 4/4

19,743･98.0

地方財政状況調査（財政課）
※但し、平成24年度は決算監査前数値

19,789･98.0

２５年度２４年度区分 ２１年度

百万円、％

4/4

0
3,299

4/4

0
3,173

0
2,519

4/4

31,106 32,743 29,542 29,209

0
3,165

予算 実績
財源を確保す
る。

百万円

項目

実績

基金取崩し額、
起債発行額

適切な将来予測
を立てる。

予算
効率的に予算執
行する。

基金、財産
効率・効果的な管
理運用をする。

●中期財政計画に沿って財政運営を行う。
●国に対し、地方の実情を踏まえ、地方交付税をはじめとする財政
措置に十分な配慮を求めていく。

住民（事業所、地域、団体）の役割

10,054

実績

歳出額

基金残高 百万円

実績

①
役
割
分
担

背
景
・
要
因

○他団体のH２４年度実績は9月以降でなければ公表されないた
め、現段階では比較できない。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

行政（市、県、国）の役割

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○中期財政計画では、歳入歳出規模は減少していく。　○財政規模は、類似団体規
模になるよう縮小させていかなければならない。　○地方債残高は、中期財政計画
に基づき、減少する。　○県も行政サービスの見直しが進められている。　○合併特
例債の延長、過疎法の延長が決まった。　○過疎債ソフト事業の事業費枠が拡大さ
れた。　○社会保障と税の一体改革に伴う、消費税増税が予定されている。　○政
権交代に伴う、地方財政への影響を注視する必要がある。

○健全財政が求められているが、行政サービスに対する住民ニー
ズは高い。
○市議会からは、合併特例債、過疎債など有利な財源を活用する
よう求められている。
○経済対策を引き続き実施し、地域の活性化を求める声がある。

●市の財政運営に関心を持ち、財政状況を理解する。
●地域やコミュニティで共助する。
●納税義務を果たす。

8,591 9,2637,128

- １枚目 -79



４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
■成果がどちらかと言えば向上した
□成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

■目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

④
・市債の繰上償還を進めた。
・財調，減債基金の繰り入れをゼロにした。

②

③

背
景
・
要
因

○職員削減や行政評価により、行政改革の成果が現れてきた。
○過疎債（ソフト分）の有効活用が図られた。
○これまで行ってきた起債の繰り上げ償還の効果が現れてきた。

・過疎債ソフト分を有効に活用できた。　・交付税制度研究会を立ち上げ、制度改正について報告書を作成し、総務省へ提
出した。　・国の経済対策が実施され、積極的に対応したが、Ｈ25年度への繰越事業となった。
・市税徴収率は、高い水準を確保した。・固定資産税については、H24年度から評価基準を統一化できた。

・行政評価と連動し、施策枠予算に取り組んだ。

区　分 今後の課題 次年度の方針（案）

効率・効果的な財産管
理運用

⑤

○指定金融機関の一本化を図る必要がある。
○現在のシステムでは、水道料金や電気料金の一括
支払いができないため、業務効率が悪い。

① 財政計画の策定

② 財源確保

③ 効果的な予算執行

《40 財政の健全化》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

基
本
事
業

・特になし

④
○財産台帳を活用し、遊休資産を売却･貸付する。
○基金は最も安全かつ効果的な方法により運用する。

○財産台帳を基に、遊休資産を把握し、処分出来るよ
う検討する必要がある。

効率・効果的な財産
管理運用

⑤

○次回の指定金融機関の更新時期に合わせ、一本化を
検討する。
○市の支払いにおける水道料金、電気料金などについて
は、一括支払い振替システムの導入を検討する。

○普通交付税の一本算定により、H24年度ベースで
H32年度には31億円減少するため、交付税研究会に
よる交付税の見直しについて、引き続き要望してい
く。

○普通交付税一本算定に向け、実施計画に基づく財政
計画を策定する。

○普通交付税の一本算定により、H24年度ベースで
H32年度には31億円減少する。

○普通交付税一本算定に向けた中期財政計画、実施計
画を策定する。

○引き続き適正な徴収事務を行う必要がある。○交付
税研究会による交付税見直し提案について、引き続き
要望していく。○合併特例債、過疎債の延長を踏まえた
有効活用を図っていく必要がある。

○引き続き適正な徴収事務を実施する。　○交付税見直し
について引き続き対応する。　○合併特例債、過疎債の延
長を踏まえた有効活用を図っていく。　○㈱ゆうちょ銀行で
の納付方法について検討する。

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

○職員削減や行政評価により、行政改革の成果が現れてきた。
○過疎債（ソフト分）の有効活用が図られた。

基本事業 取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

施　　　策

・中期財政計画は目標を達成できた。

財源確保

効果的な予算執行

財政計画の策定①
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